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第１章 武蔵野市第３期健康福祉総合計画の策定にあたって 

第１節 計画策定の背景 

第１項 国の動き 

■我が国では、少子高齢化の進行に加え、家族や親族の支え合いの機能の低下、非正規労働

者の増加など、社会保障制度を取り巻く状況が大きく変化し、年金・医療・介護等への不

安や格差の拡大、地域のつながりの希薄化等から、将来の暮らしに関わる不安やリスクの

拡大が懸念されています。 

■年金・医療・介護等の社会保障制度は、急速な少子高齢化に対応するため、これまでも様々

な制度改正を行いながら、必要な給付の確保を図ってきました。その結果、社会保障給付

費は100兆円を超え、日本人の平均寿命は世界最長水準となっており、今後、ますます急

速な高齢化が進むことで、2050 年には１人の若者が１人の高齢者を支える厳しい社会が

訪れると言われています。 

■平成25（2013）年に出された「社会保障制度改革国民会議報告書」では、すべての世代

を支援の対象とし、すべての世代が能力に応じて支え合う全世代型の社会保障制度への転

換の方向性が示され、年金・医療・介護を中心とした「1970 年代モデル」から、必要な

財源確保を前提に、現役世代の「雇用」や「子育て支援」、「低所得者・格差の問題」、「住

まい」の問題等も社会保障とした「21 世紀（2025 年）日本モデル」への制度改革が大

きな課題とされています。 

■同報告書では、医療機能の分化・連携や地域包括ケアシステムの構築など、医療・介護の

提供体制の再構築に取り組むことが必要で、介護と医療のニーズを併せ持つ高齢者を地域

で確実に支えていくためには、医療・介護のネットワーク化が必要だとしています。こう

した地域包括ケアシステムの構築によって地域ごとに形成されるサービスのネットワーク

は、高齢者介護だけでなく、子ども・子育て支援や障害者福祉、生活困窮者支援にとって

も貴重な社会資源となり、個人が尊厳を持って生きていくための、将来の世代に引き継げ

る貴重な共通財産になると報告されています。 

■平成27（2015）年に出された「誰もが支え合う地域の構築に向けた福祉サービスの実現

―新たな時代に対応した福祉の提供ビジョン」では、様々なニーズに対応する包括的な相

談支援システムの構築や誰もがニーズに合った支援を受けられる総合的な支援の提供、効

果的・効率的なサービス提供のための生産性向上、新しい地域包括支援体制を担う総合的

な福祉人材の育成・確保を柱に、地域住民の参画と協働により、誰もが支え合う共生社会

の実現を進めていくことが明示されました。 

■平成 28（2016）年には、「我が事・丸ごと」地域共生社会実現本部が設置され、地域の

あらゆる住民が役割を持ち、支え合いながら、自分らしく活躍できる地域コミュニティを

育成し、公的な福祉サービスと協働して助け合いながら暮らすことのできる「地域共生社
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会」が今後の福祉改革の柱として位置づけられました。従来、高齢者福祉・介護、障害者

福祉、健康増進、福祉活動等の各施策分野で、専門的サービスの基盤整備や生活環境整備

が行われてきましたが、これらを基盤にしつつも、住民参加による総合的、包括的な取組

みの方向性が明確になっています。 

 

第２項 市の動き 

■武蔵野市では、平成 12（2000）年に「武蔵野市高齢者福祉総合条例」を制定しました。

この条例は、①高齢者の尊厳の尊重、②高齢者が住み慣れた地域で安心していきいきと暮

らせるまちづくりの推進、③自助・共助・公助に基づく役割分担及び社会資源の活用、保

健・医療・福祉の連携、④市民自ら健康で豊かな高齢期を迎えるための努力を「基本理念」

としています。 

■平成15（2003）年、初めて、高齢者保健福祉計画、介護保険事業計画、障害者計画を「武

蔵野市福祉３計画」として一体的に策定し、いち早く福祉分野の総合的な取組みを進めて

きました。そして、平成21（2009）年、福祉施策、健康施策を総合的な視点から再構築

することを目的として、高齢者福祉・介護保険事業計画、障害者福祉計画に加え、同じく

改定時期を迎えた健康推進計画を一体的に見直し、初めて健康福祉に関する総合計画であ

る「武蔵野市健康福祉総合計画」（第 1 期）を策定しました。さらに、その取組みの方向

性を明確にするため、平成24（2012）年、武蔵野市第五期長期計画に「地域リハビリテ

ーション」の理念を掲げ、「すべての市民が、その年齢や状態に関わらず、住み慣れた地域

で、本人の意思に基づいて安心して生活が続けられるよう、保健・医療・福祉・教育など、

地域生活に関わるあらゆる組織、人が連携した継続的、体系的な支援」を行うことができ

る仕組みづくりを進めています。この理念のもとで平成 24（2012）年に策定された「武

蔵野市健康福祉総合計画 2012」（第２期）において、健康・福祉分野の４つの個別計画を

横断的にとらえ、総合的な取組みを積極的に進めてきました。 

■平成25（2013）年、地域包括ケアシステムの構築と制度の持続可能性の確保を目的とした介

護保険法の改正を機に、武蔵野市地域包括ケアシステム検討委員会を設置しました。平成 26

（2014）年３月の同委員会報告では、武蔵野市の地域包括ケアシステムを「武蔵野市における

2025年に向けた“まちぐるみの支え合いの仕組みづくり”」とし、「地域リハビリテーション」

の理念に基づき、「武蔵野市高齢者福祉総合条例」の総合的な施策体系を基礎とした、2025年

に向けた包括的、総合的なサービス提供を基本的方向性としています。 

■本市では、市民の支え合いによる「いきいきサロン事業」の開始、避難行動要支援体制の

充実、生活支援コーディネーターの全在宅介護・地域包括支援センターへの設置、地域ケ

ア会議の実施、障害者の地域生活拠点の整備、医療ビジョンの策定、妊娠から乳児・幼児

まで切れ目のない支援である「ゆりかごむさしの」の実施など、様々な包括的、総合的な

取組みを進めてきました。  
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第２節 計画の位置づけ 

武蔵野市第五期長期計画の重点施策である「地域リハビリテーションの推進」に基づき、

「健康・福祉」分野の基本施策をもとに、①第５期地域福祉計画、②高齢者福祉計画・第 7

期介護保険事業計画、③障害者計画・第５期障害福祉計画・障害児福祉計画、④第 4期健康

推進計画・食育推進計画の４つの個別計画を策定します。 

武蔵野市第３期健康福祉総合計画（以下、「本総合計画」という。）は、これらの個別計画

に共通する横断的な課題や連携すべき課題を総合的に整理し、市の健康福祉行政の目指すべ

き方向性と総合目標を明らかにするとともに、重点的な取組みを定め、その推進を図るもの

です。 

また、市は平成29（2017）年度に「武蔵野市地域医療構想（ビジョン）2017」を策定

しましたが、本総合計画と各個別計画は、地域医療の課題と取り組むべき事項について、そ

の構想を踏まえた計画となっています。 

さらに、本総合計画は、改正社会福祉法第 107条に規定される市町村地域福祉計画の役割

を担う計画として位置付けます。 

 

 

図表 1-1-1 各計画策定における法令の根拠 

健康福祉総合計画・地域福祉計画 社会福祉法第 107 条 

高齢者福祉計画 老人福祉法第 20 条の８ 

介護保険事業計画 介護保険法第 117 条 

障害者計画 障害者基本法第 11条 

障害福祉計画 障害者総合支援法第 88条 

障害児福祉計画 児童福祉法第 33 条の 20 

健康推進計画 健康増進法第８条 

食育推進計画 食育基本法第 18 条 
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図表 1-1-2 武蔵野市第３期健康福祉総合計画・個別計画 策定イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

図表 1-1-3 武蔵野市地域医療構想（ビジョン）２０１７との関係 
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計
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者
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祉 

計 

画 

食 

育 

推 
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画 

健 

康 

推 
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計 

画 

平成２３年度策定 平成２９年度策定 

第２期 
健 康 福 祉 総 合 計 画 

健 

康 

推 

進 
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画 
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害 
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者

 

計
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事
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計
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者

福
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計

画 
地 

域 
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祉 
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画 

「武蔵野市地域医療の在り方 
検討委員会」報告書 東京都地域医療構想 

（平成２８年度策定） 

 

 

 

 

      

  

 

 
 

第五期長期計画・調整計画 

子
ど
も
プ
ラ
ン
武
蔵
野 

生
涯
学
習
計
画 

 
 

等 

 

学
校
教
育
計
画 

地域福祉活動計画（社会福祉法人武蔵野市民社会福祉協議会が策定） 

都
市
計
画
マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン 

バ
リ
ア
フ
リ
ー
基
本
構
想 

 

等 

 

公
共
施
設
等
総
合
管
理
計
画 

健康福祉総合計画  健康推進計画 
 食育推進計画 

 地域福祉計画 

障害者計画 
障害福祉計画 

高齢者福祉計画 
介護保険事業計画 
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第３節 計画の期間 

本総合計画の計画期間は、中・長期的な視野に立った健康・福祉の施策を考える観点から、

平成30（2018）年度から平成35（2023）年度までの６年間とします。 

なお、介護保険事業計画、障害福祉計画及び障害児福祉計画については、３年で見直しを

することが法令で規定されているため、平成32（2020）年度に改定を行います。その際、

関連する計画で見直しが必要になった場合は、合わせて見直しを行います。 

 

図表 1-1-4 計画の期間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▲ 
一体的に改定 

▲ 
見直し 

▲ 
一体的に改定 

平成 27 

（2015）年度 

平成 28 

（2016）年度 

平成 29 

（2017）年度 

平成 30 

（2018）年度 

平成 31 

（2019）年度 

平成 32 

（2020）年度 

平成 33 

（2021）年度 

平成 34 

（2022）年度 

平成 35 

（2023）年度 

第４期健康推進計画・食育推進計画 第３期健康推進計画 

高 齢 者 福 祉 計 画 

第６期介護保険事業計画 

高 齢 者 福 祉 計 画 

第８期介護保険事業計画 

 

第７期介護保険事業計画 

高 齢 者 福 祉 計 画 

障 害 者 計 画 

第 ４期 障 害福 祉計 画 

障 害 者 計 画 

第 ６ 期 障 害 福 祉 計 画 

障 害 児 福 祉 計 画 

 障 害 者 計 画 
 

第 ５ 期 障 害 福 祉 計 画 

障 害 児 福 祉 計 画 

第４期地域福祉計画 第５期地域福祉計画 

第３期健康福祉総合計画 

第五期長期計画・調整計画 

第五期長期計画 

健

康

福

祉

総

合

計

画 

第六期長期計画 
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第４節 計画の策定過程 

本総合計画の策定にあたっては、地域福祉計画、高齢者福祉計画・介護保険事業計画、障

害者計画・障害福祉計画・障害児福祉計画、健康推進計画・食育推進計画を総合的に策定す

ること、多様な市民参加を得て策定すること並びに策定過程を積極的に公表することを前提

に、以下の８つの取組みを行いました。 

 

第１項 実態調査の実施 

地域福祉、市民の健康、高齢者、障害者などの実態を把握し、より適切で効果的な施策を

検討するため、次のとおり各種実態調査を実施しました。調査結果は、策定委員会に報告す

るとともに、データについては今後の事業を検討するための参考資料としました。 

 

図表1-1-5 各種実態調査について 

調査名 調査時期 調査者数 
有効回答数等 

（回収率） 

地域福祉に関するアンケート調査 
平成28（2016）年11～

12月 
2,000人 863人（43.2％） 

高齢者の介護予防・日常生活アンケート 平成28（2016）年12月 1,500人 
1,095人

（73.0％） 

要介護高齢者・家族等介護者実態調査 
平成 28（2016）年６月、

11 月～29（2017）年１月 
488件 訪問聴取による 

ケアマネジャーアンケート調査 平成29（2017）年１月 255 件 225件（88.2％） 

介護職員・看護職員等実態調査 

（民間事業者対象） 

平成29（2017）年２～３

月 

3,160人 
（167事業所） 

1,292人 
（121事業所） 

独居高齢者実態 

調査 

第１次調査（郵送） 平成29（2017）年１月 10,228人 
7,465人

（73.0％） 

第２次調査（訪問） 
平成29（2017）年４～６

月 
1,352人 

1,245人

（92.1％） 

障害者福祉についての実態調査 
平成28（2016）年11～

12月 
3,000人 

1,660人

（55.3％） 

市民の健康づくりに関するアンケート調査 平成28（2016）年11月 2,000人 802人（40.1％） 

妊娠届出書、乳幼児健診票集計調査 
平成28（2016）年４～12

月 

妊娠届出書  1,086件 

乳幼児健診票 2,359件 

 

  



- 7 - 

 

第２項 団体等ヒアリングの実施 

図表1-1-6 各団体ヒアリングについて 

対象団体ヒアリング名 概要 

障害者団体ヒアリング 障害者計画・第５期障害福祉計画策定のため、13団体にヒアリン

グを実施。 

◎日程：平成29（2017）年５月15日(月)～19日(金)・市役所会議室 

在宅介護・地域包括支援センタ

ーヒアリング 

高齢者福祉計画・第７期介護保険事業計画を策定するにあたり、

６か所のセンター職員にヒアリングを実施。 

◎日程：平成29（2017）年５月８日(月)、16日(火)、６月２日(金) 

地域福祉団体等ヒアリング 地域福祉計画、高齢者福祉計画・第７期介護保険事業計画を策

定するにあたり、地域の福祉等に係る団体を対象に、ヒアリング

を実施。 

◎日程：平成29（2017）年６月23日(金)・総合体育館、28日(水)・ゼ

ロワンホール、30日(金)・レインボーサロンで実施 

健康づくり推進員ヒアリング 第４期健康推進計画・食育推進計画を策定するにあたり、健康づ

くり推進員を対象にヒアリングを実施。 

◎日程：平成29（2017）年７月20日（木）実施 

居宅サービス事業者研修会・ヒ

アリング 

居宅サービス事業者に対し、各種実態調査の報告、計画の骨子

案を提示し、ヒアリングを実施。 

◎日程：平成29（2017）年９月14日(木)・市役所会議室 

 

第３項 ４つの個別計画の策定委員会を設置 

第３期健康福祉総合計画・地域福祉計画策定委員会、高齢者福祉計画・第７期介護保険事

業計画策定委員会、障害者計画・第５期障害福祉計画策定委員会、第４期健康推進計画・食

育推進計画策定委員会の４つを設置しました。審議は、各策定委員会において進め、中間の

まとめの際には拡大調整委員会を開催して、総合計画としての審議内容の充実を図りました。 

図表1-1-7 各策定委員会と委員数について 

委員会名 委員数（市民公募委員数） 

第３期健康福祉総合計画・地域福祉計画策定委員会 12名（１名） 

高齢者福祉計画・第７期介護保険事業計画策定委員会 11名（２名） 

障害者計画・第５期障害福祉計画策定委員会 14名（１名） 

第４期健康推進計画・食育推進計画策定委員会 11名（１名） 

※設置根拠：武蔵野市第３期健康福祉総合計画・地域福祉計画策定委員会等設置要綱 
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第４項 市民委員（第３期健康福祉総合計画・地域福祉計画策定委員会）の公募 

平成29（2017）年２月１日号市報で公募した後、２名の応募があり、作文選考により１

名が選考されました。 

 

第５項 策定委員会の公開 

市報、市ホームページで策定委員会の開催を周知しました。 

 

第６項 会議資料、会議要録の公開 

策定委員会における配付資料、会議要録は市ホームページ上で公開するとともに、市政資

料コーナーに常設し、閲覧に供しました。 

 

第７項 計画策定までの流れ（中間のまとめの公表とパブリックコメントの募集） 

策定過程で中間のまとめを公表（市報への概要の掲載、市ホームページへの中間のまとめの全

文・概要版の掲載及び市役所等窓口での冊子の配布）し、市民の皆様からの意見をＥメール、フ

ァックス、文書等で募集しました。寄せられた意見は策定委員会にすべて報告し、計画策定の参

考にしました。 

・中間のまとめ市報掲載：平成29（2017）年12月１日号市報 

・パブリックコメント実施期間：平成29（2017）年12月１日(金)～12月22日(金) 

応募者数：計28名 

内訳 人数（件数） 

第３期健康福祉総合計画・第５期地域福祉計画への意見 ５名（14件） 

高齢者福祉計画・第７期介護保険事業計画への意見 10名（26件） 

障害者計画・第５期障害福祉計画への意見 11名（53件） 

第４期健康推進計画・食育推進計画への意見 ２名 （７件） 

※資料集に掲載の「市民意見交換会及びパブリックコメントに対する策定委員会の取扱方針」は、

第３期健康福祉総合計画・第５期地域福祉計画への意見を中心に取りまとめています。 
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第８項 市民意見交換会の実施 

策定委員と市民の意見交換会を、平成29（2017）年12月８日(金)・10日(日)・19日(火)の

3回実施し、計124名の参加がありました（策定委員含む）。 

図表1-1-8 市民意見交換会について 

日時 場所 参加者数 

平成29(2017)年12月８日（金） 

午後６時30分～８時30分 

武蔵野市立商工会議所ゼロワ
ンホール・第１～４会議室 

44名 

第２部 

地域福祉・健康 14名 

高齢 14名 

障害 18名 

平成29(2017)年12月10日（日） 

午前10時～正午 

市役所811～813会議室 29名 

第２部 

地域福祉・健康 ８名 

高齢 ８名 

障害 15名 

平成29(2017)年12月19日（火） 

午後２時～４時 

武蔵野スイングホール スカイ
ルーム 51名 

※12 月８日及び 10 日は２部制とし、第１部で総合計画について、第２部で各個別計画について意見交

換を行いました。  
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図表1-1-9 健康福祉総合計画策定の全体スケジュールについて 

 

 平成 29（2017）年度 

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

第３期健康福祉総合計画・

地域福祉計画策定委員会 

      

高齢者福祉計画・ 

第７期介護保険事業計画 

策定委員会 

      

障害者計画・ 

第５期障害福祉計画 

策定委員会 

      

第４期健康推進計画・ 

食育推進計画策定委員会 

      

 

 

 

 

 

 

 

(参考)健康福祉総合計画・地域

リハビリテーション推進会議 

      

(参考)地域包括ケア 

推進協議会 

      

 

 

  

第２回 

6/14 

（水） 

第１回 

5/12 

（金） 

在宅介護・地域包括支援センター 

ヒアリング 5/16,18,6/2 

第４回 

8/24 

（木） 

第３回 

7/13 

（木） 

第２回 

6/22 

（木） 

第１回 

5/18 

（木） 

第２回 

7/3 

（月） 

第１回 

5/29 

（月） 

第３回 

7/24 

（月） 

障害者団体ヒアリング 5/15～19 

◆地域福祉に関するアンケート調査 
◆高齢者の介護予防・日常生活アンケート 
◆要介護高齢者・家族等介護者実態調査 
◆ケアマネジャーアンケート調査 
◆障害者福祉についての実態調査 
◆市民の健康づくりに関するアンケート調査 
◆介護職員・看護職員等実態調査 
◆妊娠届出書・乳幼児健診票集計調査 

平
成
2 
8
年
度
実
施 

◆独居高齢者実態調査 
  (４月～６月民生委員訪問 
  調査・５～８月未回答者訪 
問調査) 

平
成
2 
9
年
度
実
施 

地域福祉団体等ヒアリング 

（民協、奉仕団、保護司、地域社協、 

テンミリオンハウス、いきいきサロン、 

レモンキャブ）6/23.28.30 

第３回 

9/1 

（金） 

第４回 

9/25 

（月） 

第２回 

9/29 

（金） 

第 1 回 

7/10 

（月） 

第１回 6/6（火） 

健康づくり推進員 

ヒアリング 

7/20 
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 平成 29（2017）年度 

10 月 11 月 12 月 １月 ２月 

第３期健康福祉総合計画・

地域福祉計画策定委員会 

     

高齢者福祉計画・ 

第７期介護保険事業計画 

策定委員会 

     

障害者計画・ 

第５期障害福祉計画 

策定委員会 

     

第４期健康推進計画・ 

食育推進計画策定委員会 

     

 

 

 

 

 

 

 

(参考)健康福祉総合計画・地域

リハビリテーション推進会議 

     

(参考)地域包括ケア 

推進協議会 

     

 

  

パブリック 
コメント 

12 月 1 日（金） 
～22 日（金） 

 
健康福祉総合計画 
中間のまとめ 

市民意見交換会 
①12/8(金) 

18:30～20:30 

商工会議所 
②12/10(日) 
10:00～12:00 

市役所 
③12/19(火) 
14:00～16:00 

スイングホール 

◆健康福祉総合 
計画・地域リハビリテ
ーション庁内推進委
員会（12/８(金)） 

◆健康福祉総合計画
調整会議（幹事会・ 
ワーキング） 
◆各計画調整会議・ 
ワーキング 

健
康
福
祉
総
合
計
画
拡
大
調
整
委
員
会 

11/6 

(月) 

第５回 

1/24(水) 

答申(案) 

第６回 

1/29(月) 

答申(案) 

第４回 

1/31(水)

答申(案) 

第６回 

1/23(火) 

答申(案) 

第３回 
10/30(月) 
中間のまとめ

(案) 

第５回 

10/24（火） 

中間のまとめ

(案) 

第５回 

10/27（金） 

中間のまとめ

(案) 

第４回 

9/27（水） 

中間のまとめ

(案) 

庁内推進委員会 

12/8(金) 
第１回 

第２回 3/1（木） 
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第２章 武蔵野市における健康福祉施策の状況 

第１節 人口構成などの変化 

第１項 人口等の推移 

本市の総人口は緩やかに増加しています。平成29（2017）年10月には146,020人とな

っており、平成24（2012）年10月に比べて、5.4％増加しています。 

65歳以上の高齢者人口は、平成29（2017）年には31,950人で、平成24（2012）年

からの増加率は11.4％となっています。高齢化率も年々増加しており、21.9％となりまし

た。障害のある人についても高齢化が進んでおり、今後の高齢者福祉の推進や介護保険制度

の運営において、より一層、大きな課題となってくることが予想されます。 

障害者については、平成25（2013）年に障害者自立支援法から障害者総合支援法に改正

された際、難病者が障害者福祉サービスの対象に加わりました。精神障害者保健福祉手帳取

得者は、平成28（2016）年度末には1,150人で、平成23（2011）年度末からの増加率

が156％となっています。難病福祉手当受給者も、平成28（2016）年度末には1,458人

で、平成23（2011）年度末からの増加率が126％となっています。 
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8,000 6,000 4,000 2,000 0 2,000 4,000 6,000 8,000

2022年

8,000 6,000 4,000 2,000 0 2,000 4,000 6,000 8,000

0～4歳
5～9歳

10～14歳
15～19歳
20～24歳
25～29歳
30～34歳
35～39歳
40～44歳
45～49歳
50～54歳
55～59歳
60～64歳
65～69歳
70～74歳
75～79歳
80～84歳
85歳以上

2017年

8,000 6,000 4,000 2,000 0 2,000 4,000 6,000 8,000

2027年

第２項 将来人口推計 

本市の人口は、本計画期間の平成34（2022）年には、15万人台まで伸びると見込まれ

ます。今後10年間の年齢階層別の変化を見ると、高齢者人口、生産年齢人口ともに増加が見

込まれるものの、高齢者人口の伸びが大きく、高齢化率が微増する一方、生産年齢人口の割

合は微減すると見込まれます。高齢者人口では、75歳以上の人口は大きく伸びると見込まれ

ます。年少人口は、平成34（2022）年は、平成29（2017）年に比べて増加するものの、

その後減少に転じると見込まれます。 

 

図表 1-2-1 人口の推移と将来の見通し 

    
平成 24 

（2012）年 

平成 29 

（2017）年 

平成 34 

（2022）年 

平成 39 

（2027）年 

総人口 (人) 138,582 145,016 150,527 154,977 

高齢者人口 (人) 28,690 32,052 33,571 35,909 

  20.7% 22.1% 22.3% 23.2% 

 前期高齢者 (人) 13,651 15,429 15,055 14,835 

 （65～74 歳）  9.9% 10.6% 10.0% 9.6% 

 後期高齢者 (人) 15,039 16,623 18,516 21,074 

 （75 歳以上）  10.9% 11.5% 12.3% 13.6% 

生産年齢人口 (人) 94,819 96,038 98,320 100,434 

（15～64 歳）  68.4% 66.2% 65.3% 64.8% 

年少人口 (人) 15,073 16,926 18,636 18,634 

（０～14 歳）  10.9% 11.7% 12.4% 12.0% 

(平成24年と平成29年は実績値。平成34年と平成39年は推計値。各年10月1日付) 

 

図表 1-2-2 男女５歳階級別の将来人口の見通し 

 

 

 

 

 

  

男            女 男            女 男            女 
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第２節 財政状況 

第１項 民生費・衛生費・介護保険事業会計の推移 

平成24（2012）年度から平成28（2016）年度にかけて、一般会計は22.8%増加して

いますが、この大きな要因は新クリーンセンター建設費用によるものです。生活保護費はほ

ぼ横ばいか減少傾向で推移し、障害者福祉費・障害者福祉センター費は29.8％と大幅に増加

しました。保健衛生総務費・予防費も6.4％増加しています。また、介護保険事業会計につい

ても12.0％増加しています。 

この変化は、高齢者人口の増加、障害のある方の増加に伴い、サービス量が総じて増加し

ていることや、介護保険法の改正をはじめとして健康福祉に関するや市民の健康ニーズや高

齢者・障害のある人のニーズに対応して取組みが拡充されていることが要因と思われますが、

今後は、厳しい財政状況のもと、より一層の創意工夫が大切となります。 

 

図表 1-2-3 民生費・衛生費・介護保険事業会計の歳出決算の状況    （単位:百万円） 

年
度 

一
般
会
計 

民生費 衛生費 

介
護
保
険
事
業
会
計 

総
額 

一
般
会
計
比
（％
） 

民生費内訳 

総
額 

一
般
会
計
比
（％
） 

う
ち
保
健
衛
生
総
務
費
・

予
防
費 

老
人
福
祉
費 

障
害
者
福
祉
費
・

障
害
者
福
祉 

セ
ン
タ
ー
費 

生
活
保
護
費 

そ
の
他
※ 

平成 24 55,785 21,898 39.3% 4,292 3,656 4,194 9,756 5,290 9.5% 2,037 9,410 

平成 25 59,838 22,337 37.3% 4,242 3,877 4,069 10,149 5,446 9.1% 2,053 9,682 

平成 26 61,780 23,731 38.4% 4,287 4,153 4,036 11,256 6,761 10.9% 2,099 10,028 

平成 27 65,592 24,439 37.3% 4,210 4,469 4,063 11,696 9,076 13.8% 2,110 10,438 

平成 28 68,518 25,822 37.7% 4,433 4,744 3,883 12,762 10,033 14.6% 2,167 10,538 

H24 と
H28 の
増減 

22.8% 17.9% － 3.3% 29.8% -0.7% 30.8% 89.7% －  6.4% 12.0% 

平成 29 
(予算) 

63,548 28,381 44.7% 4,611 5,092 4,041 14,638 5,918 9.3% 2,270 10,997 
 

※その他の費目には、主に児童福祉関連費、国民年金費、国民健康保険事業費が含まれます。 

※平成 29 年度は、予算上の数字です。 
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第２項 今後の歳入・歳出の予測 

本市の歳入は、市税収入が全体の約６割を占め、そのうち約４割が個人市民税であり、こ

の安定した財源が健全な財政運営を可能としています。しかしながら、今後は、高齢化の進

行や経済状況により、大きな伸びは期待できません。また、財政構造の弾力性を示す指標で

70％～80％が適正と言われている経常収支比率についても、今後は、高齢化の進行、子育

て支援策の需要の高まり等により社会保障関係費をはじめとする経常的な経費や公共施設等

の更新に係る経費が増大していくことなどにより、この水準を維持することが難しくなると

予想されています。 

一方、歳出は、特に扶助費において、人口推計やこれまでの決算額の推移に子育て支援施

策に係る経費などを加算し、今後平均すると平成32（2020）年度には平成29（2017）

年度に比べて約10％増加すると見込まれます。 

このように今後の財政状況は決して楽観できる状況ではありません。サービスの質を高め

る努力をしながら、持続的に多様な福祉ニーズにも対応するためには、新たな財源や負担の

あり方の検討を含め、これまで以上に歳入の確保に努めることはもちろん、事務事業の見直

しやコストの削減を強力に推進し、経常的な経費をいかに抑制していくかが重要となります。 

図表 1-2-4 財政計画（平成29（2017）年度～平成32（2020）年度）（第五期長期計画・調整計画より） 

歳入                                 （単位：億円） 

 平成 29（2017）

年度計画額 

平成 30（2018）

年度計画額 

平成 31（2019）

年度計画額 

平成 32（2020）

年度計画額 

市税 392 383 385 386 

国庫支出金 82 83 84 90 

都支出金 61 61 61 64 

繰入金 16 15 15 27 

市債 12 10 12 23 

その他 74 76 76 76 

計 637 628 633 666 

歳出                                 （単位：億円） 

 平成 29（2017）

年度計画額 

平成 30（2018）

年度計画額 

平成 31（2019）

年度計画額 

平成 32（2020）

年度計画額 

人件費 92 93 95 96 

扶助費 143 150 154 157 

公債費 19 19 17 18 

物件費 149 150 151 152 

補助費等 70 70 71 71 

繰出金 62 65 68 71 

投資的経費 95 74 70 94 

その他 7 7 7 7 

計 637 628 633 666 
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第３節 前計画期間中の取組み状況（健康福祉総合計画 2012・12～13 頁） 

前計画期間中の平成 24（2012）年度から平成29（2017）年度までにおいては、以下

の施策を重点的に取り組んできました。 

 

第１項 高齢者の増加への対応 

１ 在宅生活支援のネットワークづくりの推進 

○地域連携協議会(仮称）による課題解決に向けた仕組みの構築及びネットワークの強化 

（地域支援課） 

前計画に位置付けられた「地域連携協議会（仮称）」については、平成24（2012）年度

に「地域リハビリテーション推進協議会」を設置し、保健・医療・福祉・教育など様々な分

野のサービスや地域福祉活動の連携調整等を行いました。また、同年度、実務者同士の分野

別会議として、「在宅支援連絡会」を設置しました。 

平成27（2015）年度には、「健康福祉総合計画推進会議」と「地域リハビリテーション

推進協議会」を統合し、健康福祉総合計画の進捗管理と、様々な分野のサービスや地域福祉

活動の連携調整等を行う「健康福祉総合計画・地域リハビリテーション推進会議」を設置し

ました。「在宅支援連絡会」は、平成27（2015）年４月開始の「在宅介護・医療連携推進

事業」の協議会にリニューアルしました。 

 

○地域包括支援センター及び在宅介護支援センターの機能の強化（高齢者支援課） 

平成28（2016）年度、在宅介護支援センターに保健師・主任ケアマネジャー・社会福祉

士の３職種を配置し、エリア担当の地域包括支援センターとして機能を強化しました。市役

所の基幹型地域包括支援センターには、市全域（第１層）の生活支援コーディネーターを配

置し、日常生活圏域レベル（第２層）の生活支援コーディネーターを在宅介護・地域包括支

援センター６か所全てに配置しました。 

図表1-2-5 在宅介護・地域包括支援センターの設置場所と相談件数等 
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平成28（2016）年度 延相談件数 相談実人数 実態把握 認定調査件数 ケアプラン作成 

全センター合計 18,378件 12,963人 7,341人 2,698件 984件 

 

○地域包括ケア推進協議会の設置（高齢者支援課） 

平成27（2015）年度、既存の「地域包括支援センター運営協議会」を「地域包括ケア推

進協議会」に発展させ、市全域(第１層）の協議体に位置付け、同協議体から政策提言を行う

仕組みを設けました。 

 

２ 認知症高齢者施策の推進 

図表 1-2-6 認知症高齢者数の推移 

基準日 
平成 27（2015）年

7 月 1日 

平成 28（2016）年

7 月 1日 

平成 29（2017）年

7 月 1日 

Ⅱ以上（注）の高齢者数 3,505 人 3,717 人 3,932 人 

（注）基準日現在、要介護・要支援の認定を受けている 65 歳以上の者のうち、認定調査時の認知症高齢者の

日常生活自立度がⅡ以上の高齢者数（住所地特例者及び施設入所者含む） 

 

○「認知症コーディネーター」の配置及び「認知症初期集中支援チーム」の設置 （高齢者支援課） 

平成26（2014）年度から、各在宅介護・地域包括支援センターに認知症コーディネータ

ー（認知症地域支援推進員）を配置し、平成28（2016）年度から、各同センターに「認知

症初期集中支援チーム」を設置しました。 

 

○もの忘れ相談シートの活用 （高齢者支援課） 

「三鷹武蔵野認知症連携を考える会」において、武蔵野市・三鷹市の地域包括支援センタ

ー、専門医療機関、医師会が共同で「もの忘れ相談シート」を作成し活用しています。 

 

○認知症相談事業の充実 （高齢者支援課） 

市役所と各在宅介護・地域包括支援センターにおいて、専門相談員による面談相談を月３

回実施しました。認知症に不安を抱いている方や家族介護者の不安や悩み等を傾聴し、必要

に応じて介護保険サービスや在宅介護サービス等の利用につなげるなどの支援を行いました。 
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○認知症支援の独自サービス利用促進 （高齢者支援課） 

平成28（2016）年度、認知症の理解を深める内容や市の施策、相談先等を合わせて掲載

した冊子「みんなで知ろう認知症（認知症ケアパス）」を発行しました。 

図表1-2-7 認知症高齢者ケア体系図

 

図表1-2-8 認知症相談件数（各年度末現在） 

  平成26（2014）

年度 

平成27（2015）

年度 

平成28（2016）

年度 

1 基幹型及び在宅介護・地域包括 

支援センター相談件数（延数） 
3,198 件 3,131 件 3,515 件 

2 専門相談員による認知症相談件数

（延数）※予約制 
87 件 73 件 87 件 

3 武蔵野市医師会の医師による 

認知症休日相談件数（延数） 
25 件 23 件 38 件 

 

３ 権利擁護事業・成年後見制度の利用促進と現状を踏まえた事業の見直し 

○権利擁護事業・成年後見制度の利用促進 （地域支援課・高齢者支援課） 

本市の成年後見推進機関である公益財団法人武蔵野市福祉公社により、金銭管理、財産保

全等の権利擁護事業を実施するとともに、法人として成年後見人を受任し、認知症高齢者な
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ど判断能力が十分でない方の権利を擁護し、安心して自立した地域生活が送れるよう支援し

ています。また、老いじたく講座等を実施し、定期的に民生児童委員協議会や老人クラブ連

合会等に事業内容の説明と相談窓口の周知を行っています。 

市では、平成28（2016）年度、成年後見人等への報酬の支払いが難しい方を対象に、成

年後見人等報酬支払費用助成を開始しました。 

図表1-2-9 福祉公社による地域福祉権利擁護利用者数及び後見制度受任者数 

 
平成24

（2012）年度 

平成25

（2013）年度 

平成26

（2014）年度 

平成27

（2015）年度 

平成28

（2016）年度 

地域福祉権利擁護利用者 2人 2人 2人 10人 44人 

後見制度受任 51人 66人 68人 74人 113人 

 

○市民後見人（※）の育成 （地域支援課） 

平成26（2014）年度、東京都実施の社会貢献型後見人養成事業が終了し、平成27（2015）

年度から、三鷹市、小金井市、小平市、東村山市、東久留米市、西東京市の各市と合同して、

「７市社協・福祉公社（推進機関）合同後見人候補者養成講習事業」を実施しています。 

※市民後見人とは、弁護士、司法書士、社会福祉士等の専門職資格はないが、成年後見分野で社会貢献する意志

を持つ一般の市民です。金融、メーカー、官界等多様な分野で経験を蓄積した市民が成年後見制度の知識、後

見事務の素養を学び、後見実務につくことを想定しています。 

図表1-2-10 市民後見人の養成講習会受講者数及び登録者数 

 
平成26

（2014）年度 

平成27

（2015）年度 

平成28

（2016）年度 

養成研修受講者数 １人 ３人 ２人 

登録者数（年度内） １人 ２人 １人 

 

○虐待防止の推進 （高齢者支援課・障害者福祉課） 

平成24（2012）年10月より、基幹相談支援センターに障害者虐待防止センター機能を

位置づけ、24時間365日通報対応としました。 

平成25（2013）年度より、高齢者及び障害者に対する虐待の早期発見並びに適切な援助

を行うため、「武蔵野市高齢者及び障害者虐待防止連絡会議」を設置し、介護事業者等を対

象とした虐待対応研修を実施しました。警察署、保健所、地域活動支援センター、自立支援

協議会、福祉公社権利擁護センター、在宅介護・地域包括支援センター、庁内各課が参加し

ました。 

市子ども家庭支援センターでは、児童相談所、警察署、三師会及び健康福祉部各課など関

係機関が参加する「武蔵野市子育て支援ネットワーク会議」を毎年開催し、虐待の現状とそ

の対応について理解共有を図っているほか、児童相談所、警察署と連携し児童虐待防止の周

知啓発を行っています。 
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４ 予防を重視した健康施策の推進 

○予防を重視した健康診査の推進 （健康課） 

40歳から74歳までの武蔵野市国民健康保険加入者を対象とする特定健康診査、75歳以上の

後期高齢者医療保険加入者を対象とする後期高齢者健康診査及び特定保健指導を実施しました。

また、30歳から39歳までの市民の方に若年層健康診査、40歳以上の市民の方に眼科健康診査、

歯科健康診査、肝炎ウイルス検診を実施しました。20歳から70歳までの５歳間隔の市民（女性

のみ）を対象に、骨粗しょう症予防教室を実施しました。平成27（2015）年度より、40歳か

ら75歳までの５歳間隔の市民の方を対象に、胃がんハイリスク検査を開始しました。 

図表1-2-11 各種健康診査受診者数 

 平成24

（2012）年度 

平成25

（2013）年度 

平成26

（2014）年度 

平成27

（2015）年度 

平成28

（2016）年度 

特定健康診査受診者数 12,336人 12,182人 12,240人 12,040人 11,811人 

後期高齢者健康診査受診者数 8,720人 8,764人 8,787人 8,887人 8,989人 

特定保健指導(動機づけ支援)実施者数 211人 103人 135人 120人 168人 

特定保健指導(積極的支援)実施者数 47人 23人 32人 26人 35人 

眼科健康診査受診者数 18,896人 18,802人 18,672人 18,725人 18,205人 

歯科健康診査受診者数 5,402人 5,436人 5,449人 5,614人 5,819人 

若年層胸部検診受診者数 3人 4人 4人 12人 23人 

肝炎ウイルス検診受診者数 
個別 1,530人 1,497人 1,392人 1,429人 1,387人 

集団 48人 21人 64人 37人 23人 

若年層健康診査受診者数 370人 356人 372人 407人 401人 

胃がんハイリスク検査受診

者数 

個別 － － － 1,845人 2,046人 

集団 － － － 65人 96人 

骨粗しょう症予防教室参加者数 398人 488人 436人 394人 380人 

 

○市民の生活習慣に関する意識啓発 （健康課） 

特定健診結果票と併せてリーフレットを配付し、特定健診の受診結果の内容を正確に理解

してもらえるよう努めています。 

市の健診等の内容を周知するために、年に１回「むさしの健康だより」を市内全戸に配布

しているほか、市報、ホームページで情報提供を行っています。 

 

○がん検診の充実 （健康課） 

各種がん検診（胃がん、肺がん、大腸がん、乳がん、子宮がん）の受診率向上を目指し、

未受診者に対する個別勧奨を実施しています。 

また、土曜日検診（年６回）を導入したほか、乳がん検診においては、１か所だった実施

医療機関を４か所に拡大しました。 
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図表1-2-12 各がん検診受診者数 

 平成24

（2012）年度 

平成25

（2013）年度 

平成26

（2014）年度 

平成27

（2013）年度 

平成28

（2014）年度 

胃がん検診受診者数 771人 627人 671人 563人 600人 

肺がん検診受診者数 423人 265人 308人 235人 287人 

大腸がん検診受診者数 21,683人 21,390人 21,388人 21,464人 20,864人 

乳がん検診受診者数 2,284人 2,232人 1,666人 2,068人 2,179人 

子宮がん検診受診者数 5,949人 7,666人 5,798人 7,638人 6,252人 

 

○介護予防事業 （高齢者支援課・健康課） 

心身の衰えや社会参加の機会の減少等によってフレイル（虚弱）になることを防ぐために、

様々な介護予防事業を実施しています。 

浴場開放は、市内在住 60歳以上の高齢者を対象とし、健康増進・親睦・交流を深めるた

めに公衆浴場やコミュニティセンター等を開放しています。浴場開放では、指導員による健

康体操（不老体操）・ゲームなどを行った後に入浴を行っています。高齢者食事学事業は、料

理講習会等を通じて、高齢期の正しい食習慣の啓発・普及活動を実施しています。 

生きがいと健康づくり推進事業は、健康プロモーターが、コミュニティセンターでの地域

健康クラブのプログラムを企画、指導を実施し、参加者の体力に合わせた健康づくりのため

のアドバイスを行っているほか、ときめきムーブメント・体操教室等を武蔵野市福祉公社へ

委託しています。 

図表 1-2-13 介護予防事業と健康づくり事業 

目的 名称 内容 担当 

平成 26

（2014）年度 

平成 27

（2015）年度 

平成 28

（2016）年度 

参加実人数 参加実人数 参加実人数 

運
動
機
能
向
上 

健康積立預筋体操教室 足腰の筋力アップ（市内スポーツ施設で） 
健康づくり支援セ

ンター 
175 187 177 

にこにこ運動教室 筋肉の筋力アップ（市内スポーツ施設で） 
健康づくり支援セ
ンター 

137 139 159 

健康やわら体操 
柔道場の畳の上で柔道の動きを取り入れた簡
単な体操を行う 

健康課 91 63 71 

不老体操 浴場等での健康体操・ゲームの実施 高齢者支援課 305 333 347 

健康づくり応援教室（ころ

ばぬコース） 

自宅でできる運動実技の紹介、転倒予防のた

めの簡単な運動 

健康づくり支援セ

ンター 
105 105 105 

健康体操教室 
健康維持・増進のために、有酸素運動、筋力ト

レーニングなど（自由来所制・週 4 コース） 

健康づくり支援セ

ンター 

4,335 
（延数） 

5,256 
（延数） 

6,309 
（延数） 

健康体操 ストレッチ体操 
高齢者総合セン
ター 

90 83 121 

ときめきムーブメント 
ストレッチと筋力トレーニング転倒予防体操、自
立した生活が送れるような身体づくりを行う。 

高齢者総合セン
ター 

109 107 200 

体操教室”気楽に動こう” 
イスに座ったストレッチ、タオル体操、ゲーム体
操 

高齢者総合セン
ター 

64 64 109 

地域健康クラブ 生きがいづくりと健康づくりの運動 
高齢者総合セン
ター 

1,114 1,153 1,205 

レッツトレーニング 
ストレッチ、筋力トレーニング、ソフトエアロビク

ス 

高齢者総合セン

ター 
81 84 120 

パワーアップ体操 
ストレッチ、筋力トレーニング、有酸素運動（室

内ウォーキング） 

高齢者総合セン
ター 

77 77 103 
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目的 名称 内容 担当 

平成 26

（2014）年度 

平成 27

（2015）年度 

平成 28

（2016）年度 

参加実人数 参加実人数 参加実人数 

栄
養
改
善 

栄養改善教室 現在の食生活を見直し、必要な知識を楽しく習

得しながら食生活の改善を目指す 
健康課 33 20 29 

おいしく元気アップ！教室 

高齢者食事学事業 料理講習会を通して食習慣を学ぶ 高齢者支援課 
768 
（延数） 

798 
（延数） 

791 
（延数） 

口
腔
機
能
向
上 

歯つらつ健康教室 
口腔の機能についての講義、歯みがき指導、口

腔リハビリ体操など 
健康課 33 33 51 

歯科健康相談 口腔状態のチェックとアドバイス 健康課 12 13 10 

認
知
症
予
防 

脳の健康教室 計算と音読等による脳の活性化 高齢者支援課 23 9 8 

そ
の
他 

健康講座 
生活習慣病予防や疾患の正しい理解のための

講習会・運動実技等 
健康課 55 23 59 

心と体の健康講座 
健康維持に必要な知識を心と体の両面から考

える講座 

高齢者総合セン
ター 

37 28 16 

   合計 7,644 8,575 9,990 

 

第２項 孤立問題等様々な生活課題への対応と地域福祉活動の継続 

１ 市民が主体となる地域福祉活動の推進 

○様々な「場」（活動、機会など）づくりの支援 （高齢者支援課） 

地域での見守りや社会とのつながりが必要な高齢者等の生活を総合的に支援するテンミリオンハ

ウス事業では、平成29（2017）年２月に８か所目の「ふらっと・きたまち」が開設されました。 

平成28（2016）年７月から、介護予防に資する活動を行う住民等の団体に対して補助を行

う「いきいきサロン事業」を実施し、翌年４月までに17か所のサロンが活動を開始しました。 

図表1-2-14 いきいきサロンについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

28年度新規事業→平成29年度LEVEL UP 2025 年へ向けた“まちぐるみの支え合い
の仕組みづくり”を実現するために・・・ 

地域住民団体や NPO 法人・民間事業者
等による、地域での介護予防や健康寿命
の延伸を目的とした、定期的に継続して実

施する「通いの場」づくりに対し、開設及び
運営に係る費用を援助。 

近所(Ｋ)・支え合い(Ｓ)・健康づくり(Ｋ) 

いきいきサロン  
28年７月事業開始。 
現在、市内に 17カ所。 

 
◆団体等の活動内容◆ 

○概ね 65 歳以上の高齢者 
（登録制。無断欠席時には 
安否確認を行う。） 

○週１回以上２時間程度 
○５名以上集まる場所 
○介護予防・認知症予防の 
プログラム（脳トレや軽体
操等）を実施 

～ 補助内容 ～ 
◎運営事業費（消耗品費・講師謝礼等のプログラムに必要な経費）年間上限 20万円 
 ※多世代交流加算（乳幼児や青少年と交流するプログラムを実施した場合に年間上限5万円加算） 
 ※共生社会推進加算（65歳未満の障害者等と交流プログラムを実施した場合に年間上限5万円加算） 

◎開設準備事業費（備品の購入等、開設時に必要とされる経費 10万円上限） 
◎活動拠点整備事業費（建物等の修繕等、拠点整備に必要とされる経費の1/2補助 30万円上限） 
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○障害者団体やボランティア団体等の活動支援の充実 （障害者福祉課） 

各種ボランティア育成講習会を市民社会福祉協議会に委託して実施しました。団体の活動

を広報紙で紹介、団体が企画・実施する活動のチラシ等を広報紙に挟み込んで配布する等の

広報に関する支援を実施したほか、団体と協働でボランティア講座を企画・実施しています。 

 

○シニア支え合いポイント制度の開始 （地域支援課） 

平成28（2016）年10月から、９つの施設・団体の協力により試行開始しました。同年

度は説明会兼研修会を11回開催し、177人がシニア支え合いサポーターとして登録・活動さ

れています。また、平成29（2017）年３月、学識経験者、地域福祉関係者、協力施設、シ

ニア支え合いサポーター等で構成される「シニア支え合いポイント制度推進協議会」を開催

し、情報の共有と課題の整理を行いました。 

図表1-2-15 シニア支え合いポイント制度について 

 平成28（2016）年度 

協力施設・団体 あんず苑、吉祥寺ナーシングホーム、ケアコート武蔵野、ハウスグリーンパー

ク、親の家、さくらえん、北町高齢者センター、吉西福祉の会、西久保福祉の会 

延利用者数（人） 1,225人 還元申請人数 86人 

 

２ 地域の人とのつながりづくり 

○孤立予防の推進 （地域支援課・高齢者支援課・障害者福祉課） 

「見守り・孤立防止ネットワーク連絡協議会」では、住宅供給系事業者、ライフラインサ

ービス提供事業者、警察・消防等の関係機関等による情報・意見交換等を行い、連携体制を

強化しています。 

地域社協（福祉の会）では、地域の高齢者などを対象に、子育てサロン活動やご近所での

集まり、一人暮らし高齢者の交流会などを実施しています。また、平成28（2016）年度か

ら武蔵野市民社会福祉協議会で開始した居場所づくり支援事業により、より小さい単位での

居場所づくりが進み、地域に身近に集える場所が増え、孤立防止にもつなげています。 

図表 1-2-16 見守り・孤立防止ネットワーク連絡協議会参加団体数 

   
平成 24 

（2012）年度 

平成 25 

（2013）年度 

平成 26 

（2014）年度 

平成 27 

（2015）年度 

平成 28 

(2016)年度 

参加団体数 13 14 17 23 27 

内、協定締結団体数 1 6 9 15 19 
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図表 1-2-17 見守り・孤立防止ネットワークを通じた安否確認対応及び報告件数 

(生活福祉課・高齢者支援課・障害者福祉課) 

 

○多種多様な健康づくり活動との連携強化 （健康課） 

「健康づくり推進員」、「健康づくり人材バンク」、「健康づくりはつらつメンバー」の健康づく

りの三本柱により、市民の主体的な健康づくりを専門的かつ地域との連携により支援しています。

市民に向けて健康づくりの啓発や健康づくり活動の紹介等を目的に、健康づくり広報誌や健康づ

くり活動情報誌による情報発信を広く行っています。また、健康づくり情報発信協力パートナー

の協力による情報発信及び健康づくりの意識啓発に取り組んでいます。 

 

○健康づくり活動における仲間づくりの推進 （健康課） 

健康づくりはつらつメンバーのための健康づくりイベントのほか、身近な地域で継続して健康

づくりに取り組めるよう、コミュニティ協議会等との共催事業や自主グループ立ち上げ支援、地

域のグループを対象に健康づくり人材バンクによる運動・栄養・保健等の健康づくり出前講座等

を実施しました。また、健康づくり活動情報誌による市内の健康づくり活動団体に関する情報提

供を行いました。 

自主活動グループ支援や共催事業を通じて、地域で自主的に活動する団体が５団体立ち上がり、

現在も活動を継続しています。また、健康づくりの仲間づくりがコミセン等身近な地域で広がり

ました。 

 

３ 災害時要援護者対策事業の推進 

○安否確認及び避難支援体制づくりの推進 （地域支援課・高齢者支援課・障害者福祉課） 

平成25（2013）年の災害対策基本法改正に伴い、各自治体には災害発生時に自ら避難するこ

とが困難で、円滑かつ迅速な避難の確保を図るため、特に支援が必要な方を対象とした避難行動

要支援者名簿の作成が求められたことから、本市においても地域防災計画に基づき、同名簿を作

成して、市及び各避難所において保管し、名簿登載者に対して個別に通知を発送しました。 

地域での個人情報保護と災害弱者救済を両立させるガイドラインとして、災害時要援護者対策

事業の支援者標準マニュアルを改訂し、事業に関わる民生委員、地域社協（福祉の会）、支援者

への周知を行いました。 
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避難所運営組織、シルバー人材センター、市民安全パトロール隊及び防災推進委員に対し、避

難支援体制についての説明及びコーディネーター指定の依頼を実施しました。その結果、安否確

認コーディネーター及び避難支援コーディネーターの指定が完了しました。 

また、平成27（2015）年度及び平成28（2016）年度の総合防災訓練において、避難行動

要支援者対策訓練を実施しました。 

図表1-2-18 災害時要援護者等の登録者及び事業概要について 

 平成27（2015）

年度 

平成28（2016）

年度 

未同意の避難行動要支援者 2,092人 2,168人 

災害時要援護者 743人 694人 

合計 2,835人 2,862人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

災害時要援護者対策事業・避難行動要支援者 

市民 

要配慮者 

 

 

 

 

 
未同意の避難行動要支援者 

（同意なし） 

災害時 

要援護者 

（同意あり） 

高齢者、障害者（児）、外国人、妊産婦、乳

幼児、その他災害時に一定の配慮を要すると

考えられる市民 

下記「災害時要援護者」と「未同意の避難行動要

支援者」に該当する避難行動要支援者全体 

災害時要援護者 

右記「避難行動要支援者の範囲」に該当する

者のうち、避難支援等関係者への情報提供に

同意している者 

⇒平常時から関係者へ情報提供 

未同意の避難行動要支援者 

右記「避難行動要支援者の範囲」に該当する

者のうち、避難支援等関係者への情報提供に

同意していない者 

⇒災害発生時等に関係者へ情報提供 

【避難行動要支援者の範囲】 

①高齢者のうち、要介護３～

５に認定されている在宅の方 

②障害者（児）のうち、身体

障害者手帳１・２級の第１種

を所持している方（ただし、

心臓・じん臓機能障害のみの

方を除く。） 

③愛の手帳１・２度を所持し

ている方 

④精神障害者保健福祉手帳

１・２級を所持しており、か

つ、単身世帯の方。 

⑤市の生活支援を受けている

難病の方 

⑥災害時要援護者に登録され

ている方 ◆災害時要援護者対策事業 （平成 19年度より実施） 

・地域住民による支え合い活動として地域社協（福祉の会）が実施主体。 

・災害時要援護者登録数： 694人（平成 29年 2月 17日現在） 

支援者：発災時（震度５弱以上の地震）、要援護者の安否確認をする地域住民の方。要援護者１名に対し、あらか

じめ決めた２名以上の支援者、またはグループで支援することを基本としている。 

避難行動要支援者 ● 
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誰もが いきいきと 安心して 

住み続けられる 支え合いのまち 

第３章 第３期健康福祉総合計画の基本的な考え方 

第１節 第３期健康福祉総合計画の基本理念と総合目標 

第１項 基本理念 

第３期健康福祉総合計画では、第五期長期計画の重点施策として掲げられた「地域リハビ

リテーション」を基本理念として、他分野の計画と連携しながら健康福祉分野の施策を総合

的に推進します。 

【基本理念】「地域リハビリテーション」 

すべての市民が、その年齢や状態に関わらず、住み慣れた地域

で、本人の意思に基づいて安心して生活が続けられるよう、保

健・医療・福祉・教育など、地域生活に関わるあらゆる組織、人

が連携した継続的、体系的な支援 

 

第２項 総合目標 

少子高齢化の進展や社会経済状況の変化等により増加する、介護と子育て、介護と障害、

といった複合的な課題への対応が必要です。また、医療と介護の両方を必要とする高齢者等

の増加や出生数の増加、妊娠・出産・育児環境の変化に伴う要支援妊産婦の増加などへの対

応も課題となっています。 

こうした課題を解決するためには、医療・介護・福祉のさらなる連携を進めるとともに、

健康福祉施策を総合的、横断的、相互補完的に推進する必要があります。 

年齢や状態にかかわらず、自らの選択が可能となるような環境の整備や、複合的な課題に対応

する包括的な相談・支援体制の充実・ネットワーク整備、介護・看護人材の確保・育成などに取

り組みます。 

また、国は「制度・分野や、支え手・受け手といった関係を超えて、地域住民や多様な主

体がつながることで、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創っていく社会」

である「地域共生社会」を目標に掲げています。この「地域共生社会」は武蔵野市が進めて

きた「地域リハビリテーション」の理念に基づく施策の目的と趣旨が同一であると言えます。 

本総合計画では、各個別計画で掲げられている【基本目標】（第 3項・次頁参照）をもと

に、武蔵野市の福祉施策を総合的・横断的に推進するため、「誰もが いきいきと 安心して 

住み続けられる 支え合いのまち」を【総合目標】として掲げます。 

 【総合目標】 
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第３項 各個別計画の目標等 

第５期地域福祉計画 

【基本目標】 ひとりひとりが つながる 支え合いのまち 

【基本施策】 １ 市民の主体的な地域福祉活動の促進 

２ 安心・安全な暮らしを支える自助・共助・公助の連携 

３ 生活困窮者への支援 

４ 誰もがいきいきと輝けるステージづくりの促進 

５ サービスの担い手の確保 

高齢者福祉計画・第７期介護保険事業計画 

○武蔵野市における地域包括ケアシステム 

【基本目標】 誰もが住み慣れた地域で生活を継続できる 

＜2025 年に向けて武蔵野市が目指す高齢者の姿とまちづくり＞ 

 

 

 

 

 

 

 

【基本方針】 まちぐるみの支え合いの仕組みづくり 

障害者計画・第５期障害福祉計画 

【基本目標】  障害のあるすべての人が 住み慣れた地域社会の中で 

生涯を通じて安心して 自分らしい生活を送るために 

【基本的視点】 

１ 障害のあるすべての人が自らの選択に基づく生活スタイルを確保し、地域で安心して暮らし続

けることができるよう相談支援体制を充実させます。 

２ ライフステージに応じた地域生活の選択が可能となるよう環境の整備を進めます。 

３ 障害福祉サービスのさらなる充実のため、必要に応じて既存の施策を再編し、持続可能なサー

ビス提供体制を構築します。 

４ 広く市民の中で障害が正しく理解され、差別や権利侵害のないまちづくりを推進していきます。 

第４期健康推進計画 

【基本目標】  誰もが“いきいき”と暮らしつづけられる“まち”武蔵野 

【基本施策】  １ 市民の生命と健康を守る環境づくりと連携の強化 

        ２ 予防を重視した健康診査等の推進 

        ３ 市民の主体的な健康づくりと生活習慣改善の支援 

        ４ 妊娠期から就学までの切れ目のない支援の推進 

食育推進計画 
【基本目標】  食を通じて“いきいき”と暮らす“まち”武蔵野 

【基本施策】  １ ライフステージの特性に応じた食育の推進 

２ 地域と連携した食育の推進 

３ 市民が地域の中で継続して食育を実践するための情報発信と環境づくり 

 

武蔵野市では

いつまでもいきいきと健康に

ひとり暮らしでも

認知症になっても

中・重度の
要介護状態になっても

誰もが
住み慣れた地域で
生活を継続できる
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高齢者福祉計画・ 
第７期介護保険事業計画 

 

【基本目標】 

誰もが住み慣れた地域で 

生活を継続できる 

障害者計画・ 
第５期障害福祉計画 

【基本目標】 

障害のあるすべての人が 

住み慣れた地域社会の中で 

生涯を通じて安心して 

自分らしい生活を送るために 

 

第４期健康推進計画 

【基本目標】 誰もが“いきいき”と

暮らしつづけられる“まち”武蔵野 

食育推進計画 

【基本目標】 食を通じて“いき

いき”と暮らす“まち”武蔵野 

 

 

 

第５期地域福祉計画 

 

【基本目標】 

ひとりひとりが つながる 

支え合いのまち 

誰もが いきいきと 安心して 

１ まちぐるみの支え合いを実現するための取組み 

２ 生命と健康を守る地域医療充実への取組みと連携の強化 

３ 安心して暮らしつづけるための相談・支援体制の充実 

４ 人材の確保と育成に向けた取組み 

５ 新しい介護・福祉サービスの整備 
家族 

乳幼児 

生活困窮者 

障害児 

障害者 

第３期健康福祉総合計画 

第３期健康福祉総合計画の総合目標 

高齢者  

 
要介護 

住み続けられる 支え合いのまち 

重点的取組み 

 

総合目標 妊産婦 

市民 
貧困・格差 

図表 3-1-1 第３期健康福祉総合計画の総合目標のイメージ 

- 2
8

 - 
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第２節 第３期健康福祉総合計画の重点的取組み 

第１項 ５つの重点的取組み 

 

 本計画では、今回策定する４つの個別計画の各施策から、横断・共通する取組みを抽出し、

以下の５点を重点的取組みとしました。 

 

  

＜基本施策＞ 

  

人材の確保と育成に向けた取組み ４ 

安心して暮らしつづけるための相談・支援体制の充実 ３ 

生命と健康を守る地域医療充実への取組みと連携の 

強化 ２ 

まちぐるみの支え合いを実現するための取組み １ 

新しい介護・福祉サービスの整備 ５ 
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第２項 施策体系 

第五期長期計画・ 
調整計画の基本 

施策 

第３期健康福祉総合計画 
重点的取組み 

横断・共通する施策 
各個別計画 

（※） 

支え合いの気持
ちをつむぐ 

重点的取組み１ 
まちぐるみの支え合いを
実現するための取組み 

「健康長寿のまち武蔵野」の推進 
【高齢】 
【健康】 

地域福祉活動の推進や障害者団体やボ
ランティア団体などの活動支援の充実 

【地域】 
【高齢】 
【障害】 

「食」に関するセルフマネジメントと
ライフステージに応じた支援 

【高齢】 
【食育】 

誰もがいつまでも
健康な生活を送
るための健康づく
りの推進 

シニア支え合いポイント制度の拡充 
【地域】 
【高齢】 

心のバリアフリー事業の推進 
【地域】 
【高齢】 
【障害】 

摂食嚥下支援体制の充実 
【高齢】 
【障害】 

誰もが地域で安
心して暮らしつづ
けられる仕組み
づくりの推進 

重点的取組み２ 
生命と健康を守る地域医
療充実への取組みと連携
の強化 

市民の生命と健康を守る病院機能の維
持・充実 

【健康】 

在宅医療と介護連携の強化 
【健康】 
【高齢】 

在宅医療を支える後方支援病床の検討 
【高齢】 
【健康】 

保健・医療・介護・福祉関係者の連携によ
る課題解決に向けた取組みの推進 

【障害】 
【健康】 

重点的取組み３ 
安心して暮らしつづけるた
めの相談・支援体制の充
実 

相談支援体制の充実とネットワークの強
化 

【地域】 
【高齢】 
【障害】 

権利擁護事業・成年後見制度の利用 
促進 

【地域】 
【高齢】 
【障害】 

虐待防止の推進 
【地域】 
【高齢】 
【障害】 

見守り・孤立防止の推進 
【地域】 
【高齢】 
【障害】 

自殺対策の推進 
【障害】 
【健康】 

災害時における避難支援体制づくり等の
推進 

【地域】 
【高齢】 
【障害】 

誰もが地域でいき
いきと輝けるステ
ージづくり 

重点的取組み４ 
人材の確保と育成に向け
た取組み 

福祉人材の確保及び育成 
【地域】 
【高齢】 
【障害】 

地域包括ケア推進人材育成センター 
（仮称）の設置 

【地域】 
【高齢】 
【障害】 

住み慣れた地域
での生活を継続
するための基盤
整備 

重点的取組み５ 
新しい介護・福祉サービス
の整備 

複合的なニーズに対応する新しい施設の
検討 

【高齢】 
【障害】 

桜堤地域における福祉サービス再編の検
討 

【高齢】 
【障害】 

※【地域】第５期地域福祉計画、【高齢】高齢者福祉計画・第７期介護保険事業計画、【障害】障害者

計画・第５期障害福祉計画、【健康】第４期健康推進計画、【食育】食育推進計画  



- 31 - 

 

第３項 重点的取組み 

 

 

 

 

１ 「健康長寿のまち武蔵野」の推進と地域福祉活動等への支援の充実 

■誰もが生涯を通じて住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができるよう、自覚を持

ち、主体的に活動することが重要です。年齢に応じて生じる様々な健康問題や介護ニーズ

等に対して、市民一人ひとりが予防的な視点を持ち、自ら行動していくことが求められて

います。 

■たとえ要介護状態になっても、障害があっても、その人らしく暮らしつづけることができ

るよう、その状態に応じた自立支援、介護予防、重症化・重度化防止が重要であり、それ

が可能となるようなサービス提供や環境整備の拡充が重要です。 

■いつまでも健康であり続けるためには、日々の食生活が重要です。ライフステージに応じ

た効果的なアプローチを行い、「食」に関するセルフマネジメント（自己管理力）を推進し、

健康寿命の延伸を目指します。 

■団塊の世代が後期高齢者となる平成37（2025）年に向け、地域包括ケアシステム（まち

ぐるみの支え合いの仕組みづくり）については、更なる推進を続けていく必要があります。 

■介護保険制度開始以来、武蔵野市では、福祉団体や地域住民が主体となり「テンミリオン

ハウス事業」を展開してきました。また、公共交通機関の利用が困難な高齢者や障害者の

外出を支援する移送サービス「レモンキャブ事業」では、商店主を中心とした地域のボラ

ンティアが運転を行うなど、地域における共助・互助の仕組みを構築してきました。今後

もこれらの取組みを推進していきます。 

■各地域の在宅介護・地域包括支援センター配置済の生活支援コーディネーターが、「いきい

きサロン」の立ち上げ等、地域住民の自主的な活動の支援を行っていきます。 

 

図表 1-3-1 テンミリオンハウス事業・いきいきサロン事業利用者数推移 

【表 1】武蔵野市テンミリオンハウス事業 利用者数の推移 

 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

テンミリオンハウス年間延べ利用者数 35,062 人 36,270 人 38,553 人 

 

  

まちぐるみの支え合いを実現するための取組み １ 
重点的取組み 
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【表 2】武蔵野市いきいきサロン事業 平成 28（2016）年度実施状況 

 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 合計 

実施回数 24 23 27 29 40 42 41 46 51 323 

市内人数 475 415 522 571 581 624 597 683 781 5,249 

市外人数 6 13 1 15 18 16 16 19 21 125 

スタッフ 119 111 107 116 134 166 164 159 165 1,241 

その他 29 41 50 78 54 93 58 84 89 576 

多世代交流（回数） 3 4 1 3 2 3 2 1 2 21 

多世代交流（人数） 6 10 3 32 11 57 16 76 11 222 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

「いきいきサロン」での多世代交流や共生社会に向けた取組み 

 いきいきサロンは、概ね 65 歳以上の高齢者が５名以上集まる

通いの場です。週１回以上、２時間程度の介護予防や認知症予防

のプログラムを行う団体に、運営費、活動拠点整備費、開設準備

費の補助を行っています。 

 多世代交流プログラムと共生社会推進プログラムを行った場合

には、１日あたり 2,000 円の運営費加算があります。 

◆多世代交流プログラム 

 高齢者と乳幼児又は若者との交流を図る取組みを行う場合に計上する加算です。 

【具体的な取組み】 

 御殿山二丁目の「御殿山サロン」では、亜細亜大学と連携をし、学生が利用者に演劇を見せ

るプログラムを行いました。他にも井之頭小学校の児童が、高齢者に移動教室の体験を話した

り、一緒に歌を歌ったりと世代を超えた交流をしています。 

◆共生社会推進プログラム 

 高齢者と 65 歳未満の障害者手帳を所持する方又はこれに準ずる方との交流を図る取組み

を行う場合に計上する加算です。 

【具体的な取組み】 

 境一丁目の「マルセサロン」では、障害者の就労支援施設と連携し、就労支援施設の利用者

が一緒にプログラムに参加します。季節の折紙を一緒に折ったり、早口言葉を楽しんだり、誰

でも参加できる環境を作っています。就労支援施設の利用者は、時にはスタッフのお手伝いも

します。 
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◆主な施策の取組み 

主な施策 内 容 

「健康長寿のまち武

蔵野」の推進 

・心身機能（心身の働き）、生活機能（日常生活の動作や家事動作）、

社会的機能（社会参加）の低下によるフレイル（虚弱）の状態を防

ぐため、引き続き介護予防の普及啓発を行います。【高齢】 

・介護予防事業関連部署、団体による「介護予防事業連絡調整会議」

にて連携しながら各種講座を開催するなど、介護予防に取り組むた

めのきっかけづくり等を進めます。【高齢】 

・自主的な介護予防の活動の充実、展開を図るため、地域のリハビリ

専門職等の参画を得ながら高齢者の通いの場に体操等の講師を派遣

します。【高齢】 

・健康診査の結果を活用し、生活習慣病等の該当者や予備軍と思われ

る方に対して、市の健康づくりや介護予防事業等に関する案内をす

るなど、積極的な情報提供をしていきます。【高齢】 

・高齢化等、社会環境の変化に対応しながら、健康寿命の延伸に向

けて生活習慣病予防、介護予防等、市民の主体的な健康づくりを

支援するさまざまな事業を展開します。【健康】 

・民間企業、ＮＰＯ法人、市内大学との連携、健康情報発信協力パ

ートナーの効果的な活用等、地域資源を有効に活用しながら、地

域社会全体で支え合う環境づくりを進めていきます。【健康】 

地域福祉活動の推進

や障害者団体やボラ

ンティア団体などの

活動支援の充実 

・改正社会福祉法の規定に応じた地域福祉団体への活動支援について検討

するほか、市民主体の地域福祉活動を推進していきます。【地域】 

・各団体の自立性を尊重しながら、地域の課題解決にとって有効な組織や

連携のありかたをコーディネートしていきます。【地域】 

・地域ボランティアの養成と新たなボランティアニーズに対応するため、

市民社協と連携しながら、各団体における自主的な活動の支援を行いま

す。【地域】 

・介護保険の枠組みを超えて、市民ニーズに柔軟に対応してきた共助

の仕組みであるテンミリオンハウス事業をさらに推進していくた

め、今後も空白地域に地域の特性を活かしたテンミリオンハウスを

展開していきます。【高齢】 

・「近所、支え合い、健康づくり」により介護予防及び健康寿命の延伸

を図る 「いきいきサロン」について、各丁目への設置を最終的な目

標として拡充していきます。【高齢】 

・地域で長く活動してくれるボランティアを養成するとともに、新
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主な施策 内 容 

たなボランティアのニーズにも対応できるよう、市民社会福祉協

議会や各関係団体などと連携を図りながら、各団体の自主的な活

動が行えるような支援を引き続き行います。【障害】 

「食」に関するセルフ

マネジメントとライ

フステージに応じた

支援 

・市内の協力栄養士による料理講習会等の「高齢者食事学事業」や「お

いしく元気アップ教室」等の講座や配食・会食サービスを通じて、

高齢者の栄養の改善と虚弱予防、重度化防止を図ります。【高齢】 

・ライフステージの特性に応じた効果的なアプローチを行い、食育

を計画的・総合的に取り組む体制の強化を行います。【食育】 

 

２ 支え合いにおける担い手の拡大と心のバリアフリー事業の推進 

■「介護予防・日常生活支援総合事業」において、介護資格を持たない市民が市独自の研修

を受講することで家事援助を提供できるようにする「武蔵野市認定ヘルパー制度」を創設

し、地域住民の仕事を通した社会参加を積極的に進めています。 

■「シニア支え合いポイント制度」は、現在は 65 歳以上の方の介護予防を目的としていま

すが、担い手のすそ野を拡大するため、対象となる施設や地域でのボランティア活動を増

やすとともに、年齢の拡大についても検討していく必要があります。 

図表 1-3-2 シニア支え合いポイント 平成 29（2017）年９月末の状況 

 平成29（2017）年９月末 

協力施設・団体 あんず苑、吉祥寺ナーシングホーム、ケアコート武蔵野、ハウスグリーンパーク、 

親の家、さくらえん、武蔵野館※、高齢者総合センター※、北町高齢者センター、 

吉西福祉の会、西久保福祉の会、境南地域社協※、テンミリオンハウス月見路※ 

（※は今年度増えた協力施設・団体） 

延利用者数（人） 1,787人  登録者数（人） 208人  

図表 1-3-3 人材の掘り起こしと育成のイメージ 
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■誰もが地域を支える担い手としての役割を持つという意識を持ち、それを実現するための

仕組みづくりが引き続き重要となっていますが、それを可能とするためには、市民理解の

促進が求められています。具体的には、認知症のある方や障害のある方に対する理解を促

進するための事業や、障害者差別解消への取組みを拡充していくことが重要です。 

■認知症のある方でも障害のある方でも暮らしやすいまちにするため、認知症や障害に関す

ることを含め、支援の必要な対象者を理解することにより、心のバリアフリーを推進しま

す。 

 

◆主な施策の取組み 

主な施策 内 容 

シニア支え合いポイ

ント制度の拡充 

・自発的・主体的な地域福祉活動への住民参加を推進する「シニア支

え合いポイント制度」の対象施設の拡大、利用年齢層の見直しの検

討及び啓発やマッチングを進めることで制度の拡充を推進します。

【地域】 

・シニア支え合いサポーターの育成及び協力施設・団体の拡充を引き

続き進めることで、市民共助の取組みをさらに推進し、介護福祉人

材のすそ野の拡大も図ります。【高齢】 

心のバリアフリー事

業の推進 

・認知症の理解促進及び認知症の方とその家族が暮らしやすいまち

づくりのため、市民向け、事業者向けの「認知症サポーター養成

講座」等の実施により、認知症理解の促進、地域の認知症高齢者

見守り意識の醸成を図ります。 

・認知症の理解促進及び認知症の方とその家族が暮らしやすいまち

づくりのため、冊子「みんなで知ろう認知症」（認知症ケアパス）

を講座や研修において活用します。【高齢・地域】 

・様々な障害を理解し、偏見や差別などをなくすために、障害のある人

と地域の人々が交流を図れるような地域での各種イベントを推進しま

す。【障害】 

・障害のある人が地域で生活するために必要な支援に関する基礎知識を

地域の人々がともに学べるよう促進していきます。また、障害に対す

る関心と理解が深まるような啓発事業を実施します。【障害】 
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３ 摂食嚥下支援体制の充実 

■高齢者、障害児（者）の生活の質の向上や低栄養の予防等を図るため、施設・在宅等で

支援に関わる職員に対して、摂食嚥下を含む口腔ケアに関する情報提供や研修等を引き

続き実施します。 

■家族介護者を含め、市民に対しても、摂食嚥下に関する普及啓発を行います。 

 

◆主な施策の取組み 

主な施策 内 容 

摂食嚥下支援体制の

充実 

・高齢者の生活の質の向上や低栄養の予防等を図るため、特別養護

老人ホームで実施している摂食嚥下支援の取組みを、在宅高齢者

への支援に拡大していきます。【高齢】 

・家族介護者等市民への摂食嚥下支援の必要性に関する普及啓発を

行います。【高齢】 

・高齢者、障害児（者）の支援に関わる在宅医療・介護職員に対し

て、摂食嚥下を含む口腔ケアに関する情報提供や研修等を引き続

き実施するとともに、高齢者だけでなく障害特性にも対応できる

ような情報共有のための連携ツールについても検討します。【高

齢・障害】 
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１ 市民の生命と健康を守る病院機能の維持・充実 

■高齢化の進展により疾病構造が変化し、「病院完結型」から地域全体で治し、支える「地域

完結型」の医療への転換が求められています。 

具体的には、「医療から介護へ」「病院・施設から地域・在宅へ」の観点から、医療と介護

の連携と地域包括ケアシステム（まちぐるみの支え合いの仕組みづくり）によるネットワ

ークの構築が必要です。 

■本市では、武蔵野市医師会等と協力し、医療機関の機能に応じた、病院間の連携（病・病

連携）や、病院と診療所の連携（病・診連携）、専門の診療科等による診療所間の連携（診・

診連携）を推進してきました。また、初期、二次、三次救急医療体制の整備等を行うなど、

市内における地域包括ケアを医療から支える仕組みとして、市内の医療機関の役割分担と

連携を進めてきました。 

■医療機関の機能分化が推進される中で、市民が医療を受けるにあたっては、身近に相談の

できる「かかりつけ」の医師、歯科医師、薬剤師を持つことが重要となっています。 

■今後も医療機関の機能に応じた受診方法や、かかりつけ医師・歯科医師・薬剤師の機能に

ついて普及啓発していく必要があります。 

■市内の病院の現状として、吉祥寺地区の病院の病床廃止や廃院により、最近３年間で 134

床の病床が減少したほか、残る病院も老朽化に伴う建替え等の問題があり、病院機能の確

保、特に吉祥寺地区の病床数の確保は喫緊の課題となっています。 

図表 1-3-4 吉祥寺地区の病院の病床数一覧 

 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生命と健康を守る地域医療充実への取組みと連携の強化 ２ 

重点的取組み 

一般病床数 

51 

127 

46 

療養病床数 

27 

- 

- 

計 

78 

127 

46 

病院名 

森本病院 

吉祥寺南病院 

吉祥寺あさひ病院 

【現状と課題】  吉祥寺地区の病院の病床数一覧 

・平成 26(2014)年 10 月以降の約２年半の間に、吉祥寺地区の病床数は、松井外科病院 91 床、水口病

院 43 床の合計 134 床もの病床が減少し病院機能が低下した。 

・残る病院のうち、森本病院と吉祥寺南病院は、救急病院や休日診療の二次医療機関であるが、両病

院とも老朽化と耐震性に課題がある。仮に、両病院が、救急病院機能と入院機能を休止もしくは停

止した場合、吉祥寺地区の市民は、2.6 ㎞～4.5 ㎞離れた二次・三次救急病院を利用せざるを得なく

なるため、森本病院と吉祥寺南病院の救急病院機能と入院機能の維持は喫緊の課題となっている。 

 



- 38 - 

 

■三次救急を担う武蔵野赤十字病院では、更なる高機能な医療体制、市民の急病や緊急性の高い方

の救急搬送の受入れ、病棟の療養環境改善、大規模災害時の対応医療施設としての役割を果たす

べく、平成32（2020）年夏を目途に、新病棟の建て替え計画が進行しています。 

■医療については、都道府県の医療計画によって定められ、特に病院の病床数については、

都道府県医療計画によって調整されています。武蔵野市を管轄する北多摩南部保健医療圏

は、平成29（2017）年10月１日時点では病床数の過剰な地域となっているため、吉祥

寺地区の病床数の確保にあたっては、東京都や関係機関との協議が不可欠です。 

■このような状況から、病院機能の維持・充実と高齢化の進展による在宅医療のニーズに対

応するため、平成29（2017）年に武蔵野市地域医療構想（ビジョン）2017を策定し、

今後の方向性について定めました。 

■地域包括ケアの推進のため、関係機関と連携しながら、市内の病院、病床機能の維持、充

実に努めます。 

◆主な施策の取組み 

主な施策 内 容 

市民の生命と健康を

守る病院機能の維

持・充実 

・東京都が平成 29（2017）年度に策定中の保健医療計画の内容を受け、

本市で必要な病床数や病床機能の確保に向けて、市がどのように関与し

ていくのか庁内で検討し、医師会等関係機関と協議しながら、必要に応

じて都に発信していきます。【健康】 

・今後特に需要が高まる回復期機能を有する病床（回復期リハビリテーシ

ョン病床）や、急性期からの受入れ、在宅・生活復帰支援、緊急時の受

入れ等を役割とする病床（地域包括ケア病床）の充実を図るべく、関係

機関が市内医療機関の役割分担について協議し、限られた病床を有効に

活用することを検討します。また、各病院間の連携を強化し、市民が安

心できる入院医療を提供する体制確保について検討します。【健康】 

・救急医療体制や休日診療体制については、医師会・薬剤師会や各医療機

関等の協力を得ながら、引き続き、初期救急、二次救急、三次救急医療

機関の確保や機能分担について協議し、円滑な連携に努めます。【健康】 

・吉祥寺地区における、森本病院と吉祥寺南病院の救急病院機能と入院機

能の維持は喫緊の課題であり、東京都や関係機関等と調整を図り、市と

しても引き続き全庁的な取り組みを進めるとともに、その状況等につい

て市民に情報提供していきます。【健康】 

・市内の医療連携体制を推進するためにも、高度急性期病院や災害拠点病

院としての機能を有する武蔵野赤十字病院に対して今後も必要な支援

を行います。【健康】 
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２ 在宅療養生活を支える医療・介護・福祉関係者の連携の強化 

■医療と介護の連携においては、医療機関と介護サービス事業者等との協力のもと、「武蔵野

市介護情報提供書」や「脳卒中地域連携パス」「もの忘れ相談シート」等の仕組みづくりと

その活用により、従来から関係者の連携が積極的に行われてきました。 

■平成27（2015）年度に介護保険法に位置づけられた「在宅医療・介護連携推進事業」につい

ても、既存事業の活用等により、円滑な導入と実施ができ、連携が推進されています。 

■今後は、高齢・介護分野の「在宅医療・介護連携推進事業」による課題解決の取組みを、

医療との連携が不可欠な障害児・者や精神障害者への支援体制の構築も視野に入れ、保健・

医療・福祉関係者との連携を強化します。 

図表 1-3-5 在宅介護・医療連携推進事業の取組み方針 
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◆主な施策の取組み 

主な施策 内 容 

在宅医療と介護連携

の強化 

・在宅医療・介護連携推進協議会において、多職種が連携して市民の在宅

医療をささえる仕組みづくりを進めます。【健康】 

・介護保険の利用者が入院する際のケアプランの病院側への提供や、退院

時カンファレンスの円滑な実施等、入退院時の支援体制を構築します。

【高齢】 

・「脳卒中地域連携パス」や「もの忘れ相談シート」「武蔵野市介護情報提

供書」等の既存の情報共有と連携の仕組みを活用し、多職種による支援

体制の強化を図ります。【高齢】 

・武蔵野市医師会が導入しているＩＣＴの活用を促進することにより、効率

的かつ効果的な情報共有を行い、支援者の業務負担の軽減と連携により、市

民の在宅療養生活の質の向上につなげます。【高齢】 

・市民の在宅医療と介護に関する相談に対応するため、「武蔵野市在宅医療

介護連携支援室」の相談体制や、業務内容について検討します。【高齢】 

在宅医療を支える後

方支援病床の検討 

・在宅で医療と介護を受けながら生活している市民の病状の急変時等、一

時的に入院医療が必要になった場合に受け入れられる医療機関の整備

や活用ルールについて、関係機関と協議します。【高齢・健康】 

保健・医療・介護・福

祉関係者の連携によ

る課題解決に向けた

取組みの推進 

・在宅医療・介護連携推進協議会と協働し、入院中の精神障害者の地域移

行促進や増加する高齢障害者、医療ニーズの高い障害者や特に医療との連携

が不可欠な精神障害者に対して、保健・医療・福祉の各部門の関係者ととも

に地域の課題解決にあたります。【障害】 

・関係機関と密に連携を取り、多様な障害特性に対応できる地域医療体制

の構築を進めます。【障害】 

・災害時における在宅療養者対策や慢性期医療対策として、巡回医療体制

や人工呼吸器使用者、透析患者等、医療依存度の高い在宅療養者への支

援体制の整備について検討します。【健康】 
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１ 相談支援体制の充実とネットワークの強化 

■少子高齢化や核家族化の進展、社会・経済状況の変化等に伴い、介護・福祉ニーズは多様

化、複雑化しています。子育てと介護を同時に行うダブルケア、障害のある子と認知症の

親が同居している家族への支援、大人の発達障害、対象が拡大した難病、生活困窮者への

支援など、制度ごとのサービス提供では対応の難しい場合も増えています。 

■複合的な課題を有する場合や、分野横断的な課題に対応するためには、関係機関も含めた

相談体制の構築が重要であり、さらに強化する必要があります。 

■具体的には、各制度の窓口となる職員の対応力を向上させるとともに、保健・医療・介護・

福祉分野の多職種連携を推進するために、分野横断的な研修や対応時の仕組みづくり等に

より、相談機関のネットワーク（図表1-3-7・次頁参照）を強化します。 

■そのため、相談機関のネットワークの強化に向けて、「健康福祉総合計画・地域リハビリテ

ーション推進会議」の下部組織として、「実務担当者調整会議」（図表 1-3-8・次頁参照）

を設置し、連携の強化や定期的な連絡等を充実させます。 

 

 

図表 1-3-6 生活困窮に関する総合相談実績       （単位：件） 

 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

生活困窮相談    258 322 

生活保護相談 689 550 542 628 632 

合計 689 550 542 886 954 

相談実件数 689 550 542 793 825 

※「生活困窮相談」と「生活保護相談」を同時に行った場合は、それぞれに計上している。 

  

安心して暮らしつづけるための相談・支援体制の充実 ３ 
重点的取組み 
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図表 1-3-7 相談支援ネットワークの連携強化のイメージ 

 

 

図表 1-3-8 健康福祉総合計画・地域リハビリテーション推進会議実務担当者調整会議のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

健康福祉総合計画・地域リハビリテーション推進会議 

 庁内連携委員会 …庁内他計画との調整 

実務担当者調整会議 
…分野横断的な課題の検討及び事例検討を 

中心に相談のネットワーク化を検討する。 

地区別ケース検討会 
エリア別地域会議 

個別地域ケア会議 

地域包括ケア推進会議 
地域自立支援協議会 
在宅医療・介護連携推進協議会 
全市地域ケア会議 
見守り・孤立防止ネットワーク連絡協議会 

生活困窮者自立支援庁内連絡会議 
高齢者及び障害者虐待防止連絡会議 
障害者差別解消支援地域協議会 
子ども支援連携会議 
子育て支援ネットワーク会議 

個別レベル 

日常生活圏域レベル 

全市的レベル 

…代表者からなる計画の進捗

管理等を行う。 
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◆主な施策の取組み 

主な施策 内 容 

相談支援体制の充実

とネットワークの強

化 

・第３期健康福祉総合計画の基本理念となる地域リハビリテーション

の推進のため、保健・医療・福祉・教育などの他機関・多職種の職

員と連携を図ることで課題解決のネットワークの強化を図ります。

【地域】 

・高齢者、障害者、子どもなどに関わる様々な相談機関や地域の団体

が、生活困窮者を早期に発見し支援につなげられるよう、「生活困窮

者自立支援庁内連絡会議」など、庁内・庁外の関係団体との連携を

強化します。【地域】 

・認知症状への対応に戸惑う家族を支えるため、認知症専門相談員や医師

による面談相談を実施し、精神的な支援と早期対応を図ります。【高齢】 

・武蔵野赤十字病院、武蔵野市医師会、在宅介護・地域包括支援セン

ターによる認知症初期集中支援チームを市内６カ所の在宅介護・地

域包括支援センターに設置し、認知症状の自覚がない等医療につな

がりにくい認知症が疑われる方に対する早期対応に取り組みます。

【高齢】 

・在宅医療・介護連携推進協議会に認知症連携部会を設置し、医療・介

護・福祉関係者が連携して認知症の方と家族介護者を支える体制強化

に取り組みます。【高齢】 

・基幹相談支援センター、地域活動支援センター、指定特定相談支援

事業所、指定一般相談支援事業所の役割を整理し、連携体制を強化し

ます。【障害】 

・多様な相談機関によるネットワークの強化とともに、利用者にわか

りやすい相談窓口のあり方について検討し、市民への浸透を図りま

す。【障害】 
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２ 権利擁護事業・成年後見制度の利用促進 

■今後、高齢者人口増加に伴い増加が予想される認知症の方、知的障害や精神障害のある方

など、判断能力が不十分な方の権利擁護と成年後見制度の利用を促進し、本人と家族の安

心につなげます。 

■成年後見制度については、武蔵野市福祉公社が成年後見制度推進機関となって、相談と制

度利用等の対応を行っています。親族等による任意後見の困難な方が増加することが見込

まれることから、武蔵野市福祉公社では市民後見人の養成・活用も進めていきます。身上

監護や財産管理が市民後見人では困難な場合は専門職による支援や法定後見人の利用を進

めるなどの対応をして、役割を明確化していきます。 

図表 認知症高齢者数の推移（P17 に掲載） 

図表 1-3-9 愛の手帳保持者の推移 

平成 24（2012）

年度 

平成 25（2013）

年度 

平成 26（2014）

年度 

平成 27（2015）

年度 

平成 28（2016）

年度 

969 1,003 1,025 1,060 1,092 

図表 1-3-10 精神障害者保健福祉手帳取得者の推移 

平成 24（2012）

年度 

平成 25（2013）

年度 

平成 26（2014）

年度 

平成 27（2015）

年度 

平成 28（2016）

年度 

 787 873 947 1,033 1,150 

図表 1-3-11 成年後見人等（保佐人・補助人）になる割合の推移 

 
平成12（2000）

年度 

平成23（2011）

年度 

平成27（2015）

年度 

親族後見人 90.9% 55.6% 29.9% 

第三者後見人 9.1% 44.4% 70.1% 

（出典：最高裁判所事務総局家庭局「成年後見関係事件の概要」に基づき作成） 

 

■国は、成年後見制度の利用の促進に関する法律に基づき、成年後見制度利用促進基本計画を

策定していますが、市町村においても計画を策定するよう努めることとされているため、成

年後見制度推進機関や関係者の意見を聞きながら、本市における計画の策定を検討します。 

＜参考＞ 成年後見制度の利用の促進に関する法律（平成 28（2016）年 4月 15 日公布）【抜粋】 

 

 

 

 

 

 

第二三条 市町村は、成年後見制度利用促進基本計画を勘案して、当該市町村の区域における成年後見制度の利用の

促進に関する施策についての基本的な計画を定めるよう努めるとともに、成年後見等実施機関の設立等に係る支援

その他の必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

２ 市町村は、当該市町村の区域における成年後見制度の利用の促進に関して、基本的な事項を調査審議させる等の

ため、当該市町村の条例で定めるところにより、審議会その他の合議制の機関を置くよう努めるものとする。 
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◆主な施策の取組み 

主な施策 内 容 

権利擁護事業・成年後

見制度の利用促進 

・（公財）武蔵野市福祉公社及び（社福）東京都社会福祉協議会が実施

する権利擁護事業を活用し、高齢者の生活と財産の保護を図ります。

【地域・高齢】 

・武蔵野市福祉公社やＮＰＯ法人むさしの成年後見サポートセンター

こだまネットなどと情報の共有、連携を図りながら、保護者などな

き後も地域で安心して暮らせるよう、当事者やその家族などに向け

た制度の普及啓発、後見業務を遂行できる人材の育成支援などを推

進します。【地域・障害】 

・経済的な理由により、成年後見制度の利用につながらない障害のあ

る人に対する支援を行います。【障害】 

・成年後見制度については、国の「成年後見制度利用促進基本計画」

を勘案し、利用者がメリットを感じられる制度・運用の改善など、

各施策の段階的、計画的な推進に取り組みます。【障害】 

・（公財）武蔵野市福祉公社など関係機関と連携し、「成年後見制度利

用促進基本計画」策定に向けた検討を行っていきます。【地域】 

 

３ 虐待防止・孤立防止・自殺対策の推進 

■市民の誰もが、住み慣れた地域で安心して暮らし続けるためには、障害児・者や要介護高

齢者の家族介護者への支援も重要です。介護離職が社会問題となる中で、家族介護者の介

護負担の軽減や生活の質の維持、向上を視野に入れた事業の展開が重要です。家族介護者

の相談や支援を拡充します。 

■高齢者及び障害者に対する、虐待の早期発見と適切な援助が行えるよう、介護事業者等を

対象とした虐待対応研修を充実するほか、警察、保健所、在宅介護・地域包括支援センタ

ー等各関係機関の連携をさらに深め、また市民にも虐待通報について周知していくことが

必要です。 

■認知症の高齢者、障害者等、支援の必要な対象者とその家族介護者への理解を促進するこ

とにより、地域における見守りや孤立防止の取組みにつないでいきます。 

■地域とのつながりが希薄になりがちなひとり暮らし高齢者等の孤立を防ぎ、異変の早期発

見と早期対応を行えるよう、地域の関係機関や事業者等とも引き続き連携していきます。 

■自殺対策基本法の一部改正に伴い、市町村の自殺対策の計画策定が法定化されたため、本

市でも地域の実情を考慮し、関係課と連携しながら自殺対策計画（仮称）を策定します。

また、関係部署と連携した自殺対策を推進します。 
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＜参考＞自殺対策基本法（平成18年法律第85号）平成28年３月30日公布（平成28年法律第11号）改正【抜粋】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 1-3-12 平成28（2016）年度武蔵野市見守り・孤立防止ネットワーク連絡協議会参加団体名簿（市各課を除く） 

  団体・機関等名称 

住
宅
供

給
事
業

者 

1 東京都住宅供給公社 

2 独立行政法人 都市再生機構（北多摩住まいセンター、日本総合住生活） 

3 公益財団法人 東京都宅地建物取引業協会 武蔵野中央支部 

ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
関
係
等 

サ
ー
ビ
ス
提
供
事
業
者 

4 多摩新聞販売同業組合 武蔵野支部 

5 東京ガス株式会社 西部支店 

6 東京電力株式会社 武蔵野支社 

7 武蔵野市シルバー人材センター 

8 武蔵野郵便局 及び 市内郵便局代表（吉祥寺北町郵便局） 

9 水道部 

10 武蔵野市居宅介護支援事業者連絡協議会 

11 弁当宅配業者（宅配クックワン・ツゥ・スリー、ワタミタクショク） 

12 ヤマト運輸株式会社 埼京主管支店、武蔵野中央支店 

13 生活協同組合コープみらい 東久留米センター 

14 生活協同組合パルシステム東京 

15 株式会社セブン－イレブン・ジャパン 

16 株式会社イトーヨーカ堂 

17 武蔵野市商店会連合会 

18 第一生命株式会社 

19 明治安田生命保険相互会社 

20 東都生活協同組合 

21 東京ハイヤー・タクシー協会 武三支部 

関
係
機
関 

22 武蔵野警察署 

23 武蔵野消防署 

24 武蔵野市医師会 

25 武蔵野市民生児童委員協議会 

26 武蔵野市民社会福祉協議会 

27 市内在宅介護・地域包括支援センター長代表 

 

（目的） 

第一条 この法律は、近年、我が国において自殺による死亡者数が高い水準で推移している状況にあり、誰も自殺に

追い込まれることのない社会の実現を目指して、これに対処していくことが重要な課題となっていることに鑑み、

自殺対策に関し、基本理念を定め、及び国、地方公共団体等の責務を明らかにするとともに、自殺対策の基本とな

る事項を定めること等により、自殺対策を総合的に推進して、自殺の防止を図り、あわせて自殺者の親族等の支援

の充実を図り、もって国民が健康で生きがいを持って暮らすことのできる社会の実現に寄与することを目的とする。 

（国及び地方公共団体の責務） 

第三条 国は、前条の基本理念（次項において「基本理念」という。）にのっとり、自殺対策を総合的に策定し、及び

実施する責務を有する。 

２ 地方公共団体は、基本理念にのっとり、自殺対策について、国と協力しつつ、当該地域の状況に応じた施策を策

定し、及び実施する責務を有する。 

３ 国は、地方公共団体に対し、前項の責務が十分に果たされるように必要な助言その他の援助を行うものとする。 
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◆主な施策の取組み 

主な施策 内 容 

虐待防止の推進 

・虐待の早期発見及び適切な援助を行うために、高齢者及び障害者虐

待防止連絡会議の開催、介護サービス事業者及びケアマネジャーに

対する虐待に関する研修の実施等を行います。【高齢】 

・虐待による一時避難が必要な場合に備え、高齢者の安全を確保する

ための緊急一時保護施設を引き続き確保します。【高齢】 

・「障害者虐待通報・緊急相談事業」については、24 時間 365 日対応

が可能であることを広く市民に周知し、早期発見・早期対応を図り

ます。【障害】 

・養護者による虐待は、普及・啓発活動を通じて防止するとともに、

養護者に対する負担の軽減、相談助言など養護者の支援にも努めま

す。【障害】 

見守り・孤立防止の推

進 

・「見守り・孤立防止ネットワーク」参加団体（住宅供給系、サービス

提供事業者）による、それぞれの通常業務の中での異変の発見・速

やかな通報・相談窓口の周知の取組みに加え、ひとり暮らし高齢者

の増加や消費者被害・認知症・生活困窮者等拡大する課題に対応す

るため、参加団体の拡大と連携の強化を図ります。【高齢】 

・世帯状況や障害の程度などに応じた緊急通報設備の設置や障害者探

索サービスなどの利用を促進します。【障害】 

自殺対策の推進 

・自殺対策基本法の一部改正（平成 28 年（2016）年４月１日施行）に

伴い、市町村の自殺対策の計画策定が法定化されました。武蔵野市

としても、地域の実情を考慮しながら自殺対策に関する計画を関係

課と連携しながら策定します。【障害】 

・地域の実情を考慮し、自殺対策に関する計画を関係機関と連携しな

がら策定します。【健康】 
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４ 日常生活圏域 

■現在、日常生活圏域については、本市が目指してきた小地域完結型の相談・サービス提供

体制を継続・強化していくため、在宅介護・地域包括支援センターを地域包括ケアシステ

ムの拠点と位置付け、6圏域としています。 

図表 1-3-13 在宅介護・地域包括支援センター圏域別 高齢者人口等（平成 29（2017）年 9月 1日現在） 

＊兼務者については 0.5 人とする。 

  

在宅介護・地域 
包括支援センター 

総数 ゆとりえ 吉祥寺本町 
吉祥寺 

ナーシング 
ホーム 

高齢者 
総合センター 

桜堤 
ケアハウス 

武蔵野 
赤十字 

担当地区 － 

吉祥寺東町 

吉祥寺南町 

御殿山１丁目 

御殿山２丁目 

吉祥寺本町 
吉祥寺北町 

中町・西久保 

緑町・八幡町 

関前・境 

桜堤 
境南町 

職員配置数* 36.5 7.0 4.5 5.0 8.0 7.0 5.0 

人口 145,066 28,629 13,605 16,360 38,223 33,746 14,503 

高齢者人口 31,996 6,822 2,843 3,706 8,504 6,809 3,312 

高齢化率 22.06% 23.83% 20.90% 22.65% 22.25% 20.18% 22.84% 

７５歳以上 

高齢者人口 
16,584 3,588 1,428 1,994 4,366 3,547 1,661 

後期高齢化率 11.43% 12.53% 10.50% 12.19% 11.42% 10.51% 11.45% 

生活保護受給者

数（65 歳以上） 
748 60 44 42 261 246 95 
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５ 災害時における避難支援体制づくり等の推進 

■災害時、一人での避難が難しい要介護者や障害者については、避難行動要支援者名簿及び

災害時要援護者名簿を作成し、安否確認及び避難支援を行うコーディネーターの役割を決

め、災害時でも地域が見守る仕組みを構築しています。今後も、市担当部署、関係機関、

地域社協（福祉の会）等避難支援関係者などと連携をとりながら、引き続き避難支援体制

及び福祉避難所の充実を推進していきます。 

 

◆主な施策の取組み 

主な施策 内 容 

災害時における避難

支援体制づくり等の

推進 

・未同意の避難行動要支援者に対して、災害時要援護者への登録を勧

奨します。【地域】 

・安否確認を行う役割を担う支援者の確保について、関係機関と検討

していきます。【地域】 

・避難支援等関係者を始め、様々な関係機関との連携を通じて、未同

意の避難行動要支援者及び災害時要援護者の安否確認から避難支援

へと円滑に進める体制づくりを推進します。【地域】 

・地域防災計画に基づき、避難行動支援体制を推進します。【高齢】 

・今後も引き続き適切な避難支援、安否確認体制の整備を進めるととも

に、災害時要援護者対策事業への登録を勧奨します。【障害】 
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１ 介護人材の確保及び育成 

■団塊の世代が75歳以上となる 2025年には、介護サービス量の増加に伴い、介護職員を

現在の 1.31 倍増加させる必要があります。介護人材の確保は喫緊の課題とされ、昨年度

実施した介護職員・看護職員実態調査でも「人材確保のための施策の推進」を本市で働き

続けるために、市に求めることとして選んだ人が 58.0％でした。このことから、人材の流

出を防ぎ、新たに確保することが求められています。 

図表 1-3-15 介護職員・看護職員実態調査より 

○武蔵野市で働き続けるために市に求めること 

 

 

 

 

 

 

 

 

○５年後の武蔵野市での仕事継続意向 

 

 

 

 

 

 

○介護・看護職員の雇用形態 

 

 

 

 

  

人材の確保と育成に向けた取組み ４ 
重点的取組み 

58.0%

38.5%

30.3%

18.7%

17.4%

10.4%

6.1%

6.2%

10.9%

0% 20% 40% 60% 80%

人材確保のための施策の推進

教育・研修の拡大・充実

制度改正に関する国への働きかけ

市独自の福祉施策の推進

多職種による情報交換の機会の拡大

相談窓口の充実

事業者連絡会等

その他

無回答

（n=1,292）

44.6%

47.6%

2.4%

1.5%

3.9%

0% 20% 40% 60%

正規職員

契約社員、嘱託、パート、アルバイト

派遣職員

その他（雇用契約外の職員）

無回答

（n=1,292）

42.5%

3.6%

2.2%

45.9%

5.7%

0% 20% 40% 60%

武蔵野市で働き続けたい

武蔵野市外で働きたい

介護・障害分野以外の仕事に変わりたい

先のことは考えていない

無回答

（n=1,292）
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■武蔵野市ホームヘルプセンターを運営する武蔵野市福祉公社では、介護職員初任者研修に

おいて、受講修了後に市内事業者に継続して勤めた方に受講料の一部をキャッシュバック

する制度を設けています。このような、武蔵野市で資格取得後、就業しやすい制度をさら

に検討することも必要です。 

■「武蔵野市認定ヘルパー」制度によって、ホームヘルパー等の資格を有しない人でも仕事

として高齢者ケアに携わることができるようになりました。希望によっては更にステップ

アップできるよう、トータルな介護人材確保の体制の整備を推進していきます。 

 

図表 1-3-16 武蔵野市認定ヘルパー制度について 
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２ 障害・保健分野、社会福祉法人における人材の確保・育成 

■人材の確保と育成は、障害者福祉など他分野でも大きな課題です。障害特性に応じた支援

や看護等を行うためには、様々な研修が必要となります。「ケアプラン指導研修」のような

体系的な研修を、高齢・介護分野だけでなく、障害分野・保健分野の看護・介護職等、さ

まざまな支援者に広げていくことが求められており、地域自立支援協議会の相談支援部会

と連携した研修会等の開催を検討していきます。 

■社会福祉法人は、平成29（2017）年４月の改正社会福祉法により、社会福祉事業のほか

公益事業及び地域貢献活動等を行うことで、地域との繋がり・関わりを深めることが求め

られました。福祉に関わる仕事とは、単なる「仕事」ではなく、社会貢献や地域貢献につ

ながる「仕事のやりがい」を強調するなど、地域で長く勤めていただけるよう市も間接的

に支援します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

社会福祉法人武蔵野の取組み 

桜堤ケアハウスといきいきサロンの連携について 

 (社福)武蔵野が運営する桜堤ケアハウスでは、近隣の「サンヴァリエ桜堤」において開催されるコミュニティ

食堂に協力しています。毎週１回開催される「よりあい食堂『かよう』」に、デイサービスセンターの食堂で昼

食を調理して提供するほか、在宅介護・地域包括支援センターの職員による相談など、昼食を食べながらの住

民同士のつながりをサポートしています。平成 28（2016）年には、市の「いきいきサロン事業」として、食

事のほか体操も行うなど、団地住民による積極的な運営をおこなっています。社会福祉法人が後方支援する形

は、施設内での仕事が多い法人職員にとっても地域と積極的に関われる良い機会となっています。 

あったかまつり 

「むさしのあったかまつり」は、市内在住・在勤の障害のある方々が主役になって楽しむとともに、市民の

方々の参加と交流により、障害に関する理解を深める機会となることを目的に開催されます。社会福祉法人や

公益法人、福祉関係事業所、学校、ボランティアなど 30を超える市内福祉関係者が実行委員会を作って開催し

ており、平成 29（2017）年度の第 17 回のむさしのあったかまつり（10 月 21 日開催）では、(社福)武蔵

野の武蔵野障害者総合センターで、例年の作品展示やステージ発表のほか（公財）武蔵野生涯学習振興事業団

が中心に、2020 年の東京パラリンピックでも行われる「ボッチャ」という競技を障害者や市民が実行委員と

一緒に楽しみました。 
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３ 研修の体系化、医療ニーズへの対応 

■現在、市のほか関係機関や民間の介護事業者等それぞれで実施している研修の人材育成の

仕組みを活かし、今後は一体的に取り組むべき医療と介護の連携や、高齢・介護分野と障

害分野の連携強化等を視野に入れた研修の体系化を行います。 

■医療的ケアが必要な乳幼児、障害児・者等、医療ニーズの高い在宅療養者が増えています。

今後も増えていくと見込まれる医療的ケアに対応できるよう、特定認定行為（痰の吸引等）

が行える介護職員を増やす支援も検討していきます。 

■ケアリンピック武蔵野では、介護と看護の従事者が誇りとやりがいをもって働きつづけら

れるよう、永年勤続表彰や先進的な取組み紹介等を行っています。また、テンミリオンハ

ウスなど地域の支え合い活動を行っている方も参加し、「まちぐるみの支え合い」を推進し

ています。 

■介護保険事業の各種事業者連絡会については、市と事業者、事業者間の情報連携の場とし、

人材の質を確保するため、様々な「研修会」を実施してきましたが、今後も継続して実施

していきます。 

 

図表 1-3-17 武蔵野市介護保険事業者支援・連携図 

 

 

 

  

介護保険
施設

施設長会 通所介護・

通所リハ事
業者連絡会

議

福祉用具
事業者連
絡会議

居宅介護
支援事業
者連絡協
議会

訪問看護・
訪問リハ事
業者連絡
会議

訪問介護
事業者連
絡会議

医師会

歯科医師会

薬剤師会

基幹型地域包括支援センター（市直営）

武蔵野市
（健康福祉部）

在宅医療・介護連携推進協議会

在宅介護・地域包括支援センター６か所
エリア別地域包括支援センター機能

指定居宅介護支援事業者

地区別ケース検討会
（エリア別地域ケア会議。各在支エリアご
とケアマネジャーをグルーピング）

福祉公社

健康づくり事業団

柔道整復師会

武蔵野市ＰＴ・
ＯＴ・ＳＴ協議会
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４ 「地域包括ケア推進人材育成センター（仮称）」の設置 

■専門職と地域の担い手も含めた人材育成と確保に関する事業について、「地域包括ケア推進

人材育成センター（仮称）」を設置して、検討していきます。 

■地域包括人材育成センター（仮称）の業務の設定にあたっては、国、都における人材対策

事業との連携と役割分担が必要です。 

 

図表 1-3-18 地域包括ケア推進人材育成センター（仮称）のイメージ 
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◆主な施策の取組み 

主な施策 内 容 

福祉人材の確保及び

育成 

・ケアマネジャー調査からは初任者を対象とした教育・研修の拡大・

充実を求める声が多くあります。「武蔵野市ケアマネジャーガイドラ

イン」を始め、ケアマネジャー新任研修や全体研修会、地区別ケー

ス検討会、ケアプラン指導研修等のケアマネジャー支援の取組みを

体系的に整理し、ケアマネジャーが経験や目的により必要な研修を

受けることができるよう整備しています。【高齢】 

・また、例えば排泄に課題ある事例について地区別ケース検討会やケ

アプラン指導研修で協議し、改善策やコンチネンスの知識について

全体研修会で取り上げるなどの戦略的な教育・研修を行っていきま

す。【高齢】 

・介護と看護に従事する方々が誇りとやりがいを持って働き続けられ

るよう、先進的な取組事例発表やポスターセッション（パネル展示）、

介護サービス紹介等を行う「ケアリンピック武蔵野」を開催します。

テンミリオンハウスなどの地域の支え合いの活動をしている方々に

も参加し、介護・看護の専門職だけでなく、地域住民参加による「ま

ちぐるみの支え合い」を推進します。【高齢】 

・武蔵野市認定ヘルパーの養成を継続的に行うことでまちぐるみの支

え合いの推進と介護人材の不足への対応を図ります。【高齢】 

・市内事業所を対象として、障害特性に応じた専門的・技術的な研修

を実施することで、支援者の技術の向上を図ります。【障害】 

・市内事業所における先駆的な取組みや共通の課題などを他の事業所

とも共有できる機会の確保について検討します。【障害】 

・介護保険制度改正において創設される共生型サービスの動向を見な

がら、障害福祉サービスへの参入を促進します。【障害】 

・インターンシップの受け入れなどを引き続き実施することにより、

障害福祉の仕事を理解してもらうとともに、市内事業所での就労を

希望する人材の確保を目指します。【障害】 

・立ち上げが予定されている「武蔵野市社会福祉法人連絡会（仮称）」

に対して、各種情報提供及び研修会の支援等を行います。【地域】 

地域包括ケア推進人

材育成センター（仮

称）の設置 

・介護人材・福祉人材の発掘・養成、質の向上、相談受付・情報提供、

事業所支援までを一体的に行う、総合的な人材確保・養成機関とし

て、「地域包括ケア推進人材育成センター（仮称）」を設置します。【地

域】【高齢】 

・「地域包括ケア推進人材育成センター（仮称）」の設置により、人材

養成、育成とともに有効な活用を図ります。また、福祉人材が地域

に定着できるよう、支援に必要な情報の集約・発信、相談機能を充

実するなど、人材の確保・育成に取り組みます。【障害】 
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１ 複合的なニーズに対応する新しい施設の検討 

■平成29（2017）年、市内に大規模な特別養護老人ホームが開所し、特別養護老人ホーム

の入所希望者は一定の解消がされたものと考えられる中、住み慣れた地域で安心して暮ら

し続けるための基盤は、今後も整備していく必要があります。 

■医療ニーズの高い市民が今後さらに増える中で、医療と介護の複合的な課題のある中・重

度の要介護者や障害者の多様なニーズへの細かい対応が必要です。 

■中・重度の要介護者や障害者の医療ニーズに応えるために、例えば訪問看護の機能を備え

た小規模多機能の施設を整備していくことも考えられます。 

◆主な施策の取組み 

主な施策 内 容 

複合的なニーズに対

応する新しい施設の

検討 

・今後さらに高まる医療ニーズに対応していくため、在宅の中・重度

の要介護者を支える方策として医療機能を併設した小規模多機能型

居宅介護の整備を推進します。【高齢】 

・平成 31（2019）年度に吉祥寺北町５丁目に開設する障害者支援（入

所）施設については、夜間緊急対応、体験入所などを付加したうえ

で、同施設を「地域生活支援拠点」として位置づけるほか、地域交

流スペースを設け、住民参加・協力のもと、様々な交流機会を設け

るなど、新しい障害者向けの施設を整備します。【障害】 

 

２ 桜堤地域における福祉サービス再編の検討 

■桜堤にある旧くぬぎ園跡地は、介護老人保健施設の整備を中心としつつ、共同生活援助（グ

ループホーム）を整備することにより、高齢者サービスと障害者サービスを連携して提供

することを進めています。 

■桜堤地域における障害者施設の役割とあり方を検討していきます。 

図表 1-3-19 障害者グループホーム数・利用者数 

 

 

 

 

 

図表 1-3-20 旧くぬぎ園跡地活用施設に係る東京都による提案概要（事業内容等） 

新しい介護・福祉サービスの整備 ５ 
重点的取組み 
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住所：武蔵野市桜堤１丁目９番７号 

施設：介護老人保健施設…定員 100 人（※認知症専門棟あり） 

短期入所療養介護…空床利用 

通所リハビリテーション…定員 60 人 

訪問看護…定員 30 人 

開設：平成 32（2020）年３月（予定） 

図表 1-3-21 旧くぬぎ園跡地活用施設に係る整備予定地・予定図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆主な施策の取組み 

主な施策 内 容 

桜堤地域における福祉

サービス再編の検討 

・介護老人保健施設の整備（くぬぎ園跡地活用事業）や桜堤地域にお

ける障害者施設のあり方の検討について議論が始まっています。福

祉サービスを巡る環境が変化しつつある桜堤地域において、より一

層有機的に機能するよう、桜堤ケアハウスにあるデイサービスセン

ターの転用も含めて、エリアの福祉サービスの再編についても併せ

て検討を行います。【高齢】 

・市としては、東京都と協議を進めて同敷地内に障害者向けのグルー

プホームを整備することで、桜堤地区に新たな住まいの場を確保す

ることを目指します。【障害】 

・この機会をとらえ、同じ桜堤地区に新たな障害者通所施設を整備で

きないか、桜堤ケアハウスにあるデイサービスセンターの転用も含

めて検討を行います。【障害】 

桜堤ケアハウス 

桜野小学校 

現地：桜堤 1-9-7 

（旧くぬぎ園跡地） 

① 市有地

②

③

老健整備予定地

ＧＨ整備予定地
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第３節 各個別計画の主な取組み 

○第５期地域福祉計画（概要版） 
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第４章 健康福祉分野における類型別施設整備について 

 

第１節 武蔵野市公共施設等総合管理計画における健康福祉分野の施設 

整備・維持管理計画 

 

第１項 健康福祉分野の施設整備・維持管理計画の概要 

 

武蔵野市では、昭和 30～40 年代の急激な人口増加や市民のニーズに対応して、早期から計

画的に、高齢者福祉施設を含む公共施設及び都市基盤施設を整備・拡充してきました。 

しかし、その一方で、近年における少子高齢化の進行に伴う生産年齢人口の減少により税収の

増加が望めないことや、社会保障関連費が増加することなど、将来は厳しい財政状況になること

が予測され、すべての施設をこれまでどおり整備・更新することは困難であると予想しています。 

将来も健全な財政を維持しながら、時代のニーズに合った施設に再整備し、魅力あるまちづく

りを目指すために、すべての公共施設等を対象とする計画として平成29（2017） 年２月に「武

蔵野市公共施設等総合管理計画」が策定されました。「武蔵野市公共施設等総合管理計画」は、市

の最上位計画である長期計画を受けて、長期的な財政予測を見据えながら公共施設等を総合的に

マネジメントするための計画です。この計画の基本方針などに基づき、三層構造（全市・駅勢

圏・コミュニティの三層）上の配置のあり方や官民の役割分担の視点からも各健康福祉関連

施設のあり方を検討し、真に必要なサービスを持続的に提供できるように整備を行っていき

ます。 

 

図表 1-4-1 公共施設等総合管理計画の位置付け 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【公共施設等総合管理計画の位置付け】 

*類型別方針Ａ…個別計画の中に施設整備計画を包含するもの。 

*類型別方針Ｂ…個別計画との整合を図りながら類型別施設整備計画に策定するもの。 

公共施設ネットワークと都市基盤の再整備 

 長 期 計 画 

個別計画 

公共施設等総合管理計画 

目的、基本方針、目標 

・
・
・ 

類型別方針Ｂ 類型別施設整備計画Ｂ 個別計画Ｂ 

類型別方針Ａ 類型別施設整備計画Ａ 個別計画Ａ 

・
・
・ 
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【対象となる健康福祉分野の施設】 

■対象となる高齢者福祉施設 

 

 

 

 

■対象となる障害者施設 

 

 

 

■対象となる健康・医療施設 

 

 

 

 

 

  

高齢者総合センター、北町高齢者センター、吉祥寺ナーシングホーム、桜堤ケアハウス、吉祥寺本

町在宅介護・地域包括支援センター、テンミリオンハウス５施設（川路さんち、月見路、関三倶楽部、

そ～らの家、ふらっと・きたまち）、シルバー人材センター 

 

みどりのこども館、障害者福祉センター、なごみの家、桜はうす・今泉 

 

保健センター、武蔵野赤十字病院感染症病棟 
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第２節 施設別の現況と今後の方向性 

 

第１項 高齢者福祉施設 

 

１ 高齢者総合センター 

 

（１）設立にかかわる背景 

昭和41（1966）年に開館した武蔵野福祉会館の建て替えに伴い平成５（1993）年に開設し

ましたが、福祉会館の老人福祉センター機能を充実させて、在宅介護・地域包括支援センター、

補助器具センター、デイサービスセンター及び社会活動センターを併設した多機能施設として出

発しました。 

公設民営の福祉施設として武蔵野市福祉公社が運営を受託し、平成 17（2005）年度には武

蔵野市福祉公社を指定管理者とする指定管理者制度へ移行しました。 

 

（２）現状と課題  

 現在、高齢者総合センターにおいては、専門性の高い公益財団法人武蔵野市福祉公社が指定管理

者として安定的かつ効率的な運営を実施しており、今後も一層充実した高齢者福祉サービスの提

供が期待されています。 

 在宅介護支援センターについては、地域における相談支援機関として在宅介護などに関する相

談に対応するとともに、各種介護サービスの情報提供や総合調整機能を果たしてきましたが、平

成 28（2016）年度より介護保険法に規定される地域包括支援センターとしての機能も併せ持

つこととなりその充実強化が図られました。 

 補助器具センターについては、リハビリ専門職がケアマネジャーなどに対して、疾患や身体状

況等の詳細な評価に基づいた住宅改修のプランニングや福祉用具の選定、介護方法や動作に対す

る総合的なアドバイスを行っていますが、今後は市民も気軽に相談できる身近で親しみやすいセ

ンターとなるよう、その機能の充実化を図る必要があります。 

デイサービスセンターについては、稼働率が91.4％（平成28（2016）年度実績）と非常に

高いことに加え、民間事業者では対応が困難な利用者を積極的に受け入れるなど、公設施設とし

てのセーフティーネット機能を果たしています。 

社会活動センターについては、仲間作りや社会参加を目的として各種の趣味的な講座を実施し

ていますが、受講者数が限定されていることから、増加する高齢者のニーズに応えきれていない

現状にあるため、同じような事業を実施している民間のカルチャーセンターとの役割分担を検討

する必要があります。 

高齢者総合センターは築後 24 年が経過していることから、建物の経年劣化も進んでおり、設

備関係も含めて修繕を要する箇所が増えてきている状況にあります。今後は、利用者の安全性や
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利便性の向上のために、必要な修繕を行いながらセンターの長寿命化を図っていきます。 

 

（３）今後について～対策内容と実施時期～ 

高齢者総合センターは地域における中核的な相談支援機関として市民やケアマネジャーなどの

専門職に対する支援を行っているとともに、高齢者に対する対人援助サービスを直接的に提供し

ています。今後も安定的なセンター運営に向けて、長期的なマネジメントのもとに適切な施設管

理を行いながら事業を実施していく必要があります。 

 

２ 北町高齢者センター 

 

（１）設立にかかわる背景 

 北町高齢者センターは、故山﨑医師ご夫妻の「高齢者が気軽に立ち寄れる場（コミュニティケ

アサロン）を作りたい」との思いから、市が寄贈を受けた土地を活用して、昭和 62（1987）

年10月に全国初の単独デイサービスセンターとして開設しました。また、単身高齢者向けの住

宅である小規模サービスハウス（５室）が併設されています。平成2（1990）年度に武蔵野市

福祉公社へ運営を全面委託し、平成17（2005）年４月には指定管理者制度を導入しました。 

平成 27（2015）年５月に北町高齢者センターに隣接する建物（旧山﨑邸）についても遺贈

を受け、平成29（2017）年10月より旧山﨑邸１階では北町高齢者センターで実施のデイサー

ビスを拡充するとともに、２階では子育てひろば「みずきっこ」を新たに開設しました。 

 

（２）現状と課題 

 現在は福祉公社が指定管理者として、安定的かつ効率的な運営を行っています。開設当初より

地域住民がボランティアとして運営に参画し、利用者とボランティアの世代間交流や市民の視点

に立ったサービス提供など、先駆的な役割を果たしてきました。 

デイサービスについては、稼働率が87.2％（平成 28（2016）年度実績）と高く、福祉公社

の専門性を生かした運営は利用者からの評価も高くなっています。しかし、浴室が機械浴に対応

していないなど施設上の制約もあり、重度の要介護状態の方への対応は難しい現状です。 

小規模サービスハウスについては、自立した高齢者向けの住居という役割を果たしていますが、

入居者が高齢化し要介護状態になった場合にどう対応していくかが今後の課題です。 

施設開設後 30 年経過していることもあり設備に様々な経年劣化が見られるため、改修修繕に

ついては旧山﨑邸部分を含め一体的に計画し実施する必要があります。 

 

（３）今後について～対策内容と実施時期～ 

 平成29（2017）年10月に子育てひろばが新たに設置され、多世代が集い交流できる施設

として期待が高まっており、子どもから高齢者まで地域全体のニーズを把握した事業展開が求め
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られています。関係機関と連携を密にとりながら、複合型・多機能型施設として適切に管理運営

を進め、施設全体の長寿命化を図っていきます。 

 

３ 吉祥寺ナーシングホーム 

 

（１）設立にかかわる背景 

吉祥寺ナーシングホームは、平成６（1994）年12 月に開設しました。土地は東京都所有で、

東京都が開設した養護老人ホーム「東京都吉祥寺老人ホーム」との合築施設です。複合型の福祉施

設であり、特別養護老人ホーム「吉祥寺ナーシングホーム」（定員50名）、短期入所生活介護（シ

ョートステイ）、通所介護・介護予防通所介護（デイサービス）、居宅介護支援事業所と在宅介護・

地域包括支援センターが併設されています。運営は社会福祉法人至誠学舎東京に委託していました

が、平成14（2002）年に東京都が自主運営化の方針を示し、平成16（2004）年から吉祥寺老

人ホーム、平成17（2005）年から吉祥寺ナーシングホームを同法人の設置運営に変更しました。 

 

（２）現状と課題  

合築施設であるため、吉祥寺老人ホームを含めた施設全体の建物区分所有比率は、東京都が約

72％、武蔵野市が約28％となっています。施設全体に関わる大規模修繕工事や保全工事につい

ては、東京都の意向によるところが大きく、引き続き緊密な連携を取っていく必要があります。 

当該施設は築後 23 年が経過したところですが、設備関係を含めて建物の経年劣化が進んでい

る状況にあります。また、施設全体の延床面積が 8,000㎡を超える大規模施設であり、今後の維

持修繕費も高額となることが想定されます。 

 

（３）今後について～対策内容と実施時期～ 

当初より地域開放型の施設として地域の利便性、セーフティネットの役割を担い、地域に根ざ

した施設運営を行っています。今後も東京都、運営団体、武蔵野市の三者が連携し、適切な施設

管理を行い長寿命化を図っていきます。 

 

４ 桜堤ケアハウス 

 

（１）設立にかかわる背景 

平成３（1991）年に、財団法人信陽舎（現・公益財団法人信陽舎）が、法人所有の学生寮の

老朽化に伴い建替えをするにあたり、市に対して合築施設ができないかとの提案があり、市とし

て活用方法を研究した結果、高齢者と学生がひとつ屋根の下で生活し交流するという全国初のユ

ニークな合築施設を建設することとなりました。平成８（1996）年６月に「桜堤ケアハウス」

が開設されました。 
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（２）現状と課題  

桜堤ケアハウスは、軽費老人ホーム（ケアハウス）として、60 歳以上の高齢者の方で、自炊

ができない程度の身体機能の低下等が認められ、又は高齢等のため独立して生活するには不安が

認められる者で、家族による援助を受けることが困難な高齢者の住まいの場としての役割を担っ

ています。 

 また、在宅介護・地域包括支援センターやデイサービスの運営も行っており、地域の福祉にと

って核となる施設となっています。 

当該施設は築後約 20 年が経過しており、様々な改修工事を行ってきていますが、建物の機能

面の劣化も著しく、設備配管関係などにも課題が多くなっています。また、入居者の高齢化が進

んでいるため、施設のバリアフリー化がより一層求められています。 

合築施設のため、共有部分の改修なども含めた整備改修計画の検討及び調整を進めていく必要

があります。 

 

（３）今後について～対策内容と実施時期～ 

市内唯一の軽費老人ホーム（ケアハウス）として、今後も地域の見守りが必要な高齢者を支え

る役割を担うことが期待されます。合築施設であるため公益財団法人信陽舎と連携を図りつつ、

適切な施設管理を行い、安定的な運営を行っていきます。 

 

５ 吉祥寺本町在宅介護・地域包括支援センター 

 

（１）設立にかかわる背景 

平成17（2005）年 10月、高齢者と家族の暮らしを地域で支えていくために、市内６か所目

の在宅介護支援センターとして開設しました。武蔵野市第三期長期計画第二次調整計画並びに平

成12（2000）年及び平成 15（2003）年策定の武蔵野市高齢者保健福祉計画において、当時

５か所から６か所に増設し、市民のより身近な地域で相談援助が受けられるよう計画され、介護

予防やレスパイトケアを重視した在宅介護支援事業を展開すべく整備された施設です。 

運営については、専門性と本施設との医療面の連携や柔軟な経営実績を勘案した上で、NPO法

人日本アビリティーズ協会に委託しています。 

 

（２）現状と課題  

当センターは、在宅介護・地域包括支援センターとして介護保険の認定申請、認知症に関する

相談をはじめ、基幹型地域包括支援センターと連携して、虚弱高齢者から中重度の要介護の方ま

での総合相談窓口の機能を担っています。 

また、武蔵野市高齢者地域生活支援事として、介護保険制度外の緊急ショートステイ事業やデ
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イサービス事業を展開しています。 

当該施設は築後 12 年が経過したところですが、必要な修繕やメンテナンスを計画的に実施し

ていく必要があります。 

 

（３）今後について～対策内容と実施時期～ 

小地域完結型の相談・サービス提供体制のさらなる充実を図るため、地域包括ケアシステムの

拠点の１つとして、今後とも重要な役割を果たしていくことが求められています。適切な施設管

理を行いながら、運営団体及び基幹型地域包括支援センターと連携し、その機能を強化していき

ます。 

 

６ テンミリオンハウス（川路さんち、月見路、関三倶楽部、そ～らの家、ふらっと・きたまち） 

 

（１）設立にかかわる背景 

平成 12（2000）年の介護保険法施行に伴い、要介護認定で非該当になるデイサービス利用者

の受け皿として、未利用・低利用の物件を活用し整備してきました。地域住民やＮＰＯ法人等によ

る運営団体に年間 1,000 万円（テンミリオン）を上限に運営費補助を行い、比較的元気だが地域

での見守りやつながりを必要とする高齢者等に対し、福祉サービスを柔軟に提供する事業です。 

 

（２）現状と課題  

 平成 11（1999）年にテンミリオンハウス第 1 号となる「川路さんち」がオープンし、その

後「月見路」「関三倶楽部」「そ～らの家」「きんもくせい」「花時計」「くるみの木」と展開し平成

29（2017）年に８か所目となる「ふらっと・きたまち」がオープンしました。 

 市所有の建物は、「川路さんち」、「月見路」、「関三倶楽部」、「そ～らの家」、「ふらっと・きたま

ち」の５施設です。 

 「川路さんち」は、耐震補強工事など必要な改修は実施してきたところですが、築 60 年を超

えます。建物の状態は施設ごとに様々ですが、当然のことながら、開設年が古い施設ほど水回り

等の修繕や設備更新が必要になっています。 

 「関三倶楽部」は唯一、ショートステイを主体に運営しており、運営団体の努力により、他の

介護保険施設では受け入れが困難な方や、重度の要介護度の方のショートステイも積極的に受け

入れています。一方、関前や八幡地域はデイサービスを主体に行うテンミリオンハウスの大きな

空白地域となっており、同地域に通常タイプのテンミリオンハウスを設置することを検討してい

くことも必要です。 

 

（３）今後について～対策内容と実施時期～ 

 テンミリオンハウス事業の利用者数は増加傾向にあり、平成27（2015）年度の36,270人
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から平成28（2016）年度は38,553人となっています。このことから、地域の支え合い、健

康づくりの場に対するニーズが高いことや、そのような場の運営を担う人材も地域で活躍してい

ることがうかがえます。 

 利用者の高齢化が進む中、テンミリオンハウスは基本的に自力通所が可能な高齢者を対象にし

ているので、自立度が低くなってきた方については介護保険サービスなど次のサービスにつなげ

ていくよう、他の事業者等との効果的な連携を促していくことも求められます。 

 今後、新規に開設する施設については、市内に偏りが生じないよう設置場所を慎重に検討しま

す。また、民間の中古物件等にこだわることなく、複合施設化などあらゆる開設方法を検討しま

す。最終的な施設数は、地域社協（福祉の会）と同数である 13施設を目指します。 

 施設の老朽化に対しては、可能な限り修繕等で対応しますが、施設の安全・衛生等の確保が困

難になれば、建て替えや他所への移転などを検討します。 

 

７ シルバー人材センター（健康福祉部分館） 

 

（１）設立にかかわる背景 

昭和57（1982）年５月、武蔵野市高齢者事業団として昭和 53（1978）年１月に設立され

たシルバー人材センターが福祉部分館に移転しました。以来、高齢者の能力を生かした活力ある

地域社会づくりに寄与することを目的とし、地域に密着した高齢者就業の拠点として大きな役割

を果たしてきました。 

なお、法人は、平成23（2011）年４月に公益認定を受け、公益社団法人へ移行しています。 

 

（２）現状と課題  

シルバー人材センターは、ますます少子高齢化と生産年齢人口の大幅な減少が進行する中、生

きがいをもって社会参加したいと希望する高齢者の受け皿として、就業機会の確保と事業内容の

充実に努めています。また、会員数の減少及び平均年齢が上昇していることから、若年会員の加

入促進と高齢会員の就業職種拡大に向けた取組みが課題となっています。 

平成 28（2016）年度からはシルバー派遣事業を開始するなどの対応策を実施しているもの

の、今後さらなる取組みが必要となっています。 

なお、市の財政援助団体として、ふれあい訪問収集、武蔵野市認定ヘルパー事業、生活困窮者

学習支援事業、産前・産後支援ヘルパー事業などの本市事業を担うほか、市内一斉清掃、安全パ

トロール、市立小学校への雑巾寄附などの社会貢献活動にも力を入れており、市との協働・協力

関係が構築されています。 

同センターは、高齢者の就労機会の確保及び社会参加促進の拠点としての機能を果たすため、

事務局機能のみならず、家具等のリサイクルセンター、パソコン教室、小中学生向け補習教室、

会員同士の交流や打合せのための会議室、手芸品の製作やその他作業等、一定のスペースと機能
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が求められます。 

当該施設は築後 35 年が経過しており、様々な改修工事を行ってきていますが、建物全体のバ

リアフリー化がなされていないなど高齢者対象の施設としては課題が多くあります。また、中央

コミュニティセンターや市民文化会館の駐輪場と隣接していることから、建物更新については一

体的に検討を進めていく必要があります。 

 

（３）今後について～対策内容と実施時期～ 

公益法人として、今後も意欲的な事業展開を行い、地域の福祉力の向上と地域社会を支える役

割を担うことが期待されます。引き続き安定的な運営を実施していくため、適切な施設管理を行

いながら、関係機関と連携した一体的な観点から施設のマネジメントを推進していきます。  
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第２項 障害者施設 

 

１ みどりのこども館 

 

（１）設立にかかわる背景 

都営緑町団地の建て替えに伴う、児童・障害者福祉施設の建設については、当初「こどもテン

ミリオンハウス」のような一時保育を中心とした子育て支援施設と心身障害児通所施設の併設を

計画していましたが、地域リハビリテーションの理念に基づいた切れ目のない支援を行うため、

当初の計画を変更し、子どもの発達を支援するための療育事業拠点となる施設を建設することと

なりました。 

平成 21（2009）年４月に市立みどりのこども館としてオープンし、社会福祉法人武蔵野が指定

管理者として、施設の管理及び「地域療育相談室ハビット」、「こども発達支援室ウィズ」の運営を行

うこととなりました。また、同年７月には、地域開放型の子育て支援施設として「おもちゃのぐるり

ん」を開設しました。おもちゃのぐるりんについては、より専門性を活かした事業運営を行うため、

指定管理者から（公財）武蔵野市子ども協会へ再委託した上で、事業を実施しています。 

 

（２）現状と課題  

 みどりのこども館は、「地域療育相談室ハビット（以下、「ハビット」という。）」、「こども発達

支援室ウィズ（以下、「ウィズ」という。）」、「おもちゃのぐるりん（以下、「ぐるりん」という。）」

がそれぞれの特徴を活かした事業を行っています。 

 ハビットでは、子どもの発達に関する相談やグループ支援（親子通園）、子ども関連施設および

教育機関への巡回相談、福祉サービス利用のための計画相談等を実施しています。 

ウィズは、心身の発達に遅れや偏りのある子どもの通園事業をとおして、子どもの「育ち」を

支えながら、家族の子育てを支援しています。 

また、ぐるりんでは、障害児向けに通常よりも年齢枠を広げたおもちゃの貸し出しやハビット

利用児を対象とした遊び場「らびっとひろば」の設置等、障害児がぐるりんを通じて遊びの領域

を広げ、保護者も療育的な場以外に繋がるための事業を実施しています。また、一般の来館者向

けにOT（作業療法士）、PT（理学療法士）、心理職等がミニ講座と相談等を行うことで、発達に

ついて学ぶとともに、ハビットへの相談の敷居を下げる取組みを実施しています。 

みどりのこども館の利用者を対象に実施しているモニタリング調査では、実施事業や職員に対

して高い評価をいただいています。 
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≪みどりのこども館利用状況等≫ 

（１）地域療育相談室 ハビット 

図表 1-4-5 年度別利用状況 

年度 
平成 24 

（2012）年度 

平成 25 

（2013）年度 

平成 26 

（2014）年度 

平成 27 

（2015）年度 

平成 28 

（2016）年度 

療育 

相談 

新規相談 169 143 202 325 257 

受理面接 121 111 158 267 223 

継続相談 1,126 1,339 1,597 1,719 2,023 

施設 

訪問 

保育園、幼稚園 279 255 180 158 200 

０１２３、ぐるりん 56 47 38 36 35 

親子 

通園 

グループ数 12 13 15 11 12 

登録者数 71 77 92 66 73 

実施回数 160 158 202 159 183 

延参加者数 1,074 1,209 747 647 704 

 

（２）こども発達支援室 ウィズ（児童発達支援事業） 

図表 1-4-6 年度別利用状況 

年度 
平成 24 

（2012）年度 

平成 25 

（2013）年度 

平成 26 

（2014）年度 

平成 27 

（2015）年度 

平成 28 

（2016）年度 

３歳 1 2 11 5 4 

４歳 4 4 0 11 5 

５歳 6 3 3 2 8 

合計 11 9 14 18 17 

 

（３）おもちゃのぐるりん（地域開放型事業） 

図表 1-4-7 年度別利用状況 

年度 
平成 24 

（2012）年度 

平成 25 

（2013）年度 

平成 26 

（2014）年度 

平成 27 

（2015）年度 

平成 28 

（2016）年度 

０歳 476 852 1,135 1,294 830 

１歳 1,195 1,390 1,499 1,717 1,505 

２歳 1,517 1,427 1,282 1,454 1,261 

３歳 1,165 1,296 1,052 936 956 

４歳 559 853 640 568 655 

５歳 311 400 559 494 395 

６歳 123 127 143 217 159 

その他 78 77 49 54 68 

合計 5,424 6,422 6,359 6,734 5,829 

平成 28 年度 開館日数 223 日   平均利用者数 26.1 人/日 

 

（３）今後について～対策内容と実施時期～ 

みどりのこども館では、子育て相談・支援と発達相談・支援が一つの場にある強みを活かした

年齢 

年齢 
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事業を実施しており、今後も地域関係機関、団体との連携を図りながら、地域療育支援の中核拠

点としてその役割を担っていきます。 

 

２ 障害者福祉センター 

 

（１）設立にかかわる背景 

 障害者福祉センターは、身体障害者の団体の活動拠点が欲しいという要望のもと、昭和 55

（1980）年12月に、身体障害者福祉法に基づく身体障害者福祉センターＢ型として開設され

ました。設置当初より、市の直営施設として、行政職・看護師の正規職員を配置しており、数少

ない福祉施設の一つとして障害者、高齢者にかかわらず、相談事業、リハビリテーション事業、

日常生活訓練事業やボランティア育成事業を担ってきたところです。 

その後、時代のニーズに対応するように、本センターにおける事業見直しが随時行われ、平成

26（2014）年より本センターのあり方についても議論を重ねた結果、より専門性の高い相談体

制の充実を図りながら、センターの効率的かつ効果的な運営を行うため、平成 29（2017）年

に社会福祉法人武蔵野を指定管理者とする、指定管理制度へ移行しました。 

 

（２）現状と課題 

 現在、本センターにおいては、専門性の高い社会福祉法人武蔵野が、指定管理者として安定的か

つ効率的な運営を進めており、今後も一層充実した障害福祉サービスの提供が期待されます。しか

しながら、各種事業の実施主体の見直しなど、引き続き検討すべき課題も内包している状況です。 

本センターは、昭和55（1980）年に設立され、築 37年が経過していることから、建物の老

朽化も進んでおり、設備関係も含め修繕を施す箇所が多くなっている状況です。 

 

（３）今後について～対策内容と実施時期～ 

 本センターでは、専門的な相談に対応している生活リハビリサポートすばる（在宅生活を送る

上で必要となる日常生活動作や訓練方法、住宅改修や補装具などに関する相談を受け付けるリハ

ビリ専門相談や高次脳機能障害相談室ゆいっと、視覚障害者相談支援など）をはじめとする事業

や障害者を対象とした講習会、音楽療法などを継続して実施しています。 

今後は、利用者の安全性や利便性の向上を図るため、必要な修繕を行いながら本センターの長寿

命化を図るとともに、劣化事故等の予防のための管理基準の整備についても検討を行っていきます。 

 

３ なごみの家 

 

（１）設立にかかわる背景 

昭和 63（1988）年７月、障害者福祉センターの別棟が完成し、当時境にあった重度の障害
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者を対象とした「愛と和の家」に長期の施設貸出を行いました。その５年後の平成５（1993)年、

吉祥寺北町に武蔵野障害者総合センターが完成したことを受け、「愛と和の家」の活動は武蔵野障

害者総合センターに統合され、その後、武蔵野市障害者福祉センター別棟を多目的施設として貸

出する際に「なごみの家」と名付けられました。 

平成 12（2000）年４月、福祉センター緊急一時保護事業の在り方見直しにより、利用者の

立場に立った利用しやすいショートステイ施設を望む声を受け、市単独のショートステイ事業に

注力するべく、社会福祉法人武蔵野によるショートステイ事業がなごみの家で開始されました。

同事業は、従前の緊急一時保護事業に加えてレスパイト機能を付与することで、障害児（者）を

もつ親にとっては非常に有意義なものとなり、今日まで事業が続いています。 

 

（２）現状と課題  

 なごみの家のショートステイ事業は、常に利用者がいるわけではないため、職員体制を維持す

る負担が大きく、子どもたちの長期休暇などに利用者が集中するため、対応できず断るケースが

多くなっています。 

また、常駐している看護師がいないため、医療的ケアを望む利用者には、別途看護師を派遣し

なければなりません。 

図表 1-4-4 年度別利用状況 

年度別利用状況 
平成 24 

（2012）年度 

平成 25 

（2013）年度 

平成 26 

（2014）年度 

平成 27 

（2015）年度 

平成 28 

（2016）年度 

利用件数 1,373 1,427 1,314 1,302 1,352 

月平均利用時間 652 725 725 696 716 

 

（３）今後について～対策内容と実施時期～ 

 現在、吉祥寺北町に看護師が常駐する市内初の障害者支援（入所）施設の建設が進められてお

り、平成31（2019）年の完成を予定しています。なごみの家のショートステイ事業を同支援

施設に移設することで、上記課題の改善が期待されます。一方で、なごみの家跡地をどのように

活用していくかは、今後、他の公共施設の整備状況などを見ながら検討していきます。 

 

４ 桜はうす・今泉 

  

（１）設立にかかわる背景 

桜はうす・今泉は、武蔵野市福祉公社を利用していた故今泉氏から、福祉目的の利用を条件に、

平成８（1996）年に市へ寄贈されました。 

その後、社会福祉法人武蔵野千川福祉会が、市の助成を受け建物の全面改装を行い、平成11（1999）

年３月に心身障害者（児）ショートステイ事業を行う、「桜はうす・今泉」として開設しました。 
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（２）現状と課題  

ショートステイ事業は、保護者または家族の病気・事故・冠婚葬祭等で介護が受けられなくな

った場合や、保護者の介護疲労等を取り除くため、在宅の心身障害者が一時的に施設を利用する

ことで、家庭生活の安定と障害者福祉の増進を図ることを目的に実施している事業です。 

同施設の利用対象者は、市内在住の身体・知的障害者で 65 歳未満、利用にあたっては事前登

録の必要があり、利用料は、食事代、送迎代などの自己負担があるほか、病気等で入院・加療中

の場合は利用ができません。 

同施設のみならず、ショートステイ事業のプラス面としては、家族（介護者）の負担軽減や休

養確保、当事者の気分転換などがある一方、マイナス面として、緊急時の受け入れや医療的ケア

対応が困難なこと、利用希望日に利用できない、などがあります。 

同施設は、昭和 47（1972）年に建築され、築 45 年が経過していますが、構造が平屋建ての

軽量鉄骨プレハブ造のため、躯体は比較的丈夫です。しかし、昨年、建物の基礎部分が一部シロア

リ被害にあったため、駆除を行ったところです。今後も築年数相応の改修・修繕が見込まれます。 

 

図表 1-4-3 年度別利用状況 

年度別利用状況 
平成 24 

（2012）年度 

平成 25 

（2013）年度 

平成 26 

（2014）年度 

平成 27 

（2015）年度 

平成 28 

（2016）年度 

利用件数 711 782 562 609 588 

月平均利用時間 416 392 354 216 214 

 

（３）今後について～対策内容と実施時期～ 

本事業の過去５年間（平成24（2012）～28（2016）年度）の年間平均利用件数は650件と

なっており、保護者等の心身の状態を保つための事業として広く利用され定着してきています。今後

は、親の高齢化問題や介護が長期間におよぶ場合など、レスパイトケアの重要性が一層増してくると

考えられることから、引き続き利用者等の意見にも耳を傾けながら事業運営を行っていきます。 
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第３項 健康・医療施設 

 

１ 保健センター 

 

（１）設立にかかわる背景 

武蔵野市第二期長期計画（昭和 56（1981）～67（1992）年度）の中で、「市民健康センタ

ー（仮称）設置の検討」として、計画の重点施策に位置づけられ、保健センター専門家会議を設

置するとともに、庁内プロジェクトチームを設置し検討が行われました。その後、昭和61（1986）

年3月に実施設計、昭和62（1987）年10月に保健センターを開設しました。 

母子保健・成人病予防・各種検診等の保健サービスを提供する施設としてスタート、疾病の予

防・予知と早期発見を主眼とする検診事業を中心に、市民一人ひとりの健康づくりに役立つ市民

の健康管理の拠点として運営してきました。 

また、保健センター開設と同時に、総合健診施設として第三セクター方式による「財団法人武

蔵野健康開発事業団（現：公益財団法人武蔵野健康づくり事業団）」が設立されました。 

 

（２）現状と課題 

保健センターには市健康課、公益財団法人武蔵野健康づくり事業団、一般社団法人武蔵野市医

師会臨床検査センターの3つの組織が入っています。 

市健康課では、健康相談、妊婦相談、育児相談、栄養相談などの相談業務、健康に関する情報

の提供、予防接種、健康増進事業、各種健康診査など、疾病の予防、生活の改善のための各種事

業を実施しています。 

公益財団法人武蔵野健康づくり事業団は、人間ドックや健康増進事業などを実施、また、一般

社団法人武蔵野市医師会臨床検査センターは市内の医療機関からの血液、尿などを検査・分析な

どを行っています。 

保健センターは、平成 29（2017）年10月末日をもって開設から30年が経過しました。経

年劣化及びこの先 30 年間の運営方法、施設利用等を踏まえ、長寿命化のための改修を行う必要

があります。 

改修は大規模なものと想定されるため、工事期間中の市健康課及び公益財団法人武蔵野健康づ

くり事業団が実施する健康診査、健康増進事業の運営、公益財団法人武蔵野健康づくり事業団、

一般社団法人武蔵野市医師会臨床検査センターの保有するＣＴ等の検査機器の取り扱いなどの対

応は不可欠です。また、工事は長期にわたることを考慮して、一時移設を視野に入れ、その影響

を十分検討し進めていく必要があります。 

  

（３）今後について～対策内容と実施時期～ 

建設から 30 年を経過しているため、劣化状況、利用状況を踏まえ、大規模改修を行い長期利
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用します。 

市健康課の他、公益財団法人武蔵野健康づくり事業団、一般社団法人武蔵野市医師会臨床検査

センターの機能を維持し、サービスを継続しつつ、今後の事業充実を図るための整備方針を検討

します。整備方針の作成にあたっては、その影響を十分考慮し、進めていきます。改修時期は、

計画期間中に改修が実施できるよう、具体的な検討を行います。 

 

２ 武蔵野赤十字病院感染症病棟 

 

（１）設立にかかわる背景 

伝染病予防法に基づき、武蔵野三鷹地区保健衛生組合が建設、また、「感染症病棟の賃貸借等に

関する基本協定（平成11（1999）年４月１日締結）」により、日本赤十字社東京支部（武蔵野

赤十字病院）に貸し付けし、管理運営を、武蔵野赤十字病院が行うこととしています。平成 15

（2003）年、上記組合の解散に伴い、市に無償譲渡されました。 

 

（２）現状と課題 

現在、平成 33（2021）年度竣工を目指して、新病棟建替えの計画が進められています。こ

のことに関連し、平成29（2017）年10月 20日付けで武蔵野赤十字病院から、感染症対策や

分娩増加に対する対応などについて記した近況報告及び病院の施設整備事業計画に関する新病棟

建築の必要性と今後の対応についての報告がありました。市としては、この報告の内容を踏まえ、

感染症病棟の必要性について、総合的かつ慎重に協議していく必要があります。 

 

（３）今後について～対策内容と実施時期～ 

本施設は、市が施設を貸し付けることで運営されていますが、市が所有する必要性の有無を再

考し、資産譲渡等の可能性について検討した上で、計画期間中に武蔵野赤十字病院と具体的な協

議を進めていきます。 
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第５章 計画の推進と見直し 

第１節 市民・関係機関と連携した取組みの推進 

■健康・福祉施策は多様な分野にわたります。また、専門的なサービスや施策から、日常的

な活動や地域の支え合いにまでわたります。多様な分野における専門的なサービス・施策

やインフォーマルな活動を総合的な視点のもとに推進していくため、武蔵野市では地域リ

ハビリテーションの理念に基づき、総合的に連携体制を整備してきました。 

■少子高齢化や格差拡大等に伴って、支援ニーズは複合化し、より複雑化していくと見込ま

れます。他方で、社会保障制度改革の流れの中で、地域包括ケアシステムの深化、地域共

生社会の構築に向けた動きが進行していきます。このようなことから、従来、市が取り組

んできた総合的な視座での取組みは今後一層重要になります。 

■社会福祉法第106条の３第２項では、地域生活課題に関する市民の相談対応等への支援や

協力対応等の体制整備が求められており、また、同条第３項では、生活困窮者自立支援に

おける連携体制の整備が求められています。 

■市民の多様な支援ニーズが、適切なサービスにつながるように、市民、団体、事業者、行

政の連携を基盤とした相談支援ネットワークを中心にすえ、総合的視座のもとに各施策を

推進します。 

第２節 事業の進行管理及び進捗状況の公表 

■武蔵野市では、平成 27（2015）年度から、「地域リハビリテーション推進協議会」と「武

蔵野市健康福祉総合計画推進会議」を統合し、「武蔵野市健康福祉総合計画・地域リハビリ

テーション推進会議」において、健康福祉施策の総合的な進行管理も行ってきました。引

き続き、「健康福祉総合計画・地域リハビリテーション推進会議」により、計画の進行管理

を行います。 

■健康福祉分野内の横断的課題に関しては「実務担当者調整会議」を設置し、また、健康福

祉分野以外の計画との横断的調整・連携にあたっては「庁内連携委員会」において検討を

進めます。 

■個別ニーズに現れる課題や地域レベルでの課題が、施策の推進に反映されるよう、個別レ

ベルの会議、日常生活圏域レベルの会議、全市レベルの会議間において情報の連携を図る

とともに、地域における会議と庁内の会議との連携を図ります。これらにより、施策の推

進に関する情報を広く収集し、実務担当者レベルでの進行管理、武蔵野市健康福祉総合計

画・地域リハビリテーション推進会議における総合的な進行管理へとつなぎます。 

■進捗状況は、ホームページ等を活用して公表します。本総合計画が主管する施策において

設置している協議会で一定のとりまとめに至った検討結果や調査結果についても、ホーム

ページ等で公表します。 
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第３節 次期計画の策定 

■次期健康福祉総合計画の改定は、平成 35（2023）年度に行います。 

■介護保険事業計画、障害福祉計画・障害児福祉計画については、３年で見直しをすること

が法令で規定されているため、介護保険事業計画は高齢者福祉計画と合わせて、障害福祉

計画・障害児福祉計画についても、障害者計画と合わせて、平成32（2020）年度に見直

しを行います。 

■地域福祉計画、健康推進計画、食育推進計画については、６年で見直しをするため、平成

35（2023）年度に見直しを行います。 
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第５期地域福祉計画 
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第１章 武蔵野市第５期地域福祉計画の策定にあたって 

第１節 計画策定の背景 

■ 平成 12（2000）年の社会福祉法の制定時に、各市町村には地域福祉の推進が位置づけ

られ、地域福祉計画の策定が新たに規定されました。 

■ その後、日本の社会では少子高齢化等の進行に加え、子育てや医療・介護・年金への不安、

格差の拡大、社会的つながりの希薄化など、暮らしに関わる不安やリスクが拡大してきま

した。 

■ このような状況を受けて、国は平成 22（2010）年に高齢者の孤立防止対策について、

また平成 26（2014）年には生活困窮者自立支援の対策について、それぞれ各自治体に

対し地域福祉計画等で対応するよう求めてきました。 

■ さらに、平成 30（2018）年４月には、制度・分野ごとの「縦割り」や「支え手」「受

け手」という関係を超えて、地域住民や地域の多様な主体が「我が事」として参画し、人

と人、人と社会資源が世代や分野を超えて「丸ごと」つながることで、住民一人ひとりの

暮らしと生きがい、地域をともに創っていく社会（以下「地域共生社会」という。）の実

現をめざす一環として、改正社会福祉法が施行されることとなっています。 

■ このうち、改正社会福祉法第４条では、地域住民、社会福祉を目的とする事業者及び社会

福祉に関する活動（ボランティア等）を地域福祉の推進に努める主体として位置づけ、地

域共生社会の実現のために、福祉、介護、保健医療等に限らないあらゆる課題（地域生活

課題）を把握し、関係機関と連携することで課題の解決を図るよう明記されています。 

■また、同法第 106 条の 3 第１項では、市町村に対して包括的な支援体制の整備の努力も

求めており、その一環として地域福祉活動への住民参加の促進支援、地域住民等の交流拠

点の整備、住民による地域福祉推進の環境整備等、住民が担い手となる活動の支援や環境

整備について明記しています。 

■ 武蔵野市（以下「本市」という。）では、平成４（1992）年に第１期地域福祉計画を策

定し、平成 18（2006）年策定の第３期計画以降は６年ごとに見直しを進めてきました

（図表 2-1-1参照）。 

■ また、平成 18（2006）年に地域福祉計画を含めた健康福祉総合計画を策定し、健康・

福祉分野の個別計画の総合的な推進を進めてきました。 

■ さらに、平成 24（2012）年に策定した第２期健康福祉総合計画では「地域リハビリテ

ーション」の理念である「すべての市民が、その年齢や状態に関わらず、住み慣れた地域

で、本人の意思に基づいて安心して生活が続けられるよう、保健・医療・福祉・教育など、

地域生活に関わるあらゆる組織、人が連携した継続的、体系的な支援」を行うことができ

る仕組みづくりを進めてきました。これは、社会保障制度改革の一環として国が提示した

「地域共生社会」、そしてまた改正社会福祉法が求める包括的な支援体制の整備を先取り

した取組みとなっています。 

■ これらを受け、第３期健康福祉総合計画の基本理念である「地域リハビリテーション」の

もと、地域で支え合い、安心して暮らせるまちづくりを進めるため、第５期地域福祉計画

（以下「本計画」という。）を策定します。  
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＜参考＞ 改正社会福祉法（抜粋） 

 

 

 

 

  

（地域福祉の推進） 

第四条 地域住民、社会福祉を目的とする事業を経営する者及び社会福祉に関する活

動を行う者（以下「地域住民等」という。）は、相互に協力し、福祉サービスを必

要とする地域住民が地域社会を構成する一員として日常生活を営み、社会、経済、

文化その他あらゆる分野の活動に参加する機会が確保されるように、地域福祉の推

進に努めなければならない。 

２ 地域住民等は、地域福祉の推進に当たつては、福祉サービスを必要とする地域住

民及びその世帯が抱える福祉、介護、介護予防（要介護状態若しくは要支援状態と

なることの予防又は要介護状態若しくは要支援状態の軽減若しくは悪化の防止を

いう。）、保健医療、住まい、就労及び教育に関する課題、福祉サービスを必要と

する地域住民の地域社会からの孤立その他の福祉サービスを必要とする地域住民

が日常生活を営み、あらゆる分野の活動に参加する機会が確保される上での各般の

課題（以下「地域生活課題」という。）を把握し、地域生活課題の解決に資する支

援を行う関係機関（以下「支援関係機関」という。）との連携等によりその解決を

図るよう特に留意するものとする。 

 

（包括的な支援体制の整備） 

第一〇六条の三 市町村は、次に掲げる事業の実施その他の各般の措置を通じ、地域住

民等及び支援関係機関による、地域福祉の推進のための相互の協力が円滑に行われ、

地域生活課題の解決に資する支援が包括的に提供される体制を整備するよう努めるも

のとする。 

一 地域福祉に関する活動への地域住民の参加を促す活動を行う者に対する支援、

地域住民等が相互に交流を図ることができる拠点の整備、地域住民等に対する研

修の実施その他の地域住民等が地域福祉を推進するために必要な環境の整備に関

する事業 

二 地域住民等が自ら他の地域住民が抱える地域生活課題に関する相談に応じ、必

要な情報の提供及び助言を行い、必要に応じて、支援関係機関に対し、協力を求

めることができる体制の整備に関する事業 

三 生活困窮者自立支援法第二条第二項に規定する生活困窮者自立相談支援事業

を行う者その他の支援関係機関が、地域生活課題を解決するために、相互の有機

的な連携の下、その解決に資する支援を一体的かつ計画的に行う体制の整備に関

する事業 
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図表 2-1-1 武蔵野市地域福祉計画策定のあゆみ 

地域福祉計画 計画期間 主な法令・国の計画等 市の主な健康福祉分野施策等 

第１期 平成４(1992)年度

～ 

平成13(2001)年度 

【10年間】 

・新ゴールドプラン 

(1994年～1999年) 

・社会福祉法施行 (2000年) 

・介護保険法施行 (2000年) 

 

・地域社協の発足 (1995年) 

・テンミリオンハウス川路さん

ち開設     (1999年) 

・高齢者福祉総合条例施行 

(2000年) 

・レモンキャブ事業実施 

(2000年本格実施) 

第２期 平成14(2002)年度

～ 

平成17(2005)年度 

【４年間】 

 ・シニア活力アップ推進事業実

施       (2002年) 

・いきいき生活推進事業実施 

(2002年) 

第３期 

（第１期福祉

総合計画） 

平成18(2006)年度

～ 

平成23(2011)年度 

【６年間】 

・障害者自立支援法施行 

(2006年) 

・高齢者虐待防止法施行 

(2006年) 

・高齢者、障害者等の移動等の

円滑化の促進に関する法律

施行      (2006年) 

・自殺対策基本法施行 

(2006 年) 

・災害時要援護者対策事業 

(2007年) 

第４期 

（第２期健康

福祉総合計

画） 

平成24(2012)年度

～   

平成29(2017)年度 

【６年間】 

・障害者虐待防止法施行 

(2012年) 

・障害者総合支援法施行 

(2013年) 

・災害対策基本法改正 

(2013年) 

・生活困窮者自立支援法施行 

(2015年) 

・介護保険法改正 (2015年) 

・障害者差別解消法施行 

(2016年) 

・成年後見制度の利用の促進に 

関する法律施行 (2016年) 

 

 

・避難行動支援体制開始 

(2015年) 

・生活困窮者自立支援事業開始 

(2015年) 

・総合事業開始～認定ヘルパー

制度、在宅医療・介護連携推

進事業     (2015年) 

・シニア支え合いポイント制度

試行実施    (2016年) 

第５期 

（第３期健康

福祉総合計

画） 

平成30(2018)年度

～ 

平成35(2023)年度 

【６年間】 

・社会福祉法改正 (2018年) 

・介護保険制度改正(2018年) 

・生活困窮者自立支援法改正 

(2018年) 
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第２節 計画の位置づけ 

本市における行政計画の体系では、第五期長期計画が最上位に位置づけられる計画であり、

長期計画の実現のために個別の分野別計画が策定されています。健康福祉分野においては、

高齢者福祉、障害者福祉、健康推進・食育推進などの個別計画を策定していますが、本計画

は地域福祉分野での施策の推進を担う計画として位置づけられています。 

なお、本計画と同時に策定された第３期健康福祉総合計画は、健康福祉分野に関する個別

計画に共通する横断的な課題や連携すべき課題を総合的に整理し、市の健康福祉行政の目指

すべき方向性と総合目標を明らかにするとともに、重点的な取組みを定め、その推進を図る

ために定めたものです。このことから、第３期健康福祉総合計画は、改正社会福祉法第 107

条に規定される市町村地域福祉計画の役割を包含する計画として位置づけられます。 

 

 

図表 2-1-2 武蔵野市第３期健康福祉総合計画・個別計画 策定イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「地域福祉活動計画」は、社会福祉法人 武蔵野市民社会福祉協議会（以下「市民社協」という。）が市民や地

域福祉活動推進協議会（以下「地域社協（福祉の会）」という。）等と連携して定める行動計画です。本計画と

相互に連携しながら総合的な地域福祉の推進を目指します。 
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健康推進計画 
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障害福祉計画 

 高齢者福祉計画 
介護保険事業計画 

健康福祉総合計画 
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第３節 計画の期間 

本計画の計画期間は、中・長期的な視野に立った地域福祉施策を考える観点から、平成30

（2018）年度から平成35（2023）年度までの６年間とします。 

 

図表2-1-3 計画の期間 

 

 

  

平成 27 

（2015）年度 

平成 28 

（2016）年度 

平成 29 

（2017）年度 

平成 30 

（2018）年度 

平成 31 

（2019）年度 

平成 32 

（2020）年度 

平成 33 

（2021）年度 

平成 34 

（2022）年度 

平成 35 

（2023）年度 

第４期健康推進計画・食育推進計画 第３期健康推進計画 

高 齢 者 福 祉 計 画 

第６期介護保険事業計画 

高 齢 者 福 祉 計 画 

第８期介護保険事業計画 

 

第７期介護保険事業計画 

高 齢 者 福 祉 計 画 

障 害 者 計 画 

第 ４ 期 障 害 福 祉 計 画 

障 害 者 計 画 

第 ６ 期 障 害 福 祉 計 画 

障 害 児 福 祉 計 画 

 障 害 者 計 画 
 

第 ５ 期 障 害 福 祉 計 画 

障 害 児 福 祉 計 画 

第４期地域福祉計画 第５期地域福祉計画 

第３期健康福祉総合計画 

第五期長期計画・調整計画 

第五期長期計画 

健

康

福

祉

総

合

計

画 

第六期長期計画 
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第２章 武蔵野市における地域福祉施策の状況 

第１節 前計画の取組み状況 

前計画期間中（平成 24（2012）年度から平成 29（2017）年度）においては、以下の

施策に取り組んできました。 

 

第１項 支え合いの気持ちをつむぐ 

（１） 自発的・主体的な地域福祉活動に向けた啓発 

■ 認知症サポーター養成講座を実施し、平成 24（2012）年度からの５年間で合計

9,353 人を養成しました。また、小中学生向けには、市民社協に設置された「ふれ

あい福祉学習委員会」が出前講座を行いました。また障害者への理解を深めるため

の心のバリアフリー講座を実施し、平成 24（2012）年度からの５年間で 5,722

人が参加しました。 

 

図表 2-2-1 認知症サポーター講座の実績 

  平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 合計 

 養成人数（人） 2,006 1,410 1,603 2,360 1,974 9,353 

うち小中学生(人) 632 541 699 963 987 3,822 

 実施回数（回） 26 70 53 62 55 266 

 

図表 2-2-2 心のバリアフリー講座の実績 

  平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 合計 

 参加人数（人） 797 944 1,391 1,582 1,008 5,722 

実施回数 17 17 27 19 13 93 

 参加団体数 10 9 13 9 6 47 

 

（２） 市民が主体となる地域福祉活動の推進 

■ 障害者団体やボランティア団体等の活動支援のため、ボランティア講習会を実施し、

平成 24（2012）年度からの５年間で 759人が参加しました。 

 

図表 2-2-3 ボランティア育成講習会の実績 

 講習会名（人） 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 合計 

 参加人数（人） 138 133 168 143 177 759 

 講座数 11 11 12 11 12 57 

 

 ■ 様々な「場」づくりの支援では、平成 28（2016）年度より、介護予防に資する活

動を行う住民の団体に対して補助を行う「いきいきサロン事業」を実施し、わずか

１年足らずの間に 17 か所のサロンが活動を開始しました。 
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■ また、地域での見守りが必要な高齢者等の生活を総合的に支える「テンミリオンハ

ウス事業」については、８か所目となる「ふらっと・きたまち」が吉祥寺北町に開

設されました。 

 

図表 2-2-4 武蔵野市いきいきサロン事業 平成 28（2016）年度実施状況 

 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 合計 

実施回数 24 23 27 29 40 42 41 46 51 323 

市内人数 475 415 522 571 581 624 597 683 781 5,249 

市外人数 6 13 1 15 18 16 16 19 21 125 

スタッフ 119 111 107 116 134 166 164 159 165 1,241 

その他 29 41 50 78 54 93 58 84 89 576 

多世代交流（回数） 3 4 1 3 2 3 2 1 2 21 

多世代交流（人数） 6 10 3 32 11 57 16 76 11 222 

 

図表 2-2-5 武蔵野市テンミリオンハウス事業 年間延べ利用者数の推移（単位：人） 

 

 

 

 

（３） 地域の人とのつながりづくり 

■ 平成 24（2012）年度に「孤立防止ネットワーク連絡会議」（平成 27（2015）

年度に「見守り・孤立防止ネットワーク連絡協議会」に改称）を設置し、住宅供給

系事業者、ライフラインサービス提供事業者、警察・消防等関係機関による住民の

異変の早期発見・早期対応のための連携体制を強化しました。 

 

図表 2-2-6 見守り・孤立防止ネットワーク連絡協議会参加団体数 

   平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

参加団体数 13 14 17 23 27 

内、協定締結団体数 1 6 9 15 19 

  

図表 2-2-7 見守り・孤立防止ネットワークを通じた安否確認対応及び報告件数 

(生活福祉課・高齢者支援課・障害者福祉課) 

  

平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

35,062 36,270 38,553 
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（４） 災害時要援護者対策及び避難支援体制づくりの推進 

■ 平成 25（2013）年の災害対策基本法改正に伴い、各自治体には災害発生時に自ら

避難することが困難で特に支援が必要な方を対象とした避難行動要支援者名簿の作

成が義務付けられました。本市においても地域防災計画に基づき、円滑かつ迅速な

避難の確保を図るため、同名簿を作成して市及び各避難所において保管し、名簿登

載者に対して個別に通知を発送しました。 

■ また、地域での個人情報保護と災害弱者救済を両立させるガイドラインとして、災

害時要援護者対策事業の支援者標準マニュアルを改訂し、事業に関わる民生委員、

地域社協（福祉の会）、支援者への周知を行いました。 

■ 避難所運営組織、シルバー人材センター、市民安全パトロール隊及び防災推進委員

に対し、避難支援体制についての説明及びコーディネーターの指定を完了しました。 

 

図表 2-2-8 各避難所における名簿登載者数（平成 28（2016）年度作成分） 

避難所 

避難行動要支援者数内訳（人） 

未同意の避難行動 

要支援者数 
災害時要援護者数 合計（人） 

1 第一小学校  97 11 108 

2 第二小学校  59 18  77 

3 第三小学校 156 37 193 

4 第四小学校  91 38 129 

5 第五小学校 175 55 230 

6 大野田小学校 184 68 252 

7 境南小学校 212 67 279 

8 本宿小学校  60 27  87 

9 千川小学校  94 42 136 

10 井之頭小学校 144 42 186 

11 関前南小学校 113 27 140 

12 桜野小学校  74 13  87 

13 第一中学校 160 51 211 

14 第二中学校 111 39 150 

15 第三中学校 129 49 178 

16 第四中学校  60 18  78 

17 第五中学校  66 19  85 

18 第六中学校  71 20  91 

19 都立武蔵高校  48 10  58 

20 都立武蔵野北高校  64 43 107 

合計 2,168 694 2,862 
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第２項 誰もが地域で安心して暮らしつづけられる仕組みづくりの推進 

（１） 在宅生活支援のネットワークづくりの推進 

■ 前計画に位置付けられた「地域連携協議会（仮称）」については、平成24（2012）

年度に「地域リハビリテーション推進協議会」を設置し、保健・医療・福祉・教育

など様々な分野のサービスや地域福祉活動の連携調整等を行いました。また、同年

度、実務者同士の分野別会議として、「在宅支援連絡会」を設置しました。 

■ 平成27（2015）年度には、「健康福祉総合計画推進会議」と「地域リハビリテー

ション推進協議会」を統合し、健康福祉総合計画の進捗管理と、様々な分野のサー

ビスや地域福祉活動の連携調整等を行う「健康福祉総合計画・地域リハビリテーシ

ョン推進会議」を設置しました。「在宅支援連絡会」は、平成27（2015）年４月

開始の「在宅介護・医療連携推進事業」の協議会にリニューアルしました。 

 

（２） 権利擁護事業・成年後見制度の利用の促進 

■ 公益財団法人武蔵野市福祉公社を本市の成年後見制度推進機関とし、他機関との連

携のもと、成年後見制度の相談や申立支援を行いました。 

 

図表 2-2-9 武蔵野市福祉公社の成年後見事業利用者数 

 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

新規 11 23 11 15  52 

終結  5  8  9  9  13 

年度末受任 51 66 68 74 113 

 

■ 市民後見人の育成のため、平成 27（2015）年度から 7 市社協・福祉公社（推進

機関）合同後見人候補者養成事業を、三鷹市、小金井市、小平市、東村山市、東久

留米市、西東京市と合同で実施しました。 

 

図表 2-2-10 市民後見人養成事業 

 東京都養成事業 
７市社協・福祉公社合同 
後見人候補者養成事業 

   平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

養成研修実施回数   1 1 1 

講座受講者数 3 4 1 3 2 

市民後見人登録者数   1 2 1 

 

（３） 生活困窮者への支援 

■ 生活困窮者自立支援法の施行に伴い、平成 27（2015）年４月より生活困窮者自立

支援事業に取り組みました。生活福祉課において、従来からの生活保護相談に生活

困窮相談を加え、生活保護を含めた生活困窮者全般の総合相談窓口を設置しました。 

 

■ 生活困窮者自立支援事業は、必須事業である自立相談支援事業と住居確保給付金の
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支給、さらに任意事業の就労準備支援事業、子どもの学習支援事業を加えた４事業

により開始しました。 

■ 平成 28（2016）年３月より、フードバンク事業（※）を実施する団体から生活困

窮者への食糧支援の取次ぎを開始しました。 

（※）品質に問題がないにもかかわらず、賞味期限が近いなどの理由から市場に流通できな

くなった食品を企業等から寄付を受け、食に困っている人へ無償で提供する事業 

 

図表 2-2-11 生活困窮に関する総合相談実績 

 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

生活困窮相談件数    258 322 

生活保護相談件数 689 550 542 628 632 

合計 689 550 542 886 954 

相談実件数 689 550 542 793 825 

※「生活困窮相談」と「生活保護相談」を同時に行った場合は、それぞれに計上している。 

 

図表 2-2-12 生活困窮者自立支援事業による支援実績 

 平成 27 年度 平成 28 年度 

自立相談支援事業新規利用件数 66 114 

住居確保給付金支給事業新規支給決定件数 16 19 

就労準備支援事業実利用者数 2 13 

学習支援事業実利用者数 9 11 

（参考） フードバンク事業（取次ぎ）新規依頼件数 8 66 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○対  象  65歳未満で、離職後 2 年を経過しておらず、経済的に困窮し、住宅  

喪失またはそのおそれがある方。そのほか、ハローワークでの求職活 

動などの要件あり。 

○主な内容  ３か月を原則として、家賃相当額を支給（上限額あり）。ただし、入居 

契約の初期費用（敷金・礼金などの転宅資金）は対象外。 

ニ ュ ー ス レ タ ー 

○対  象  経済的に困窮しており、生活費や仕事等の困りごとや不安を抱えている方。 

○主な内容  相談支援員が相談を受けて、どのような支援が必要かを相談者と一緒に考え、 

具体的な支援プランを作成し、寄り添いながら自立に向けた支援を実施。 

ニ ュ ー ス レ タ ー 
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○対  象  経済的に困窮する家庭で、学習支援が必要な小学校３年生〜中学生。 

○主な内容  国語・算数（数学）・英語の 3教科の補習。吉祥寺・中町・桜堤の３会場で実施。 

ニ ュ ー ス レ タ ー 

○対  象  65歳未満で、「社会との関わりに不安がある」「長期間就労をしていない」など、 

すぐに就労が困難な方。 

○主な内容  1年以内の期限で、①～③のうち必要な支援。①生活習慣形成のための指導・訓練、 

②就労の前段階として必要な社会的能力の習得、③事業所での就労体験の場の提供 

や一般雇用への就職活動に向けた技法や知識の取得などの支援。 

ニ ュ ー ス レ タ ー 
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第３項 誰もが地域でいきいきと輝けるステージづくり 

（１） 高齢者・障害者の活動支援の促進 

■ 平成 28（2016）年 10月から「シニア支え合いポイント制度」を試行的に実施し、

開始６か月間で 177人の市民がシニア支え合いサポーターとして登録されました。 

■ 平成 29（2017）年３月には、制度における情報共有及び課題の整理を目的として

「武蔵野市シニア支え合いポイント制度推進協議会」を設置しました。 

 

図表 2-2-13 シニア支え合いポイント制度のしくみ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

武蔵野市平成28年度新規事業 

シニア支え合いポイント制度の試行実施 

試行⇒拡大⇒本格実施の三段ロケットで 
制度の定着と着実な発展を図ります！ 

介護保険財源を活用した地域支援事業（一般介護予防事業）として実施。 

高齢者施設などでの社会貢献活動に参加する高齢者へ活動実績に応じてポイントを付与し、 

貯まったポイントは市内産野菜引換券や寄付などから選択して還元。 

制度内容 

65 歳以上の市民（介護保険

第 1号保険者） 

対象者 

目的 

社会参加の促進 
介護予防と健康寿命の延伸 
介護人材のすそ野の拡大 

ボランティア（65 歳以上） 
 

介護支援ボランティア活
動をして、ポイントを貯 

める 

受け入れ施設 
 

介護サービス事業者、 
病院など 

管理機関 
・ボランティアの受け付け・登録 
・ポイント管理 

活動 

 

ポイント付与 

 

市町村 

（事業主体） 
委託 

 

登録・ 

情報提供 

換金申出 

換金通知 

（出典：武蔵野市地域支え合いポイント制度（仮称）検討委員会報告書より） 

ポイントの通知 
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図表 2-2-14 シニア支え合いサポーター活動実績（平成 28（2016）年度） 

  施設・団体名 実施日数 実人数 付与ポイント 

さくらえん 62 7 168 

あんず苑 109 10 205 

ケアコート武蔵野 29 5 102 

親の家 88 9 379 

ハウスグリーンパーク 17 3 34 

北町高齢者センター 117 33 1,231 

吉祥寺ナーシングホーム 29 4 82 

吉西福祉の会 14 9 94 

西久保福祉の会 6 3 34 

 合計 83 2,329 

 

■ 当事者の支援及び普及・啓発を通じた当事者の家族に対する支援を目的とした引き

こもりサポート事業を展開し、平成 24（2012）年度からの５年間で家族セミナー

35 回を実施し、延べ 937 人が参加、市民向けフォーラムは 10 回実施し、延べ

679 人が参加しました。 

 

図表 2-2-15 ひきこもりサポート事業実績 

  
平成 24

年度 
平成 25

年度 
平成 26

年度 
平成 27

年度 
平成 28

年度 
合計 

家族セミナー 
参加者数（人） 161 245 204 166 161 937 

実施回数(回) 7 7 7 7 7 35 

フォーラム 
参加者数（人） 109 127 142 153 148 679 

実施回数(回) 2 2 2 2 2 10 
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第４項 住み慣れた地域での生活を継続するための基盤整備 

（１） サービスの質の向上 

■ 福祉人材の育成として、初任者研修受講後、市内の事業者に継続して勤めた方に受

講料５万円のうち４万円をキャッシュバックする制度を設けました。また、医療知

識や介護保険制度に関する研修を実施し、福祉人材の質の向上を図りました。 

■ 精神障害者の地域生活支援への理解を深めるため「精神保健福祉研修」を年４回の

頻度で実施しました。 

■ 平成 27（2015）年度から、介護予防・日常生活支援総合事業において、市独自の

研修修了者に対して、家事援助を提供する「武蔵野市認定ヘルパー」として認定し

ました。 

 

図表 2-2-16 「武蔵野市認定ヘルパー」制度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2-2-17 武蔵野市認定ヘルパー認定者数 

   平成 27 年度 平成 28 年度 

認定者数 71 26 

事業所登録者数 57 20 

 

  

「武蔵野市認定ヘルパー」制度 

m 

人材確保とまちぐるみの支え合いの推進のため「武蔵野市認定ヘルパー」制度を創設 

 
○市の独自の研修を実施し、修了者を「武蔵野市認定ヘルパー」に認定。研修内容は３日間計１８時間

程度の講義（「介護保険制度の概要」「高齢者の心身」「接遇」「家事補助の知識と技術」等）と実習（同行訪問） 
 
○２０２５年までに現在の１.３１倍の介護職が必要。介護福祉士等の資格を持たない市民（高齢者、

主婦等）でも「武蔵野市認定ヘルパー」として総合事業の「緩和した基準による訪問型サービス」
において家事援助の提供が可能。（福祉公社、シルバー人材センター等に所属した上で、サービスに従事。） 

 
○これにより「軽度者に対するサービスの人材確保」「まちぐるみの支え合い」「支援の質の担保」を
同時に実現。 

【総合事業を実施する上での課題】 

○今後の急速な高齢化に対応するためには、社会参

加による介護予防を進めながら、高齢者も支援の

担い手になりうる仕組みを構築し、「まちぐるみ
の支え合い」をさらに進めることが重要。 

 
○介護人材の不足によりスキルを持った（有資格の）

ヘルパーは中重度の高齢者の介護へシフトするこ

とが求められる中、「軽度者に対するサービス
の人材確保」も必要。 

 
○多様な主体によるサービスの充実を図る一方で、

「支援の質の担保」も不可欠。 

【総合事業実施前の状況】 

介護予防訪問介護の援助内容の９割以上が「家事援

助」→高度な専門性がなくても（有資格者でなくても）

提供可能】期地域福祉計画 全体体系図（案） 

掃除 72%

買物 15%

調理 6%

洗濯 2%
入浴 4% その他 1%

武蔵野市における介護予防 

訪問介護の援助内容の内訳 

（平成25 年７月実施） 
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（２）サービス基盤の整備 

■ 平成 23（2011）年４月策定の「武蔵野市バリアフリー基本構想」において、３駅周

辺地域を重点整備地とし、市域のバリアフリー化の推進を図りました。 

■ 平成 27（2015）年度に『武蔵野市お出かけサポートマップ 2016』を発行しました。

マップ作成に当たっては、地域自立支援協議会当事者部会の意見を取り入れ、「トイレ・

バスルート・バス停マップ」及び「やさしさマップ」の２種類の地図を掲載しました。 

 

図表 2-2-18 お出かけサポートマップ 
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第２節 地域福祉に関するアンケート調査の結果 

計画の策定にあたり、地域福祉に関する市民の意識、ニーズ、実態を把握することを目的

に「武蔵野市地域福祉に関するアンケート調査」を実施しました。主な結果は、以下のとお

りです。 

 

第１項 地域での暮らしについて 

■ 地域における顔見知りの人数については、「1 人もいない」人が 8.2％、「1～2 人」

人が 11.5％となっています。 

■ 日常生活の悩みや不安の相談相手では「家族」が 76.4%、「友人・知人」が 55.5%

と多くなっており、一方「相談しない」が 9.4%となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 地域の課題に関しては、「防犯・防災に関すること」の 33.7％が最も多く、次いで

「世代間交流が不足していること」が 24.2％で多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

n = (863)

１人もいない

8.2%

１～２人

11.5%

３～４人

14.8%

５～９人

20.7%

10～19人

21.8%

それ以上

21.8%

無回答

1.2%

　無回答

母子家庭や父子家庭の支援に関すること

児童虐待やＤＶに関すること

その他

特にない

わからない

地域住民による自発的な活動が活性化していないこと

育児・子育て支援に関すること

地域のことを地域で解決する力が不足していること

障害者への支援に関すること

生活困窮への支援に関すること

n=(863)  

防犯・防災に関すること

世代間交流が不足していること

高齢者への支援や介護に関すること

災害時に避難の手伝いが必要な方への支援に関すること

33.7

24.2

20.5

19.0

18.1

15.6

12.2

9.7

8.6

5.1

3.6

4.2

11.2

13.8

2.3

0 10 20 30 40 (%)

n=(863)  

家族

友人・知人

市の窓口

市内の相談支援機関
（在宅介護・地域包括支援センター等）

近所の人

市民社協

地域社協（福祉の会）

民生・児童委員

その他

相談しない

　無回答

76.4

55.5

5.8

4.4

4.3

0.5

0.2

0.1

2.8

9.4

1.4

0 20 40 60 80 100 (%)

図表 2-2-19 地域での顔見知りの人数 図表 2-2-20 日常生活の悩みや不安の相談

相手 

図表 2-2-21 地域の課題 
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第２項 地域活動やボランティア活動への参加状況について 

 

■ 地域活動やボランティア活動への参加状況では、「したことがない」と答えた人が

61.4％となっています。 

■ 地域活動やボランティア活動への参加意向では「活動をしたい」と答えた人が

31.5％となっており、一方で、「活動をしたいとは思わない」と答えた人は 19.2％

となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 平成 28（2016）年度から試行実施をしている「シニア支え合いポイント制度」の

認知率は初年度の時点で 16.3％となっています。 

■ 「シニア支え合いポイント制度」のように、ボランティア活動の実績に応じて対価

を提供する制度について、魅力を感じる人は「とても」「多少は」を合わせて 48.9％

となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

図表 2-2-22 地域活動やボランティア活動へ

の参加状況                 

n = (863)

活動をしたい

31.5%

活動をしたい

とは思わない

19.2%

わからない

44.6%

無回答

4.6%

n = (863)

現在活動している

14.8%

以前活動した

ことがある

（今はしていない）

21.3%

したことがない

61.4%

無回答

2.4%

図表 2-2-23 地域活動やボランティア活動

への参加意向                 

n = (863)

利用して

いる

0.2%

利用したことはない

が、内容は知って

いる

4.9%

名前は聞いた

ことがある

11.2%

わからない

80.0%

無回答

3.7%

n = (863)

とても魅力を感じる

11.7%

多少は魅力

を感じる

37.2%

あまり魅力を

感じない

17.5%

まったく魅力を

感じない

7.6%

わからない

21.4%

無回答

4.5%

図表 2-2-25 ボランティア活動の実績に応

じて対価を提供する制度の魅力 

図表2-2-24 シニア支え合いポイント制度の認

知率 
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第３項 市が行っている事業について 

 

■ 市内の施設・事業等の認知率では、「レモンキャブ」が 61.4％で最も高く、以下、

「テンミリオンハウス」（48.8％）、「市民社協」（42.7％）の順となっています。 

■ 「レモンキャブ」については、『重要』と思う人が 80.3％と多くなっています。 

■ 「ヘルプカード」や「いきいきサロン」は認知率こそ低いものの、『重要』と思う人

は 60％以上と多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ヘルプカード

いきいきサロン

ボランティア

センター

地域社協
市民社協

テンミリオン

ハウス

レモンキャブ

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

「
非
常
に
重
要
」「
あ
る
程
度
重
要
」
の
合
計
％

知っている％

図表 2-2-26 市が行っている事業の認知率と重要度 
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第４項 生計や生活の困窮状況について 

 

■ 生活費に困った経験は、「いつも」が 5.6％、「何度かある」が 22.9％となっており、合

わせて 28.5％が生活費に困った経験があります。 

■ 「生活困窮者自立支援制度」や生活困窮に関する相談場所の認知状況では、「制度を知っ

ているし、相談できる場所も知っている」が 7.9％、「制度は知っているが、相談できる

場所は知らない」が 21.6％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

n = (863)

いつも

5.6%

何度かある

22.9%

ない

66.3%

無回答

5.2%

n = (863)

制度を知っている

し、相談できる場所

も知っている

7.9%

制度は知っている

が、相談できる場所

は知らない

21.6%

わからない

64.7%

無回答

5.9%

図表 2-2-27 生活費に困った経験 図表 2-2-28 「生活困窮者自立支援制度」や生活

困窮に関する相談場所の認知状況 
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第５項 今後の福祉・保健のあり方について 

 

■ 重点を置くべき福祉・保健施策の上位として「健康診断やがん検診など市民の健康を守

る取組み」が 36.0％、「在宅福祉を支えるサービス」が 33.1％、「退職された方々が地

域活動で活躍できる場の提供」が 30.0％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

その他

特にない

　無回答

電球交換などのちょっとしたニーズに応える
きめ細やかな支援の充実

個人の意識の改革（助け合いの精神）

手当など金銭的な援助

ボランティア団体など市民の活動への援助

権利擁護など個人の自立を支援するサービス

退職された方々が地域活動で活躍できる場の提供

要介護状態になることを予防するサービス

困窮や養育困難等の課題を抱えた
子育て家庭への支援

道路の段差解消、手すり・ベビーベッド付トイレなど
誰もが移動しやすいバリアフリーのまちづくり

情報提供・相談システムの充実

n=(863)  

健康診断やがん検診など市民の健康を守る取組み

在宅福祉を支えるサービス

36.0

33.1

30.0

29.1

26.2

23.5

19.9

13.6

12.7

11.5

7.2

3.5

2.5

2.4

3.0

0 10 20 30 40 (%)

図表 2-2-29 重点を置くべき福祉・保健施策 
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第３章 計画の基本的な考え方 

 

第１節 基本理念、基本目標及び基本施策 

第５期地域福祉計画では、武蔵野市第五期長期計画の重点施策である「地域リハビリテ

ーション」※を基本理念として、すべての市民が、その年齢や状態にかかわらず、住み慣

れた地域で安心して生活が続けられるような取組みを進めるため、基本目標、基本施策を

次のように掲げます。  

＜基本目標＞ 

 

 

 

 

基本目標である「ひとりひとりが つながる 支え合いのまち」の実現に向けて、地域に

おける互助・共助力を高めていくため、次の 5つを基本施策として位置づけます。 

＜基本施策＞ 

 

           

 

 

           

 

 

 

 

ひとりひとりが つながる 

 

支え合いのまち 

市民の主体的な地域福祉活動の促進 １ 

安心･安全な暮らしを支える  ２ 

生活困窮者への支援 ３ 

誰もがいきいきと輝けるステージづくりの促進 ４ 

サービスの担い手の確保 ５ 

※ 地域リハビリテーションの理念とは 

「すべての市民が、その年齢や状態に関わらず、住み慣れた地域で、本人の意思に

基づいて安心して生活が続けられるよう、保健・医療・福祉・教育など、地域生活

に関わるあらゆる組織、人が連携した継続的、体系的な支援」をいいます。 
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第２節 第５期地域福祉計画施策体系図 

 

 

 

 

 

 

武蔵野市第五期長期計画・調整計画 
基本施策 

武蔵野市第５期地域福祉計画 
基本施策 

   

   

   

支え合いの気持ちをつむぐ   

 1 市民の主体的な地域福祉活動の促進 

   

   

   

誰もが地域で安心して暮らしつづけられる   

仕組みづくりの推進   

  

   

   

   

 2 安心・安全な暮らしを支える自助・共助・公助 

  の連携 

   

誰もが地域でいきいきと輝けるステージ 

づくり 

  

   

   

   

 3 生活困窮者への支援 

   

住み慣れた地域で生活を継続するための 4 誰もがいきいきと輝けるステージづくりの促進 

基盤整備   

   

 5 サービスの担い手の確保 
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通し
番号 

個別施策 
掲載 

ページ 

１  地域社協（福祉の会）をはじめとする地域福祉関係団体への活動支援の充実 105 

２ 新規 共同募金事業のあり方の検討 105 

３  市民社協等財政援助出資団体との連携強化 105 

４  障害者団体やボランティア団体の活動支援の充実 105 

５ 拡充 シニア支え合いポイント制度の拡充 106 

６  地域福祉コーディネーター（仮称）設置の検討 107 

７  民生児童委員協議会、赤十字奉仕団、保護司会の活動支援の充実 107 

８  心のバリアフリー事業の推進 108 

９  ボランティア学習・福祉学習の推進 108 

10  地域包括ケアシステム（まちぐるみの支え合いの仕組みづくり）の推進 109 

11  見守り・孤立防止の強化 109 

12  ひとり暮らし高齢者の安心の確保 109 

13  安否確認及び避難支援体制づくりの推進 112 

14 拡充 福祉避難所の充実 112 

15  権利擁護事業・成年後見制度の利用の促進 114 

16 新規 成年後見制度利用促進基本計画策定の検討 114 

17  虐待防止の推進 114 

18  
健康福祉総合計画・地域リハビリテーション推進会議等による課題解決のためのネットワ

ークの強化 
116 

19  在宅医療・介護連携推進事業による多職種連携の強化 116 

20  バリアフリー基本構想に基づくバリアフリー化・ユニバーサルデザイン化の推進 116 

21  生活困窮者を早期に発見し支援するための広報活動及び庁内・庁外のネットワークの充実 119 

22 新規 生活困窮者の経済的自立を支援する家計相談支援事業の実施の検討 119 

23 拡充 貧困の連鎖を防止する子どもの学習支援事業等の対象者拡充の検討 119 

24  キャリア活用による社会貢献活動の推進 121 

25  様々なステージ（活動、機会など）づくりの支援 121 

26 新規 地域包括ケア推進人材育成センター（仮称）の設置 124 

27  福祉人材の確保と育成 124 

28 新規 社会福祉法人への連携・支援の充実 124 
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第３節 基本施策と具体的取組み 

ここからは、計画期間における基本施策と具体的な取組みについて記載します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）地域福祉活動の促進 

■ 地域福祉に関するアンケート調査結果（以下「アンケート調査結果」という。）によると、

地域活動やボランティア活動に「参加したことがない」方が６割を超える一方、参加意向

においては、「活動をしたい」が３割強となっており、現在、活動していない方の中にも、

地域活動・ボランティアに参加意欲のある方が少なくないことが見込まれます。 

■ 平成 28（2016）年度に新規事業として開始した「いきいきサロン事業」（近所・支え

合い・健康づくりの場を運営する住民の団体に対して市が補助金を交付）では、わずか１

年足らずの間に 17か所ものサロンが設置されたことから、地域福祉活動における潜在的

な担い手は少なくないことが見込まれます。 

■ 他方、市内には、市民が安心して住めるまちづくりを目指す住民組織「地域福祉活動推進

協議会」（以下「地域社協（福祉の会）」という。）が平成７（1995）年に設立されてお

り、現在では 13 の地域社協（福祉の会）が地域の様々な支え合い活動を展開しています。 

■ 地域社協（福祉の会）は、災害時要援護者の安否確認、シニア支え合いポイント制度の協

力団体など、本市の施策の重要な役割を担っており、武蔵野市民社会福祉協議会（以下「市

民社協」という。）を通して活動の支援を行っています。しかし、活動を行う担い手が不

足しているという深刻な問題も抱えています。 

■ 市民社協は、様々な分野で地域活動に参加する市民の連携を支え、市民目線で地域の生活

課題を吸い上げ、解決する仕組みづくりの役割を担っています。 

■ また、市民社協は、テンミリオンハウス起業運営支援事業、地域活動支援事業など本市の

福祉分野における重要な施策を受託しています。 

■ さらにボランティア・地域福祉活動助成事業、「お父さんお帰りなさいパーティ」「おとぱ

サロン」を実施して、地域福祉活動推進のための積極的な支援を行っています。 

■ 平成 30（2018）年４月に施行される改正社会福祉法第 106 条の３第１項には、あら

ゆる住民が共に支え合う「地域共生社会の実現」に向けて自治体が取り組むべき事項とし

て、地域福祉活動への住民参加を促す活動を行う者への支援や地域住民の交流拠点の整備

などが努力規定として明記されます。 

 

 

 基本的方向性 

・市民主体の地域福祉活動を推進します。 

・自発的・主体的な地域福祉活動の拡大に向けて住民参加を促進します。 

市民の主体的な地域福祉活動の促進 １ 
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■ 共同募金事業は、昭和 22（1947）年から全国的に開始されました。本市では、赤十字

奉仕団、民生児童委員協議会が長年にわたって、戸別訪問による募金活動に積極的に関与

してきました。 

■ しかし、近年では集合住宅の増加や住宅のセキュリティ強化などの影響から、戸別訪問を

行う赤十字奉仕団員及び民生児童委員の負担感が増加しています。 

■ このことから、多様な主体による募金活動への関与など、共同募金事業のあり方とさらな

る寄付文化の醸成について検討します。 

■ 地域における様々な課題を解決するためには、市民一人ひとりが地域の課題を共有し、市

民による自発的・主体的な地域福祉活動への住民参加につなげるための啓発やマッチング、

コーディネートを行う必要があります。 

■ 市は、地域社協（福祉の会）を始めとした地域福祉関係団体の活動支援を通して地域共生

社会の実現に向けた取組みを推進していきます。 

■ 多様な地域福祉活動の推進と活動相互の連携により、地域コミュニティの活性化を目指し

ます。 

 

通し

番号 
個別施策 内容 

１ 

地域社協（福祉の会）をはじ

めとする地域福祉関係団体

への活動支援の充実 

□ 改正社会福祉法の規定に応じた地域福祉団体への

活動支援について検討するほか、市民主体の地域

福祉活動を推進していきます。 

２ 

【新規】 

共同募金事業のあり方の検

討 

□ 多様な主体による募金活動への関与など、共同募

金事業のあり方とさらなる寄付文化の醸成につい

て検討を行います。 

３ 
市民社協等財政援助出資団

体との連携強化 

□ 市民社協が策定する地域福祉活動計画と施策・事

業間の連携を図ります。 

□ 各団体の自立性を尊重しながら、地域の課題解決

にとって有効な組織や連携のありかたをコーディ

ネートします。 

４ 
障害者団体やボランティア

団体の活動支援の充実 

□ 地域ボランティアの養成と新たなボランティアニ

ーズに対応するため、市民社協と連携しながら、

各団体における自主的な活動の支援を行います。 
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（２）シニア支え合いポイント制度の取組み 

■ 平成 28（2016）年度より試行実施した「シニア支え合いポイント制度」は、６か月間

で、83 人の市民（延べ 1,225 人）が９か所の施設・団体で活動いたしました。 

■ アンケート調査結果では、「シニア支え合いポイント制度」のように、ボランティア活動

の実績に応じて対価を提供する制度の魅力について『魅力を感じる』方が５割近くを占め

ています。 

■ 自発的・主体的な地域福祉活動への住民参加を推進する「シニア支え合いポイント制度」

の対象施設の拡大、利用年齢層の見直しの検討及び啓発やマッチングを進めることで制度

の拡充を推進します。 

 

通し

番号 
個別施策 内容 

５ 

【拡充】 

シニア支え合いポイント制

度の拡充 

□ シニア支え合いサポーターの育成及び協力施

設・団体を拡充し、市民共助の取組みをさらに推

進し、介護福祉人材のすそ野の拡大を図ります。 

 

図表 2-3-1 シニア支え合いポイント制度の今後の展開予定 

（出典：武蔵野市地域支え合いポイント制度（仮称）検討委員会報告書 より） 

 

  

年度 28 29 30 31 32 33 34

実施

②その他の年齢（今後検討）

【共通事項】

　協力施設・団体が定めた活動／活動にかかわる講習会の実施／施設による活動実績の把握が可能な活動

　賃金や報酬の支払われていない活動／専ら近親者のための活動は除く

④その他の活動（今後検討）

対象

②地域福祉活動推進協議会が行う
地域でのボランティア活動

①施設介護サポーター事業をしてい
る高齢者施設（特別養護老人ホー
ム、介護老人保健施設、通所介護、
通所リハビリテーション）での活動

65歳以上の市民 65歳以上の市民

活動
範囲

①高齢者施設（特別養護老人ホーム、
介護老人保健施設、通所介護、通所リ
ハビリテーション、認知症グループ
ホーム、テンミリオンハウスなど）で
の活動

第六期長期計画（～41年度）

本格実施

高齢者福祉計画・
第６期介護保険事業計画

高齢者福祉計画・
第７期介護保険事業計画

高齢者福祉計画・
第８期介護保険事業計画

第五期長期計画・調整計画

策定期間

試行実施 拡大実施

長期
計画

個別
計画

65歳以上の市民

（介護保険第１号被保険者） （介護保険第１号被保険者）   （介護保険第１号被保険者）

①高齢者施設（特別養護老人ホーム、介護老人保健
施設、通所介護、通所リハビリテーション、認知症グ
ループホーム、テンミリオンハウスなど）での活動

②地域福祉活動推進協議会が行う地
域でのボランティア活動

②地域福祉活動推進協議会が行う地域でのボランティ
ア活動

③市及び関係団体が行う高齢者対
象の事業（在宅サービスを含む）を
支援する活動

③市及び関係団体が行う高齢者対象の事業（在宅
サービスを含む）を支援する活動
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（３）地域福祉コーディネーター（仮称）設置の検討 

■ 地域福祉コーディネーター（仮称）については、市民社協が策定した第三次地域福祉活

動推進計画を経て設置の検討が行われましたが、その後、介護保険制度における生活支

援コーディネーターが設置されました。また、市民社協では平成 28（2016）年から、

３圏域（西部・中部・東部）に１人ずつ地域専任担当職員を配置し、地域福祉活動の包

括的な支援を行う体制をとっています。 

■ 現在、市の健康福祉分野におけるコーディネーターの役割を持つものとして、生活支援

コーディネーター、認知症コーディネーター、市民社協ボランティアコーディネーター

等が挙げられます。 

■ また、市の防災安全分野におけるコーディネーターの役割を持つものとして、大規模災

害発生時に避難行動要支援者・災害時要援護者の安否確認及び避難支援の指揮を執る安

否確認コーディネーター、避難支援コーディネーターが挙げられます。 

■ さらに、市の教育分野におけるコーディネーターの役割を持つものとして、各小中学校

に設置されている地域コーディネーターが挙げられます。 

■ 市では、これらのコーディネーターが担う役割を勘案したうえで、地域福祉コーディネ

ーター（仮称）の設置について市民社協と検討していきます。 

 

通し

番号 
個別施策 内容 

６ 
地域福祉コーディネーター

（仮称）設置の検討 

□ 市における各種コーディネーターなどの役割を勘

案し、地域福祉コーディネーターを設置すること

について検討していきます。 

 

（４）民生児童委員協議会、赤十字奉仕団、保護司会の活動支援 

■ 市民からの相談を受け、行政等の適切な機関に「つなぐ」役割を担う民生児童委員、市

のボランティア団体の草分け的団体であり、最も深い歴史と伝統を誇る赤十字奉仕団、

犯罪防止及び罪を犯した者の更生保護活動の役割を担う保護司会においては、地域共生

社会への実現に向けて今後ますますその役割は重要なものとなります。その一方で、加

盟されている方々の高齢化や担い手不足という深刻な問題を抱えています。 

■ 市は、民生児童委員、赤十字奉仕団及び保護司会とのコミュニケーションを十分に図り、

活動の支援を通じて、それぞれの団体が抱える課題に対して協議していきます。 

 

通し

番号 
個別施策 内容 

７ 

民生児童委員協議会、赤十字

奉仕団、保護司会の活動支援

の充実 

□ 民生児童委員協議会、赤十字奉仕団、保護司会と

それぞれの団体の活動における課題の解決に向け

て協議していきます。 
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（５）心のバリアフリー事業等の推進 

■ 平成 18（2006）年に高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（通

称「バリアフリ―新法」）が施行され、心のバリアフリー化について国（地方公共団

体）、国民の責務と位置づけられました。 

■ 心のバリアフリーとは、障害のある人、認知症の人などと地域の人がお互いを理解

し助け合い、気持ちよく暮らし続けることができるまちをつくるための心構えです。 

■ 本市ではこれまでも認知症サポーター養成講座等各種講習会や啓発事業、心のバリ

アフリー事業などを行ってきましたが、平成 32（2020）年に東京オリンピック・

パラリンピックの開催を迎えることなどを契機として、市内の教育機関や企業、地

域住民の方々とも連携し、心のバリアフリーをさらに推進していきます。 

■ 高齢者、障害のある人などに対する市民一人ひとりの理解を深め、思い込みや偏見

をなくすことによりあらゆる人が社会参加しやすい環境づくりをめざしていきます。 

 

通し

番号 
個別施策 内容 

８ 
心のバリアフリー事業の推

進 

□ 認知症の理解促進及び認知症の方とその家族が暮

らしやすいまちづくりのため、市民向け、事業者

向けの「認知症サポーター養成講座」等の実施に

より、認知症理解の促進、地域の認知症高齢者見

守り意識の醸成を図ります。 

□ 様々な障害を理解し、偏見や差別をなくすため、

障害のある人と地域の人々が交流を図る各種イベ

ントの開催を推進します。 

９ 
ボランティア学習・福祉学習

の推進 

□ 市民社協に設置されている「ふれあい福祉学習委

員会」により、市内の福祉施設・事業所と協働し

て小・中学校の総合的学習の授業における「ふれ

あい福祉学習」の内容充実を支援していきます。 

□ ボランティア活動体験希望者を支援するために市

民社協が実施している「夏！体験ボランティア」

事業の内容充実を支援していきます。 
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（１）孤立防止施策の推進 

■ アンケート調査結果では、地域に顔見知りが「１人もいない」「１～２人」と答えた方が

全体の約２割を占めました。 

■ 地域社会でのつながりが希薄化する中で、市では、市民の安心・安全な暮らしを支えて

いくために、地域包括ケアシステム（まちぐるみの支え合いの仕組みづくり）をもとに、

市民が地域で孤立することなく安心して暮らし続けられる仕組みづくりを推進していま

す。 

■ このことを踏まえ、市では、地域共生社会実現のために、これまでの他人事が「我が事」

に変わっていくような住民の主体的な活動を支援する働きかけを推進し、そのような地

域の自助・共助と、行政の公助とが効果的に連携する仕組みづくりを進めていきます。 

 

通し

番号 
個別施策 内容 

10 

地域包括ケアシステム（まち

ぐるみの支え合いの仕組み

づくり）の推進 

□ まちぐるみで互いに支え合う地域共生社会の実現

に向け、自助・共助・公助の役割分担に基づき、

地域で暮らす一人ひとりがお互いに連携し、支え

合う仕組みづくりを推進します。 

11 見守り・孤立防止の強化 

□ ひとり暮らし高齢者や、認知症高齢者の増加、生

活困窮の課題に対応するために設置された、民間

事業者や関係機関との協力体制である「見守り・

孤立防止ネットワーク」への参加団体の拡大と連

携の強化を検討していきます。 

12 
ひとり暮らし高齢者の安心

の確保 

□ 「高齢者安心コール事業」の周知を強化し、ひと

り暮らし高齢者に対する安心の確保の増進を図り

ます。 

  

安心・安全な暮らしを支える自助・共助・公助の連携 ２ 

 

基本的方向性 

・地域で孤立することなく暮らし続けられる仕組みづくりを推進します。 

・市民の安心・安全な暮らしを支えるための仕組みづくりを推進します。 

・権利擁護・成年後見制度の利用促進を図ります。 



- 110 - 

 

 

図表 2-3-2  

平成 28（2016）年度武蔵野市見守り・孤立防止ネットワーク連絡協議会参加団体名簿 

 （市各課を除く） 

区分  団体・機関等名称 

住
宅
供
給

事
業
者 

1 東京都住宅供給公社 

2 独立行政法人 都市再生機構（北多摩住まいセンター、日本総合住生活） 

3 公益財団法人 東京都宅地建物取引業協会 武蔵野中央支部 

ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
関
係
等 

サ
ー
ビ
ス
提
供
事
業
者 

4 多摩新聞販売同業組合 武蔵野支部 

5 東京ガス株式会社 西部支店 

6 東京電力株式会社 武蔵野支社 

7 武蔵野市シルバー人材センター 

8 武蔵野郵便局 及び 市内郵便局代表（吉祥寺北町郵便局） 

9 水道部 

10 武蔵野市居宅介護支援事業者連絡協議会 

11 弁当宅配業者（宅配クックワン・ツゥ・スリー、ワタミタクショク） 

12 ヤマト運輸株式会社 埼京主管支店、武蔵野中央支店 

13 生活協同組合コープみらい 東久留米センター 

14 生活協同組合パルシステム東京 

15 株式会社セブン‐イレブン・ジャパン 

16 株式会社イトーヨーカ堂 

17 武蔵野市商店会連合会 

18 第一生命株式会社 

19 明治安田生命保険相互会社 

20 東都生活協同組合 

21 東京ハイヤー・タクシー協会 武三支部 

関
係
機
関 

22 武蔵野警察署 

23 武蔵野消防署 

24 武蔵野市医師会 

25 武蔵野市民生児童委員協議会 

26 武蔵野市民社会福祉協議会 

27 市内在宅介護・地域包括支援センター長代表 
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（２）災害が発生しても安心して暮らし続けられるまちづくりの推進 

■ 平成 23（2011）年に発生した東日本大震災以降、国内では大規模な災害が頻発し、

災害対策の重要性はますます高まっています。 

■ 地震を始めとした災害が発生した際の安全確保については、平常時からの備えと地域

住民による相互の助け合いが大切です。 

■ 他方、発災時に災害時要援護者の安否確認の役割を担う支援者のなり手が不足してお

り、１人の支援者が複数人の災害時要援護者を担当している現状があります。 

■ 安否確認の方法についても、不在時や避難支援が必要な場合の対応方法など、状況に

よって報告の方法が異なることから、代表的な事例を用いて支援者を始めとした避難

支援関係者に周知する必要があります。 

■ 未同意の避難行動要支援者のうち、人工呼吸器等を使用しているなど医療依存度の高

い方については、医療・介護等事業者、基幹相談支援センター等と連携して、円滑な

安否確認及び避難支援が実施できる体制づくりが必要です。 

■ 災害が発生しても安心して暮らし続けられるまちづくりに向け、武蔵野市地域防災計

画に基づき、市担当部署、関係機関、地域社協（福祉の会）等避難支援関係者などと

連携を取りながら、引き続き避難支援体制及び福祉避難所の充実を推進していきます。 

 

 

図表 2-3-3 高齢者安心コール事業概要 
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通し

番号 
個別施策 内容 

13 

 

安否確認及び避難支援体制

づくりの推進 

□ 未同意の避難行動要支援者に対して、災害時要援

護者への登録を勧奨します。 

□ 安否確認を行う役割を担う支援者の確保につい

て、関係機関と検討していきます。 

□ 避難支援等関係者を始め、様々な関係機関との連

携を通じて、未同意の避難行動要支援者及び災害

時要援護者の安否確認から避難支援へと円滑に進

める体制づくりを推進します。 

14 

【拡充】 

福祉避難所の充実 

□ 総合防災訓練等で福祉避難所開設・運営訓練を実

施するとともに、福祉避難所の整備をさらに進め

ていきます。 

 

 

図表 2-3-4 災害時要援護者等の登録者及び事業概要 

 

 

 

 

  

災害時要援護者対策事業・避難行動要支援者 

市民 

要配慮者 

 

 

 

 

 
未同意の避難行動要支援者 

（同意なし） 

災害時 

要援護者 

（同意あり） 

高齢者、障害者（児）、外国人、妊産婦、乳

幼児、その他災害時に一定の配慮を要すると

考えられる市民 

下記「災害時要援護者」と「未同意の避難行動要

支援者」に該当する避難行動要支援者全体 

災害時要援護者 

右記「避難行動要支援者の範囲」に該当する

者のうち、避難支援等関係者への情報提供に

同意している者 

⇒平常時から関係者へ情報提供 

未同意の避難行動要支援者 

右記「避難行動要支援者の範囲」に該当する

者のうち、避難支援等関係者への情報提供に

同意していない者 

⇒災害発生時等に関係者へ情報提供 

【避難行動要支援者の範囲】 

①高齢者のうち、要介護３～

５に認定されている在宅の方 

②障害者（児）のうち、身体

障害者手帳１・２級の第１種

を所持している方（ただし、

心臓・じん臓機能障害のみの

方を除く。） 

③愛の手帳１・２度を所持し

ている方 

④精神障害者保健福祉手帳

１・２級を所持しており、か

つ、単身世帯の方。 

⑤市の生活支援を受けている

難病の方 

⑥災害時要援護者に登録され

ている方 ◆災害時要援護者対策事業 （平成 19年度より実施） 

・地域住民による支え合い活動として地域社協（福祉の会）が実施主体。 

・災害時要援護者登録数： 694人（平成 29年 2月 17日現在） 

支援者：発災時（震度５弱以上の地震）、要援護者の安否確認をする地域住民の方。要援護者１名に対し、あらか

じめ決めた２名以上の支援者、またはグループで支援することを基本としている。 

避難行動要支援者 ● 
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（３）権利擁護事業及び成年後見制度の利用促進 

■ 今後、高齢者の人口増加に伴い増加が予想される認知症の方、知的障害や精神障害のあ

る方など、判断能力が不十分な方の権利擁護と成年後見制度の利用を促進し、本人と家

族の安心につなげます。 

 

図表 2-3-5 認知症高齢者数の推移 

基準日 
平成 27（2015）年

7 月 1 日 

平成 28（2016）年

7 月 1 日 

平成 29（2017）年

7 月 1 日 

Ⅱ以上（注）の高齢者数 3,505 人 3,717 人 3,932 人 

（注）基準日現在、要介護・要支援の認定を受けている 65 歳以上の者のうち、認定調査時の認知

症高齢者の日常生活自立度がⅡ以上の高齢者数（住所地特例者及び施設入所者含む） 

 

図表 2-3-6 愛の手帳保持者の推移 

平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

969 1,003 1,025 1,060 1,092 

 

図表 2-3-7 精神障害者保健福祉手帳取得者の推移 

平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

 787 873 947 1,033 1,150 

 

■ 近年、認知症の高齢者、精神障害及び知的障害のある人が増えている中で、成年後見人

に親族が就任する割合は、年々減少し、全国的にも親族以外の第三者が就任する事例が

70％となっています。高齢者や障害のある人が、同居または近くに住む家族がいなく

とも、住み慣れた地域で安心して暮らせるように支援する仕組みが求められています。 

 

図表 2-3-8 成年後見人等（保佐人・補助人）になる割合の推移 

 平成 12 年度 平成 23 年度 平成 27 年度 

親族後見人 90.9% 55.6% 29.9% 

第三者後見人 9.1% 44.4% 70.1% 

（出典：最高裁判所事務総局家庭局「成年後見関係事件の概要」に基づき作成） 

 

■ 国では、成年後見制度の利用の促進に関する法律に基づき、成年後見制度利用促進計画

を策定していますが、市町村においても計画を策定するよう努めることとされているた

め、本市における計画の策定を検討します。 

■ 成年後見制度については、武蔵野市福祉公社が成年後見制度推進機関となって、相談と

制度利用等の対応を行っています。親族等による任意後見の困難な方が増加することが

見込まれることから、武蔵野市福祉公社では市民後見人の養成・活用も進めていきます。

身上監護や財産管理が市民後見人では困難な場合は専門職による支援や法定後見人の

利用を進めるなどの対応をして、役割を明確化していきます。 

 

 



- 114 - 

 

通し

番号 
個別施策 内容 

15 
権利擁護事業・成年後見制度

の利用の促進 

□ （公財）武蔵野市福祉公社、（社福）東京都社会福

祉協議会が実施する権利擁護事業を活用すること

で、高齢者の生活と財産の保護を図ります。 

□ 福祉公社やＮＰＯ法人こだまネットと情報の共

有、連携を図りながら、当事者やその家族などに

向けた制度の普及啓発、後見業務を遂行できる人

材の育成支援などを推進します。 

16 

【新規】 

成年後見制度利用促進基本

計画策定の検討 

□ （公財）武蔵野市福祉公社等関係機関と連携し、

計画策定に向けた検討を行っていきます。 

 

＜参考＞ 成年後見制度の利用の促進に関する法律（平成 28（2016）年 4月 15 日公布） 

【抜粋】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）虐待防止の推進 

■ 虐待については、未然に防止を図る広報・啓発活動と、虐待発生時の通報先の一元化

や常時連絡可能な体制など迅速かつ的確な対応が必要です。 

■ 高齢者、障害者に対する虐待防止について、在宅介護・地域包括支援センター、基幹

相談支援センターは、関係機関との連携を通じて、早期発見・適切な支援を図ってい

きます。 

 

通し

番号 
個別施策 内容 

17 虐待防止の推進 

□ 虐待に関する地域住民への理解促進を図ります。 

□ 在宅介護・地域包括支援センター、基幹相談支援

センターが中心となり、高齢者、障害のある人な

どへの虐待を防止するための仕組みづくりを引き

続き推進します。 

 

  

第二三条 市町村は、成年後見制度利用促進基本計画を勘案して、当該市町村の

区域における成年後見制度の利用の促進に関する施策についての基本的な計画

を定めるよう努めるとともに、成年後見等実施機関の設立等に係る支援その他

の必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

２ 市町村は、当該市町村の区域における成年後見制度の利用の促進に関して、

基本的な事項を調査審議させる等のため、当該市町村の条例で定めるところに

より、審議会その他の合議制の機関を置くよう努めるものとする。 
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（５）相談支援ネットワークの連携強化 

■ 少子高齢化や核家族化の進展、社会・経済状況の変化等に伴い、介護・福祉ニーズは多

様化、複雑化しています。子育てと介護を同時に行うダブルケア、障害福祉サービスを

受けている方の認知症高齢者の介護、大人の発達障害、対象が拡大した難病、生活困窮

者への支援など、制度ごとのサービス提供では対応が難しいケースが増えています。 

■ このような複合的な課題を有する場合や、分野横断的な課題に対応するためには、関係

機関も含めた相談体制の構築が重要であり、さらに強化する必要があります。 

■ また、医療と介護サービスの両方を受けながら、地域で生活する高齢者等が増加する中

で、市民の安心・安全な暮らしを支援するためには、医療機関や介護サービス事業者等、

支援者が情報を共有し、連携してサービス提供を行うことが重要です。 

■ 以上のことを踏まえ、市では、各制度の窓口となる職員の対応力を向上させるとともに、

保健・医療・介護・福祉分野の多職種連携を推進するために、分野横断的な研修や対応

時の仕組みづくり等により、相談機関のネットワーク（図表２-3-９参照）を強化して

いきます。 

■ 相談機関のネットワークの強化に向けて、「健康福祉総合計画・地域リハビリテーショ

ン推進会議」の下部組織として、「実務担当者調整会議」を設置し、連携の強化や定期

的な連絡等を充実させます。 

 

図表 2-3-9 相談支援ネットワークの連携強化のイメージ 
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通し

番号 
個別施策 内容 

18 

健康福祉総合計画・地域リハ

ビリテーション推進会議等

による課題解決のためのネ

ットワークの強化 

□ 第３期健康福祉総合計画の基本理念となる地域リ

ハビリテーションの推進のため、保健・医療・福

祉・教育などの他機関・多職種の職員と連携を図

ることで課題解決のネットワークの強化を図りま

す。 

19 
在宅医療・介護連携推進事業

による多職種連携の強化 

□ 平成 27（2015）年度に介護保険法に位置づけ

られた「在宅医療・介護連携推進事業」による課

題解決の取組みについて、高齢・介護分野以外に

も拡充し、多職種連携のすそ野を広げ、連携強化

を図ります。 

□ 在宅医療・介護連携推進事業については、保健・

医療・介護福祉関係者等多職種の合同研修の実施

や、市民の理解を促進するための講演会等を計画

的に開催していきます。 

 

（６）バリアフリー化の推進 

■ 障害の有無やライフステージによる変化を超えて、すべての人々が住み慣れた地域で安

心・安全に暮らしていくためには、バリアフリー化を進めたまちづくりが必要です。 

■ 市内３駅周辺のバリアフリー化の重点的かつ一体的な推進をめざして策定された「武蔵

野市バリアフリー基本構想」に基づき、すべての人にやさしいまちづくりを引き続きめ

ざします。 

■ 平成 32（2020）年の東京オリンピック・パラリンピック競技大会の開催は、ユニバー

サルデザインのまちづくりを推進する大きな機会となります。市民も来街者もまち歩き

を楽しめるまちづくりの一環としてお出かけサポートマップ改訂版の発行を検討します。 

通し

番号 
個別施策 内容 

20 

バリアフリー基本構想に基

づくバリアフリー化・ユニバ

ーサルデザイン化の推進 

□ 吉祥寺駅、三鷹駅、武蔵境駅周辺地区のバリアフ

リー化について関連部署と連携して重点的に進め

ます。 

□ 東京都福祉のまちづくり条例及び武蔵野市バリア

フリー基本構想に基づき、事業者等への指導及び

協力を通じて公共交通、道路、建築物、公園、信

号機等のバリアフリー化を推進します。 

□ 平成 27（2015）年度に発行した「お出かけサ

ポートマップ 2016」改訂版発行の検討をしてい

きます。 
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（１）生活困窮者総合相談窓口の周知と自立を支援する事業の検討 

■ 平成 27（2015）年度より、生活福祉課に生活保護相談だけでなく、「生活に困ってい

る人は誰でも何でも」相談できる生活困窮に関する総合相談窓口を設置しました。生活

保護相談も含めた生活困窮に関する相談実件数は、生活保護相談だけであった平成 26

（2014）年度の 542 件から平成 27（2015）年度には 793 件へと大幅に増加しま

した。 

 

図表 2-3-10 生活困窮に関する総合相談実績 

 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

生活困窮相談件数    258 322 

生活保護相談件数 689 550 542 628 632 

合計 689 550 542 886 954 

相談実件数 689 550 542 793 825 

※「生活困窮相談」と「生活保護相談」を同時に行った場合は、それぞれに計上している。 

 

■ アンケート調査結果では、生活費に困った時の相談相手について、「家族・親戚」に相談

した人が 56.1％に上る一方で、誰にも「相談しなかった」人が 22.4％、「市や市の関係

機関」に相談した人は 4.9％でした。 

■ 同調査結果の生活困窮者自立支援制度や生活困窮に関する相談場所の認知状況では、生活

困窮に関する「制度を知っているし、相談できる場所も知っている」は 7.9％にとどまり、

「制度は知っているが、相談できる場所は知らない」は 21.6％でした。 

■ 様々な出来事をきっかけに誰でも生活困窮に陥るおそれはあります。その出来事は「日常

的に生活費を支払う時」、「自分や家族が失業した時」、「自分や家族が事故や病気になった

時」など多様であり、誰にでも起こりえます。 

  

 

基本的方向性 

・生活に困窮した人を早期に発見し支援するため、総合相談窓口や生活困窮者

自立支援事業のさらなる周知と、必要な支援に「つながる」仕組みづくりを

推進します。 

・さまざまな生活困窮の課題に対応し、生活困窮者の自立を支援できる事業の

検討を進めます。 

 

生活困窮者への支援 ３ 
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図表 2-3-11 生活費に困った時の相談相手 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2-3-12 生活困窮者自立支援制度や生活困窮に関する相談場所の認知状況 

 

図表 2-3-13 生活費に困った時はどのようなときか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

n = (863)

制度を知っている

し、相談できる場所

も知っている

7.9%

制度は知っている

が、相談できる場所

は知らない

21.6%

わからない

64.7%

無回答

5.9%

n=(246)  

家族・親戚

友人・知人

銀行等の金融機関

消費者金融等の貸金業

市や市の関係機関

市民社協

弁護士や司法書士

民生・児童委員

地域社協（福祉の会）

その他

相談しなかった

　無回答

56.1

10.6

8.1

7.3

4.9

2.0

1.2

0.8

-

2.0

22.4

7.7

0 10 20 30 40 50 60 (%)

n=(246)  

日常的に生活費を支払う時

自分や家族が失業した時

自分や家族が事故や病気になった時

子どもが高校や大学に進学した時

子どもが生まれた時

学校を卒業した時

結婚した時

自分や家族に介護が必要になった時

子どもが保育所・幼稚園に入園した時

離婚した時

自分や家族が株やギャンブルで
損失を出した時

子どもが小中学校に入学した時

配偶者と死別した時

自分や配偶者が定年退職した時

その他

　無回答

32.9

27.2

23.2

15.9

13.0

11.4

8.9

8.9

8.1

7.3

5.3

4.5

4.5

2.4

15.9

3.7

0 5 10 15 20 25 30 35 (%)
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■ 生活困窮に関する悩みや相談事ができた時に、少しでも早く誰かに相談をしてもらう必要

があります。本人への周知はもちろん、相談を受けた家族、友人などのほか、地域で活動

している人々が、必要な相談機関につなげられるために、相談窓口に関する市民へのさら

なる周知が必要です。 

■ 高齢者、障害者、子どもなどに関わる様々な相談機関の窓口から生活困窮相談窓口に確実

に「つながる」よう、相談機関間の横断的連携をさらに強化する必要があります。 

■ 生活困窮者自立支援法について、平成 30（2018）年度改正に向けた検討が、国におい

て進められています。国の動向も踏まえながら、家計相談支援事業などの任意事業の拡充

について検討する必要があります。 

 

通し

番号 
個別施策 内容 

21 

生活困窮者を早期に発見し

支援するための広報活動及

び庁内・庁外のネットワーク

の充実 

□ 生活に困窮する本人や家族などに、総合相談窓口

や生活困窮者自立支援事業を周知し、必要な支援

につながるように広報活動を充実させます。 

□ 高齢者、障害者、子どもなどに関わる様々な相談

機関や地域の団体が、生活困窮者を早期に発見し

支援につなげられるよう、「生活困窮者自立支援庁

内連絡会議」など、庁内・庁外の関係団体との連

携を強化します。 

22 

【新規】 

生活困窮者の経済的自立を

支援する家計相談支援事業

の実施の検討 

□ 生活困窮者の家計管理力を高め、生活困窮状態か

らの脱却を支援する家計相談支援事業の実施を検

討します。 

23 

【拡充】 

貧困の連鎖を防止する子ど

もの学習支援事業等の対象

者拡充の検討 

□ 生活困窮世帯の貧困の連鎖を防止するため、高校

進学や中退防止を含む子どもの学習支援事業の対

象者の拡大等を検討します。 
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（１）市民の多様なステージ（活動、機会など）づくりの支援 

■ アンケート調査結果では、地域活動に参加してよかったと思うことは「社会や他人の役に

立った」「人的なネットワークや交流ができた」「自分の向上、自信につながった」という

回答が上位を占めました。 

■ このことから、地域福祉活動は社会のため・自分のためとなりうる可能性が高く、地域を

支える担い手として、いきいきと輝けるステージのひとつと位置付けることができます。 

■ さらに「地域活動をしたい人」の割合は、どの性別・年代層でも「現在活動している人」

の割合を上回っており、地域福祉活動の潜在的な担い手は少なくないと考えられます。そ

のような方々をいかに、実際の活動につなげていくかが課題です。  

 

図表 2-3-14 地域活動をしている方と今後活動したいと考えている人の割合 

 

  

男20代

男30代

男40代
男50代

男60代

男70以上

女20代

女30代

女40代

女50代

女60代

女70以上

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

0 5 10 15 20 25 30 35

現在活動している（%）

活
動
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%
）

誰もがいきいきと輝けるステージづくりの促進 ４ 

 

基本的方向性 

・市民の多様な活動意向の実現を図ります。 

・年齢や性別、障害の有無にかかわらず、社会の中で自己の役割に自信と誇り

を持ち、生きがいのある充実した暮らしを送れるようなステージづくりを支

援します。 
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■ アンケート調査結果では、今後の福祉・保健のあり方について重点を置くべき施策として

「退職された方々が地域活動で活躍できる場の提供」と答えた方が約３割となっています。 

■ 高齢者の増加は、地域で活動する人材の増加ととらえることもできます。社会で培ったキ

ャリアを活用し、地域活性化の一翼を担う存在として、退職後でも活躍できるステージへ

の誘致を推進します。 

■ 市民社協が実施している「お父さんお帰りなさいパーティ」「おとぱサロン」等の事業を

通して、定年を迎えた方々が地域福祉活動へ参加するきっかけづくりの支援を促進します。 

■ 年齢や性別、障害の有無にかかわらず、誰もが社会の中で自己の役割に自信と誇りを持ち、

生きがいを持って充実した暮らしが送れるように、多様なステージ（活動、機会）づくり

の支援等を進めます。 

■ 障害のある方の活動の場を広げるとともに、誰もが参加しやすい環境の整備を進め、それ

ぞれの障害特性に応じた地域活動や余暇活動への参加を促進します。 

 

通し

番号 
個別施策 内容 

24 
キャリア活用による社会貢

献活動の推進 

■ 老壮連合会と武蔵野生涯学習振興事業団武蔵野プ

レイスとの共催で実施している「老壮シニア講座」

や、市民社協実施の「お父さんお帰りなさいパー

ティー」「おとぱサロン」等へ活動支援を行い、地

域福祉活動へ参加するきっかけづくりや、出番を

感じることができるステージづくりを推進しま

す。 

25 
様々なステージ（活動、機会

など）づくりの支援 

■ 市及び市民社協は、地域住民と連携して、社会の

中で生きがいのある充実した暮らしを送れるよう

なステージづくりの支援を行っていきます。 
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（１）福祉人材の確保と育成 

■ アンケート調査結果では、重点を置くべき福祉・保健施策では「在宅福祉を支えるサービ

ス」「要介護状態になることを予防するサービス」が上位となっており、高齢者へのサー

ビス供給確保に関する項目の関心の高さが伺えます。 

■ また、市の人口推計を見ると、市の今後の人口は微増が続きますが、高齢化も緩やかに進

み、高齢化率は今後 10年間で約 1ポイント程度増加することが見込まれます。 

 

図表 2-3-15 人口の推移と将来の見通し 

    
平成 24 年 

（2012 年） 

平成 29 年 

（2017 年） 

平成 34 年 

（2022 年） 

平成 39 年 

（2027 年） 

総人口 (人) 138,582 145,016 150,527 154,977 

高齢者人口 (人) 28,690 32,052 33,571 35,909 

  20.7% 22.1% 22.3% 23.2% 

 前期高齢者 (人) 13,651 15,429 15,055 14,835 

 （65～74 歳）  9.9% 10.6% 10.0% 9.6% 

 後期高齢者 (人) 15,039 16,623 18,516 21,074 

 （75 歳以上）  10.9% 11.5% 12.3% 13.6% 

生産年齢人口 (人) 94,819 96,038 98,320 100,434 

（15～64 歳）  68.4% 66.2% 65.3% 64.8% 

年少人口 (人) 15,073 16,926 18,636 18,634 

（０～14 歳）  10.9% 11.7% 12.4% 12.0% 

(平成24年と平成29年は実績値。平成34年と平成39年は推計値。各年10月1日付) 

図表 2-3-16 男女５歳階級別の将来人口の見通し 

 

 

 

 

  

サービスの担い手の確保 ５ 

 
基本的方向性 

・サービス供給の基盤となる人材の育成・確保を推進します。 

・担い手の確保に向けて、社会福祉法人との連携・支援の充実を図ります。 

8,000 6,000 4,000 2,000 0 2,000 4,000 6,000 8,000

2022年

8,000 6,000 4,000 2,000 0 2,000 4,000 6,000 8,000

0～4歳
5～9歳

10～14歳
15～19歳
20～24歳
25～29歳
30～34歳
35～39歳
40～44歳
45～49歳
50～54歳
55～59歳
60～64歳
65～69歳
70～74歳
75～79歳
80～84歳
85歳以上

2017年

8,000 6,000 4,000 2,000 0 2,000 4,000 6,000 8,000

2027年
男 男 男 女 女 女 
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■ 高齢化が進む中で、福祉サービスのニーズの増加が見込まれることから、今後のサービス

供給に向けては、専門職の確保に加え、地域から人材を掘り起こして育成していくといっ

たすそ野の拡大が必要となります。 

 

図表 2-3-17 人材の掘り起こしと育成のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 市は平成 27（2015）年度から「武蔵野市認定ヘルパー制度」を実施し、地域人材の掘

り越こしとまちぐるみの支え合いを推進しています。 

■ 福祉サービスの拡充や地域福祉活動の推進に向け、専門職や地域の担い手も含めた福祉人

材の育成を目的とした、地域包括ケア推進人材育成センター（仮称）を開設します。 

■ 改正社会福祉法により、社会福祉法人は、社会福祉事業のほか公益事業及び地域貢献活動

等を行うことで、地域との繋がり・関わりを深めることが求められました。福祉に関わる

仕事とは、単なる「仕事」ではなく、社会貢献や地域貢献につながる「仕事のやりがい」

を強調するなど、地域で長く勤めていただけるよう市も間接的に支援します。 

■ 社会福祉法の改正に関連して、社会福祉法人の指導監査の実施周期が変更されたことから、

市が法人と関わる機会が減っているため、現在、立ち上げを予定している「武蔵野市社会

福祉法人連絡会（仮称）」において、市から各種情報提供及び研修会等の支援を行い、福

祉サービスの質の向上につなげます。 

  

すそ野を広げる、ウイングを広げる 

支
援
技
術
の
向
上 

認知症ケアヘルパー 

介護職員初任者研修 

地域福祉活動 ボランティア活動 
シニア支え合い 

ポイント制度 

武蔵野市認定ヘルパー 

（いきいき支え合いヘルパー） 
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通し

番号 
個別施策 内容 

26 

【新規】 

地域包括ケア推進人材育成

センター（仮称）の設置 

□ 人材の発掘・養成、質の向上、相談受付・情報提

供までを一体的に行い、総合的に事業所・団体の

人材確保の支援等を実施します。 

27 福祉人材の確保と育成 

□ 職種や事業所の枠を超えた階層別研修並びに

日々の業務におけるスキルアップ及び多職種連

携研修など福祉専門職の体系的研修の充実を図

ります。 

□ 市は、市民社協等と連携し、様々な場を活用しな

がら各地域において地域福祉活動を推進する人

材の発掘に努めます。 

□ 市は、社会福祉事業の将来を担う人材を育成する

ため、福祉・医療関連学校などの実習生の受入れ

を推進します。 

28 

【新規】 

社会福祉法人への連携・支援

の充実 

□ 立ち上げが予定されている「武蔵野市社会福祉法

人連絡会（仮称）」に対し、各種情報提供及び研

修会等の支援を行います。 

 

＜参考＞ 社会福祉法の一部改正に伴う社会福祉法人の主な変更点【抜粋】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社会福祉法の一部改正に伴う社会福祉法人の所轄庁の変更について（第 30 条、25年度～） 

（所轄庁）  ※一部省略 

第三〇条  社会福祉法人の所轄庁は、その主たる事務所の所在地の都道府県知事とする。ただ

し、次の各号に掲げる社会福祉法人の所轄庁は、当該各号に定める者とする。  

１ 主たる事務所が市の区域内にある社会福祉法人であってその行う事業が当該市の区域を越

えないもの 市長（特別区の区長） 

改正社会福祉法の一部改正に伴う地域公益活動の責務化について（第24条第２項、29年度～） 

（経営の原則等） 

第二四条 ※一部省略 

2 社会福祉法人は、社会福祉事業及び第二六条第一項に規定する公益事業を行うに当たって

は、日常生活又は社会生活上の支援を必用とする者に対して、無料又は低額な料金で、福祉サ

ービスを積極的に提供するよう努めなければならない。 

指導要綱の見直し及び指導内容の標準化 

運営に大きな問題が認められない法人に対する監査の実施周期を延長。 

 ２年に１回 → ３～５年に１回 
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第４章 計画の推進と見直し 

第１節 市民・関係機関と連携した取組みの推進 

■ 健康・福祉施策は多岐にわたります。本計画は、この施策の一分野を担っているとともに、

各個別分野の計画の施策を主に地域福祉活動の側面から支えていくため、各個別計画と連

携を図りながら推進します。また、第３期健康福祉総合計画の基本理念である地域リハビ

リテーションに基づき、地域生活に関わるあらゆる人・組織と連携した取組みを推進して

いきます。 

第２節 事業の進行管理及び進捗状況の公表 

■ 健康福祉総合計画において、「健康福祉総合計画・地域リハビリテーション推進会議」、「庁

内連携委員会」、「実務担当者調整会議」を設置し、進捗管理等を行います。本計画におい

てもこれらの会議において進捗状況を報告するとともに、ホームページ等を活用して進捗

状況を公表します。 

■ 本計画が主管する施策において設置している協議会で一定のとりまとめに至った検討結

果や調査結果についても、ホームページ等で公表します。 

第３節 次期計画の策定 

■ 本計画の改定は、上位計画である第３期健康福祉総合計画の改定とともに平成35（2023）

年度に行います。 

 

 



 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資 料 集 
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資料１ 委員会開催状況 

 

回 日程 内容 

１ 平成29年７月10日 ・委嘱状交付 

・委員長・副委員長選出 

・武蔵野市第３期健康福祉総合計画・地域福祉計画策定委員会の公開・

運営に関する確認について 

・武蔵野市第３期健康福祉総合計画・地域福祉計画策定委員会傍聴要領につ

いて 

・武蔵野市第３期健康福祉総合計画・地域福祉計画策定の流れについて 

・武蔵野市地域医療構想（ビジョン）2017について 

・地域福祉計画の策定について 

○地域福祉計画の進捗状況について 

○武蔵野市地域福祉に関するアンケート調査の概要について 

・武蔵野市第２期健康福祉総合計画の進捗状況について 

・武蔵野市第３期健康福祉総合計画の策定に向けて 

○次期計画策定に向けた各調査結果、団体ヒアリングの概要について 

○各個別計画の策定にあたっての論点 

２ 平成29年９月29日 ・地域福祉団体等ヒアリングの報告について 

・第５期地域福祉計画策定について 

○骨子（案）について 

○施策の体系図について 

・第３期健康福祉総合計画策定について 

○骨子（案）について 

○施策の体系図について 

○重点的取組みについて 

３ 平成29年10月30日 ・第５期地域福祉計画策定について 

○中間のまとめ（案）について 

・第３期健康福祉総合計画策定について 

○中間のまとめ（案）について 

４ 平成29年11月６日 ≪武蔵野市第３期健康福祉総合計画拡大調整委員会≫ 

・第３期健康福祉総合計画・各個別計画について 

・第３期健康福祉総合計画について 

・パブリックコメント・市民意見交換会について 

５ 平成30年１月31日 ・市民意見交換会及びパブリックコメントの結果について 

・答申(案)について 
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資料２ 市民意見交換会及びパブリックコメントに対する策定委員会の取扱方針 

（策定委員会承認後、掲載予定）  
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資料３ 武蔵野市地域福祉に関するアンケート調査の報告【概要版】 

 

１．調査の概要 

◇調 査 目 的  平成 29(2017)年度に「武蔵野市第３期健康福祉総合計画・地域福祉計画」を策

定するにあたり、その基礎資料を得るため、地域での暮らし、地域活動等への

参加状況及び生活困窮、その他地域福祉施策全般に係る意見・要望等を把握す

る。 

◇調査対象者  武蔵野市内に住所を有する 18 歳以上の市民 2,000 人（平成 28 年 10 月１日時

点、無作為抽出） 

◇調 査 期 間  平成 28（2016）年 11 月 28 日～12月 19 日 

◇調 査 方 法  郵送配付・郵送回収（督促を兼ねたお礼状を 1回発送） 

◇回 収 状 況  配布数：2,000 件 回収数：863 件 回収率：43.2％（前回 34.5％） 

 

２．結果の概要 

（１）回答者の属性等について 

               

 

 

 

 

 

 

 

  

 

              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

n = (863)

男性

38.6%

女性

52.6%

無回答

8.8%

《性別》 
Ｆ１（１） 

n=(863)  

20歳未満

20～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

75歳以上

　無回答

0.7

6.7

16.1

19.2

17.3

7.5

9.6

8.2

13.7

0.9

0 5 10 15 20 25 (%)

《年齢》 
Ｆ１（２） 

《職業》 

n = (863)

n = (863)

自営業・自由業

11.4%

会社員・公務員

・団体職員

36.3%アルバイト

・パート・派遣等

13.1%

生徒・学生

3.1%

家事専業

15.9%

無職

17.4%

その他

2.0%

無回答

0.9%

Ｆ１（３） 

n=(863)  

収入なし

５０万円未満

５０～１００万円未満

１００～１５０万円未満

１５０～２００万円未満

２００～２５０万円未満

２５０～３００万円未満

３００～４００万円未満

４００～５００万円未満

５００～１０００万円未満

１０００万円以上

わからない

　無回答

1.2

1.3

3.5

3.0

4.4

5.1

4.9

10.9

10.2

27.0

21.4

4.8

2.4

0 5 10 15 20 25 30 (%)

《世帯年収》 Ｆ４ 
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・回答者の性別は、「女性」が 52.6％、「男性」が 38.6％。年齢では、「30～39 歳」「40～49 歳」「50

～59 歳」がいずれも 15％以上で多く、75 歳以上も多い。職業では、「会社員・公務員・団体職

員」が 36.3％で最も多くなっている。また、「無職」「家事専業」もそれぞれ 15％以上を占めて

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）地域での暮らしについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《武蔵野市での暮らしの満足度》 

n = (863)

とても満足

している

30.7%

まあ満足

している

62.5%

あまり満足していな

い

4.1%

満足していない

1.2%

無回答

1.6%

問１ 

《「地域」のイメージ》 

 

n＝(863)

n = (863)

隣近所

12.6%

町丁目程度の範囲

（例：緑町２丁目の

範囲）

18.4%

小学校区程度

の範囲

19.0%

中学校区程度

の範囲

8.2%

武蔵野市全域程度

の範囲

30.4%

近隣市区程度

の範囲

8.8%

その他

1.3% 無回答

1.3%

問２ 

《家族人数》 
Ｆ５ 

n = (863)

１人（単身）

19.6%

２人

31.4%
３人

23.9%

４人

18.5%

５人

3.7%

６人以上

1.4%
無回答

1.5%

・家族人数では、「2人」が 31.4％、「3人」

が 23.9％で多く、「1 人」も 19.6％に上

っている。世帯収入では、「500～1000 万

円未満」が 27.0％、「1000 万円以上」が

21.4％で多数を占めている。一方、『300

万円未満』も 23.4％に上っている。 

・武蔵野市での暮らしの満足度では、「とて

も満足している」（30.7％）と「まあ満足

している」（62.5％）を合わせた『満足』

（93.2％）が９割を超えている。 

・「地域」のイメージで

は、「武蔵野市全域程

度の範囲」（30.4％）

が最も多く、以下「小

学校区程度の範囲」

（19.0％）、「町丁目程

度の範囲（例：緑町２

丁 目 の 範 囲 ）」

（18.4％）の順であ

る。 
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《大切にしているつながり》 
n=(863)  

家族・親族とのつながり

学校（時代）などの友人とのつながり

仕事でのつながり

隣近所とのつながり

趣味やサークル活動でのつながり

医療・福祉・介護等のサービス提供者
とのつながり

ボランティアなど地域の活動でのつながり

ＳＮＳで知り合った友人とのつながり

その他

特にない

　無回答

83.8

44.5

39.4

31.4

24.8

8.1

6.4

2.3

2.8

2.2

1.0

0 20 40 60 80 100 (%)

問３ 

n=(863)  

自分や家族の老後について

自分や家族の健康について

生活費のこと

介護に関すること

子どもの教育や将来のこと

住宅のこと

ご近所関係のこと

乳幼児の育児に関すること

その他

特になし

　無回答

55.4

51.4

27.8

24.6

23.5

20.9

5.8

4.6

3.0

13.7

1.4

0 10 20 30 40 50 60 (%)

《日常生活の悩みや不安》 

 

問５ 

n=(863)  

防犯・防災に関すること

世代間交流が不足していること

高齢者への支援や介護に関すること

災害時に避難の手伝いが必要な方
への支援に関すること

地域住民による自発的な活動が
活性化していないこと

育児・子育て支援に関すること

地域のことを地域で解決する力が
不足していること

障害者への支援に関すること

生活困窮への支援に関すること

母子家庭や父子家庭の支援に関すること

児童虐待やＤＶに関すること

その他

特にない

わからない

　無回答

33.7

24.2

20.5

19.0

18.1

15.6

12.2

9.7

8.6

5.1

3.6

4.2

11.2

13.8

2.3

0 10 20 30 40 (%)

《地域における課題》 
問８ 

・大切にしているつなが

りでは、「家族・親族」

が 83.8%で突出してい

る。そのほか、「学校

（時代）などの友人」

（ 44.5% ）、「仕事」

（39.4%）、「隣近所」

（31.4%）、「趣味やサ

ークル活動」（24.8%）

と続いている。 

・日常生活の悩みや不

安では、「自分や家

族の老後について」

（55.4％）が最も多

く、以下「自分や家

族の健康について」

（51.4％）、「生活費

のこと」（27.8％）

と続いている。 

・地域における課題で

は、「防犯・防災に関

すること」（33.7％）

が最も多く、以下「世

代間交流が不足して

いること」（24.2％）、

「高齢者への支援や

介護に関すること」

（20.5％）と続いて

いる。 
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（３）地域活動やボランティア活動への参加状況について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《地域活動やボランティア活動への参加状況》 

n = (863)

現在活動している

14.8%

以前活動した

ことがある

（今はしていない）

21.3%

したことがない

61.4%

無回答

2.4%

問９ 

n=(312)  

ＮＰＯ法人（特定非営利活動法人）や
公益法人、ボランティア団体等の活動

特定の趣味、スポーツ、学習等のサークル活動

地域福祉活動推進協議会
( 地域社協・福祉の会) における活動

コミュニティセンターなどの地域の活動

友人・知人等の仲間での任意の活動

個人的な活動

子育てや介護等、共通した課題を
抱えた仲間の活動

その他

　無回答

30.8

26.9

16.7

16.3

16.0

10.3

6.1

16.7

3.2

0 5 10 15 20 25 30 35 (%)

《活動している組織、仲間》 
問９－１ 

《活動に参加してよかったと思うこと》 

n=(312)  

社会や他人の役に立った

人的なネットワークや交流機会ができた

自分の向上、自信につながった

自分の知識や経験を活かせた

感謝された

周りの人と同じような体験を共有できた

住民としての義務を果たせた

参加した団体等から信頼を得た

友人・知人等の期待に応えた

身近な地域の課題を改善できた

その他

　無回答

46.2

30.1

23.7

23.1

19.2

16.7

10.9

9.9

9.6

7.1

3.2

12.2

0 10 20 30 40 50 (%)

問９－６ 

・地域活動やボランティア活動

への参加状況では、「したこと

がない」（61.4％）が６割を超

え、「現在活動している」

（14.8％）と「以前活動した

ことがある（今はしていな

い）」（21.3％）を合わせた『し

たことがある』（36.1％）は３

割台半ばとなっている。 

・活動している組織、仲間では、「ＮＰＯ法人（特定非営利活動法人）や公益法人、ボランテ

ィア団体等の活動」（30.8％）が最も多く、以下「特定の趣味、スポーツ、学習等のサーク

ル活動」（26.9％）、「地域福祉活動推進協議会(地域社協・福祉の会)における活動」（16.7％）

の順となっている。 

・活動に参加してよか

ったと思うことで

は、「社会や他人の役

に立った」（46.2％）

が最も多く、以下「人

的なネットワークや

交流機会ができた」

（30.1％）、「自分の

向上、自信につなが

った」（23.7％）と続

いている。 
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n=(863)  

ボランティアに関する情報提供を充実する

ボランティアが活躍できる機会を増やす

活動に対する助成など経済的に支援する

活動の社会的・経済的な効果や成果を適切に
評価する

活動の拠点整備に向けた支援をする

ボランティア活動の意義を学ぶ機会を増やす

その他

特に市や市民社協はかかわらなくてよい

わからない

　無回答

55.4

34.3

31.6

24.4

19.8

17.6

3.4

1.5

12.6

5.2

0 10 20 30 40 50 60 (%)
《市や市民社協が行うべきサポート》 

問 11 

・地域活動やボランティア活動の活性化のために市や市民社協が行うべきサポートでは、「ボラン

ティアに関する情報提供を充実する」（55.4％）が最も多く、以下「ボランティアが活躍できる

機会を増やす」（34.3％）、「活動に対する助成など経済的に支援する」（31.6％）の順となって

いる。 

《地域活動やボランティア活動への参加意向》 

n = (863)

活動をしたい

31.5%

活動をしたい

とは思わない

19.2%

わからない

44.6%

無回答

4.6%

問 12 

・地域活動やボランティア活動への参加意向では、「活動をしたい」（31.5％）が３割強、「活動

をしたいとは思わない」（19.2％）が約２割となっている。 
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（４）市が行っている事業について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       

 

 

 

 

 

 

・シニア支え合いポイント制度の認知状況について、「利用している」（0.2％）と「利用した

ことはないが、内容は知っている」（4.9％）を合わせた『知っている』（5.1％）は１割未

満。 

・ボランティア活動の実績に応じて対価を提供する制度の魅力について、「とても魅力を感じ

る」（11.7％）と「多少は魅力を感じる」（37.2％）を合わせた『魅力を感じる』（48.9％）

は５割弱。 

 

 

《市内の施設・事業の認知状況と重要度の認識》    
問 14 

テンミリオ

ンハウス

いきいき

サロン

レモン

キャブ
ヘルプ

カード

市民社協

ボランティ

アセン

ター

地域社協

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

「
非
常
に
重
要
」
「
あ
る
程
度
重
要
」
の
合
計
％

知っている％

レモンキャブ ：バスやタクシーなど公共交通機関の単独での利用が困難な高齢者・障害者の外出を支援するための移送サービス 
いきいきサロン：概ね 65 歳以上の高齢者を対象に介護予防、多世代交流などのプログラムを含む活動を提供する場 
テンミリオンハウス：地域での見守りが必要な高齢者や児童に対して、柔軟・軽快にサービスを提供している福祉施設 
武蔵野市版ヘルプカード：障害のある方が災害時や日常生活で困ったとき、周囲の方の配慮や手助けをお願いしやすくするカード 
市民社協：地域住民や福祉施設・団体の参加と協力によって福祉のまちづくりを推進する民間福祉団体 
ボランティアセンター武蔵野：ボランティアの相談窓口。ボランティアの依頼受付や活動先の紹介、ボランティア講座等を実施 
地域社協（福祉の会）：支え合いのまちづくりを目指し、身近な地域で様々な福祉活動を進める住民組織 

・市内の施設・事業等の認知率では、

「レモンキャブ」が 61.4％で最も

高く、以下、「テンミリオンハウ

ス」（ 48.8 ％）、「市民社協」

（42.7％）の順である。 

・「レモンキャブ」については、『重

要』と思う人が 80.3％と多くなっ

ている。 

・「ヘルプカード」や「いきいきサ

ロン」は認知率は低いものの、『重

要』と思う人は 60％以上と多くな

っている。 

n = (863)

利用して

いる

0.2%

利用したことはない

が、内容は知って

いる

4.9%

名前は聞いた

ことがある

11.2%

わからない

80.0%

無回答

3.7%

《シニア支え合いポイント制度の認知状況》 問 16（１） 

n = (863)

とても魅力を感じる

11.7%

多少は魅力

を感じる

37.2%

あまり魅力を

感じない

17.5%

まったく魅力を

感じない

7.6%

わからない

21.4%

無回答

4.5%

《制度の魅力》 
問 16（２） 

シニア支え合いポイント制度：高齢者の介護予防と、地域の互助を同時に推進するため、65 歳以上の市民が

一定の要件を満たした活動に参加した場合にポイントを付与し、ギフト券等に

還元する制度。 
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（５）生計や生活の困窮状況について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《生活費に困った経験》 

 

n = (863)

いつも

5.6%

何度かある

22.9%

ない

66.3%

無回答

5.2%

問 17 

《生活費に困った時》 
n=(246)  

日常的に生活費を支払う時

自分や家族が失業した時

自分や家族が事故や病気になった時

子どもが高校や大学に進学した時

子どもが生まれた時

学校を卒業した時

結婚した時

自分や家族に介護が必要になった時

子どもが保育所・幼稚園に入園した時

離婚した時

自分や家族が株やギャンブルで
損失を出した時

子どもが小中学校に入学した時

配偶者と死別した時

自分や配偶者が定年退職した時

その他

　無回答

32.9

27.2

23.2

15.9

13.0

11.4

8.9

8.9

8.1

7.3

5.3

4.5

4.5

2.4

15.9

3.7

0 5 10 15 20 25 30 35 (%)

問 17－１ ・生活費に困った時では、

「日常的に生活費を支

払う時」（32.9％）が最

も多く、以下「自分や家

族 が 失 業 し た 時 」

（27.2％）、「自分や家族

が事故や病気になった

時」（23.2％）と続いて

いる。 

・生活費に困った経験では、「いつも」（5.6％）が１割未満、「何度かある」（22.9％）が２割強

である。 

n=(246)  

家族・親戚

友人・知人

銀行等の金融機関

消費者金融等の貸金業

市や市の関係機関

市民社協

弁護士や司法書士

民生・児童委員

地域社協（福祉の会）

その他

相談しなかった

　無回答

56.1

10.6

8.1

7.3

4.9

2.0

1.2

0.8

-

2.0

22.4

7.7

0 10 20 30 40 50 60 (%)

《生活費に困った時の相談相手》 

 

問 17－２ ・生活費に困った時の相談相手

では、「家族・親戚」が 56.1％

で突出している。そのほか

「友人・知人」（10.6％）、「銀

行等の金融機関」（8.1％）と

なっている。一方、「相談し

なかった」（22.4％）は２割

強である。 
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《生活費に困って市や公的機関に相談するタイミング》 

 

n＝(863)

n = (863)

事故や病気等で収

入の減少や支出の

増加が予想された

時点で事前に相談

する

15.8%

収入の減少や支出

の増加が進行して

も、ある程度余裕の

ある段階で早めに

相談する

10.9%

収入の減少や支出

の増加が相当に進

行し、ぎりぎりまで

対処してから相談

する

16.7%

ぎりぎりまで対処

し、他に相談先がな

くなってから相談す

る

28.3%

市や公的機関には

相談しない

6.0%

その他

1.0%

わからない

12.1%

無回答

9.3%

問 18 ・生活費に困って市や公的機関

に相談するタイミングでは、

「ぎりぎりまで対処し、ほか

に相談先がなくなってから相

談する」（28.3％）が最も多く、

以下「収入の減少や支出の増

加が相当に進行し、ぎりぎり

まで対処してから相談する」

（16.7％）、「事故や病気等で

収入の減少や支出の増加が予

想された時点で事前に相談す

る」（15.8％）の順である。 

n = (863)

制度を知っている

し、相談できる場所

も知っている

7.9%

制度は知っている

が、相談できる場所

は知らない

21.6%

わからない

64.7%

無回答

5.9%

《生活困窮者自立支援制度や生活困窮に関する相談 

場所の認知状況》 

問 19 
・生活困窮者自立支援制度や生

活困窮に関する相談場所の認

知状況では、「制度を知ってい

るし、相談できる場所も知っ

ている」が 7.9％、「制度は知

っているが、相談できる場所

は知らない」が 21.6％であ

る。 
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（６）今後の福祉・保健のあり方について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　無回答

n=(863)  

生活困窮者が必要な支援を得られるよう、相談支援員が課題を一緒に整理し、
本人の意思を尊重した支援計画を作成して自立に向けた支援をする（自立相談支援事業）

基礎学力の向上が必要な生活困窮家庭の小中学生に対し、
学習指導を実施する（学習支援）

長期間就労していないこと等により、すぐに就労が困難な生活困窮者に対し、
一般就労に向けた支援を提供する（就労準備支援事業）

生活困窮に関する相談窓口を周知する

生活困窮者が地域で自立した生活を継続できるための包括的な仕組みをつくる

生活困窮者の早期発見と支援を強化する

離職による生活困窮者に対し、就労支援及び家賃相当の
給付金を支給する（住居確保給付金）

生活困窮者が自ら家計を管理できるように、家計状況の課題を把握し、
早期の生活再生を支援する（家計の相談支援）

その他

わからない

43.1

32.7

27.3

22.6

19.8

18.9

18.1

17.8

2.1

8.9

7.2

0 10 20 30 40 50(%)
《重視すべき生活困窮者への取組み》 

問 20 

・重視すべき生活困窮者への取組みでは、「生活困窮者が必要な支援を得られるよう、相談支援員

が課題を一緒に整理し、本人の意思を尊重した支援計画を作成して自立に向けた支援をする（自

立相談支援事業）」（43.1％）が最も多く、次いで「基礎学力の向上が必要な生活困窮家庭の小中

学生に対し、学習指導を実施する（学習支援）」（32.7％）、「長期間就労していないこと等により、

すぐに就労が困難な生活困窮者に対し、一般就労に向けた支援を提供する（就労準備支援事業）」

（27.3％）となっている。 

《重点をおくべき福祉・保健施策》 

 n=(863)  

健康診断やがん検診など市民の健康を守る取組み

在宅福祉を支えるサービス

退職された方々が地域活動で活躍できる場の提供

要介護状態になることを予防するサービス

困窮や養育困難等の課題を抱えた
子育て家庭への支援

道路の段差解消、手すり・ベビーベッド付トイレなど
誰もが移動しやすいバリアフリーのまちづくり

情報提供・相談システムの充実

電球交換などのちょっとしたニーズに応える
きめ細やかな支援の充実

個人の意識の改革（助け合いの精神）

手当など金銭的な援助

ボランティア団体など市民の活動への援助

権利擁護など個人の自立を支援するサービス

その他

特にない

　無回答

36.0

33.1

30.0

29.1

26.2

23.5

19.9

13.6

12.7

11.5

7.2

3.5

2.5

2.4

3.0

0 10 20 30 40 (%)

問 21 

・重点をおくべき福祉・保健施策では、「健康診断やがん検診など市民の健康を守る取組み」（36.0％）

が最も多く、次いで「在宅福祉を支えるサービス」（33.1％）、「退職された方々が地域活動で活躍

できる場の提供」（30.0％）となっている。 
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資料４ 

武蔵野市第３期健康福祉総合計画の策定に向けた「地域福祉団体等ヒアリング」報告 

 

１．実施概要 

（１）目的 

  武蔵野市第３期健康福祉総合計画（主に地域福祉計画、高齢者福祉計画・第７期介護保険事

業計画）を策定するにあたり、地域の福祉等に係る団体を対象に、市が直接ヒアリング・意見

聴取を行う。 

 

（２）ヒアリング対象団体 

  主に、地域福祉に関する現状、福祉における「共助」「互助」についての意見を聞くため、

福祉関連団体等を対象とする。 

・地域社協 

・民生委員・児童委員協議会 

・武蔵野市赤十字奉仕団 

・保護司会武蔵野分区 

・テンミリオンハウス運営団体 

・いきいきサロン運営団体 

・レモンキャブ（運行協力員） 

 

（３）日時・場所・参加人数 

エリア 日時 場所 参加人数 

中央 
平成 29 年６月 23 日（金） 

午後 2時～3時 30 分 

武蔵野総合体育館大会議室 16 名 

東部 
平成 29 年６月 28 日（水） 

午後 6時 30 分～8時 

武蔵野商工会館ゼロワンホール 26 名 

西部 
平成 29 年６月 30 日（金） 

午後 3時～4時 30 分 

武蔵野スイングホール・レインボ

ーサロン 

26 名 
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２．意見 

「支え合いの気持ちをつむぐ」 

○福祉学習・ボランティア学習の推進 

意見 課題 

・小中学生、若い人にボランティアを体験してもらうことが大事 ・人材確保の取組みの拡大が求めら

れている。 

 

○様々な「場」（活動、機会など）づくりの支援 

意見 課題 

【いきいきサロン】 

・施策そのものは素晴らしい。 

・居場所をつくると高齢者は集まる。 

・いきいきサロンで掘り起こしに成功（コミセンや福祉の会のプ

ログラムに来ていない人が来ている）。 

・認知症になることが恐いので地域に身近な予防ニーズはあ

る。 

・参加者には普段あまり話さないという人が多く、話す場を提

供できている。 

・利用者が増加・定着（継続参加）。 

・自分たちが元気に過ごそうという目的で頑張っている。 

・参加者に「また来る」と言われてやりがいにつながっている。 

・参加者の心身の状態の改善がみられる（歩けるようになる、

話すようになる）。 

・参加者の平均年齢が高い。 

・利用者が固定化。 

・元気なうちはよいが、元気でなくなっても、通いたいという方

をサロン側から断ることは難しい。 

・要介護認定者も参加しているが、この先が心配。 

・認知症が見られる利用者への対応を懸念。今後増えていくと

見込まれる。 

・場所の確保が問題。今の場所が使えなくなったら開催場所

がない。 

・場所が狭く、参加希望者は多いがスペースの問題で対応で

きない。 

・市立施設を使えないのはやりにくい。 

・準備金が出るまで経費の立替が発生する。 

・お菓子代に予算が使えない。融通が利くと良い。 

・毎週行うのでプログラムを考えるのが大変（アイディア、他の

サロンの情報が欲しい） 

・取組成果・効果が認識されており、

拡大・普及の促進が必要である。 

 

・運営資源の確保に対する支援が求

められている。 

 

・ノウハウの共有、情報交換等の支

援が求められている。 

 

・高齢化の進行及び、活動の継続に

伴って、要介護認定者の新規受入・

継続受入やそのための課題への対

応、支援策の整備が求められてい

る。 

 

【テンミリオンハウス】 

・子ども・親子への利用など高齢者以外の利用の検討 

 

【レモンキャブ】 

・利用者が増えると運行者も車両も必要になる。 

・安全向上のため講習等が必要 
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○民生児童委員、赤十字奉仕団、地域社協の活動支援 

意見 課題 

【地域社協】 

・イベント企画が奏功して集客できた。 

・拠点（事務局）がなく、行動が制約される。地域に PRする場

が限定される。代表が個人宅で物を引受け預かっている。 

・担い手がいない、不足。 

・役員の半数は民生児童委員。活動が増えて辞める人のほう

が多い。 

・「若い人」ではなく、「新しい人」の発掘が必要。 

・行政が全てをやってくれるわけではない。 

・テンミリオンハウスやコミセンは報酬があるが、地域社協は

役員の持ち出しが生じている。考えてほしい。 

・予算を削減された（活動量は変わらないので昨年並みの予

算を）。 

・楽しい会には参加者が集まるが、教養講座では人集めが大

変。 

・個人の力量に負うところが大きい。組織的に動くのは大変 

・場所の都合で受入に限界があるため、参加者が定着すると

参加を遠慮する方が出る。より広く門戸を開いていくことが課

題。 

・気軽に集える場は現状ではコミセン。 

・担い手を取り込むため、様々なこと

を行っているが、発掘の工夫が必

要。 

 

○孤立予防の推進 

意見 課題 

・つながりをつくる、人と話すことが大事。 

・安心してどこでも受け入れられ、縁をつくれる地域、まちの中

で挨拶できる環境をつくりたい。 

・市民の目線で孤立の状況が見えて

おり、その対応推進が課題となって

いる。 

 

○安否確認及び避難支援体制づくりの推進 

意見 課題 

・福祉の会が避難所の担い手メンバーとなったが何をやってよ

いか分からない（担い手の講習・訓練等が必要） 

・都営住宅は独居高齢者が多く、訪問してもドアを開けてくれ

ない。 

・災害時要援護者が増えている。確認が大変。 

・避難支援体制は動き出したが、活動

の更なる推進が必要。 
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「誰もが地域で安心して暮らしつづけられる仕組みづくりの推進」 

○地域連携協議会（仮称）による課題解決に向けた仕組みの構築及びネットワーク強化 

意見 課題 

・赤十字奉仕団と一緒に活動して知らないことが見えた。ネット

ワークが大切。 

・地域社協、いきいきサロン、保護司の会など、地域の中でど

のようにネットワークを組むのか。 

・仲間同士で 1つのグループになると広がりがなくなる 

・横の交流機会がない。 

・他の地域団体でどのような活動をしているかをみることも大

事 

・市民レベルの活動のネットワークの

強化の重要性が指摘されている。 

 

「誰もが地域でいきいきと輝けるステージづくり」 

○シニア支え合いポイント制度の検討 

意見 課題 

・対象年齢を考慮してほしい。 

・制度の活動対象範囲が狭い（いきいきサロンに適用されな

い） 

・ポイント制度については、拡充が求

められている。 
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「住み慣れた地域での生活を継続するための基盤整備」 

○福祉人材の育成 

意見 課題 

【人材不足】 

・退職したばかりの人を狙って人材を確保。 

・人材確保が課題（高齢者は再雇用、若い人は仕事、ボランテ

ィアも有償/地域外に流れる）。 

・特に男性がいない。 

・運営の担い手確保が課題（ボランティアより重大）。 

・役員のなり手がいない。 

・民生児童委員は、定年や自己都合退職で減った際に、それ

を補う人がいないことで、欠員が発生している。 

・ボランティアにも有償の波。すべて無償での依頼は気が引け

る。 

・頑張っている人に頼りすぎてはいけない。 

・年齢の「若い人」ではなく地域にまだ出ていない「新しい人」

の掘り起こし。 

・高齢者再雇用や有償ボランティア等

の広がりの状況・動向を前提とした

人材確保の方策と支援が求められ

ている。 

 

・地域活動の中心的な担い手は複数

の役割を兼務しており、負担が大き

い。 

【兼務負担】 

・一人何役もこなさなければならない（どこも人材がいない）。 

・団体・会は違っても役員はほとんど同じ顔ぶれ（兼務）。 

・一人何役も担っていると、活動によって立場の使い分けが必要

だが、一般の住民に活動側の立場は関係ない（日赤奉仕団とし

て友愛訪問し、次に民生委員として募金をお願いすることは後

ろめたさを感じる。無理すれば関係も崩れる）。 

 

【人材の高齢化】 

・担い手の高齢化。 

 

【担い手のケア】 

・尽くしているという満足感はあるが、休めないので大変。担い

手のことも考えてほしい。 

 

【若い人材の確保】 

・若い人のボランティア参加を促進する社会のしくみ（例：ボラ

ンティア経験がないと大学を受験できない等の条件があれば

若い人もボランティアをする） 

・ポイント制度（例：ポイントが将来優先的に老人ホームに入れ

る条件になるといった特典があると、若い人にもボランティア

に来てもらえると思う） 
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事前に提出された意見・要望（要旨） 

 

１ 民生児童委員 

○活動の課題・問題点 

・高齢者は増加している反面、民生児童委員のなり手が少なく、委員個々の負担が増えている。普及

啓発活動をしているが、委員そのものや活動内容の理解が充分得られないことがある。 

・最近は個人情報保護法で行政等から必要な情報が得られず、地域での活動が難しくなることも。 

・地域社協等他団体との関わり方が難しく、委員本来の活動があるので、地域社協を中心に活動で

きないことを理解してほしい。仕事をしていても活動できる体制にすることも今後の課題。 

・欠員補助は大変だが、安易に決めず、近隣の信頼できる民生委員に確認することが必要。 

・ボランティア活動では、女性は多いが男性は数少ない。60 歳以上の男性を呼び込む策が必要。 

・高齢者のみの世帯・独居が増えている。独居調査でも訪問拒否の方が増え、実態把握が困難。 

 

○担い手を増やす際に効果のあった事 

・地域に出て、多くの地域の方々と知り合う。 

・人材確保で、ボランティアでは特に厳しい。一人一人口説いて誘致するのが一番。 

・青少協の活動等、機会がある事に PR している。 

 

○市に支援・推進してほしい事 

・元気な 60～75 歳を、市高齢者支援課地域担当アドバイザー（アルバイト）で採用してはどうか。 

 

２ 赤十字奉仕団 

○活動の課題・問題点 

・団員の高齢化は、個々の負担増、退団増加とつながり、さらに負担増大する状況だ。 

・活動の負担が多いので勧誘が難しい。 

・メンバーの高齢化。新しく入る方はいるが、高齢で辞める方もいて、メンバーが増えない。40・50 代

の方は仕事をしており、昼間の時間帯は奉仕活動できず、入ってもらえない。 

 

○担い手を増やす際に効果のあった事 

・友人に声掛けすれば入ってもらえることもある（同じ年代の方）。 

 

○市に支援・推進してほしい事 

・研修旅行が重荷で行けない人も多い。全団員が一堂に集合して会食等する機会がほしい。話すこ

とで理解できる事も多く、1 年に 1 回そういう場がある事がモチベーションを保つ事になる。 

３ 地域社協 

○活動の課題・問題点 

・①メンバーの固定化、高齢化 ②地域として取り組むべき「共助」の課題についてのメンバー間の

討議不足 ③域内関係団体との提携がまだまだ不充分 

・教養関係の講座は参加者が多い。役員が分担して運営委員等に参加を呼びかけている。 

・新しい会員も増え「つながり」ができつつあり、大切に育てていきたい。 

・共催のコミセン、町会等の行事、活動について更に地域づくりに励みたい。 

・会員数はある程度いるが、新たに入会する個人会員が少なく、又、実際に動ける会員も少ない。 

・少子高齢社会を迎え、福祉活動は増々重要だが、その支え手は 100％完全ボランティアで、善意

による。社協に限らずですが、行政はそうした担い手の社会的位置付けや保障を考えるべき。 

・介護保険制度の変化変更は抵抗しがたいが、その弱くなる軽度者支援の方法となる総合事業の

地域での具体像を、自分の地域で共有したい。課題も問題も多様かつ多数。 
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・話題としては「新しい人に第１歩を踏み出してもらうこと」「マンネリからの脱出（同じことが続いてい

ると新しい人は入りにくい）」 

・他団体との交流を始めたが、地域に関わりのある諸団体の所在がわからない。地図や一覧出来る

ものがあればいい。 

・介護保険が導入されてから、（福祉制度が）難しくなったせいか、わからない人が多すぎる。もっと

市民の理解を得るには、福祉の会でも考えてみる必要がある。周りは有料老人ホームの資料を集

め、探している人がとても多い。 

 

○担い手を増やす際に効果のあった事 

・役員の知己、コミセンの運営委員、マージャン教室等の行事への参加者から入会者を勧誘してい

る。若年者は仕事等で難しい。団塊の世代に声かけし、数名の入会者を得た。 

・PTA や青少協から福祉の会の担当として入った人に、残ってもらうよう声をかけている。 

・様々な場や機会を通じて社協や福祉活動の PR をするが、公開情報だけでは人が集まらず、ほと

んどが人間関係での声かけによる。考えられるのは、①日本はボラ活動がまだ非日常 ②必要な

人に情報が届かない。 

・「新しい人に気軽に話しかけ、体験を増やしてもらう」「原点に戻る」「何かお手伝いをしましょう

か？」「新しい知識を増やそう」といったことがキーワードではないか。 

・お手伝い調査（アンケート）、日頃の回覧板活動、日常の子育て部会のひろばひよこ。高齢者サロ

ンのあじさいひろばなどの活動が根を広げたと思われる。 

・若い人に「ちょっとでいいから手伝ってくれませんか」と声かけし、承諾いただいた。 
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○市に支援・推進してほしい事 

・現在行われる施策についての改廃も充分検討してほしい。 

・小規模組織のため助成金が削減された。年間行事は従来どおり実施しているので削減前に戻して

ほしい。バス研修は人気があり、市のバスを借用しているが、片道半径 50 ㌔以内を 80～100 ㌔に

延長してほしい。 

・独居者と交流を図る手立てを支援してほしい。 

・活動拠点の確立、特にコミセンの部屋を借りるのに苦労した。 

・活動費が限られ、個人負担のケースも多いので、実態に即した予算配分を。 

・団体の方から知りたいこと、困ったことができた時サポートしてほしい。 

・各地域社協の会議に市職員の出席を。問題点・課題を共有して一緒に考えてほしい。 

・テンミリオン施設を高齢者のためだけではなく、子どもの集いにも使わせてほしい。それだけにとど

まらず、もっと各課、共通して使えるようにしてほしい。 

 

４ テンミリオンハウス 

○活動の課題・問題点 

・現在、利用者の平均年齢は 78 歳。運営開始の 15 年前より平均年齢が上がり、デイサービス併用

の方もいる。共助の場を目指しているが、「助けられる」方が主体となり、「助けてあげる」方が少なく

なっている。 

・限られた広さの中で、多くの講座を行い、来館者数を増す事を、ゆったりと一人ひとりに寄り添い向

き合う事の大切さを実践しているが、評価委員の中には、内容より入館者数に着目する方もいて、

矛盾を感じている。 

 

○担い手を増やす際に効果のあった事 

・地域との関係を密にし、又、友人等に誘いかける。 

・困っていること、人手が必要なことを正直に利用者に相談すると手を差しのべてくれる。また昨年か

ら運営委員会を利用者・ボランティアと開いているが、建設的な意見をいただける。 

 

○市に支援・推進してほしい事 

・大枠で事業内容は各団体に任され、やりがいもあり又責任も痛感する。物価上昇等に伴い、都の

最低賃金が値上がり、人件費の割合が多くなっている中で、光熱水費の経費負担増が年間 10 万

円以上かかっており、その分の補助が別枠であると運営上で非常に助かる。 

・初期の段階の認知症（MCI）を本人・家族が認識し、進行が遅らせられるようなテスト・予防の場とし

ても機能できる位置づけにしてほしい。もの忘れ外来からの出張診断等。 

 

５ いきいきサロン 

○活動の課題・問題点 

・サロンの将来を見据えた時、後継者に不安がある。現在、サロンのスタッフは無償。人材不足で高

齢者再雇用が考えられる現状では、スタッフのなり手が益々少なくなるのではと懸念する。 

・専属スタッフを雇用する資金がない。 

・高齢者との接点はあるが、他世代との接点の機会をどうやっていったらいいか。 

・①開催場所が狭いため、人数を増やすことができない。 ②必要な物品類（名札、チェック表、小銭

入れ他）を毎回持ち運んでいる。置くところがあると便利かと思う。 

・出席者が５名以下だと補助金が出ない点が運営継続上、問題。天候や体調による欠席は必ずあ

る為難しいのでは。５名以下でも運営費（補助金）をいただけないか。 

・会場が小さく、マットなどを使えず、椅子での活動をしている。ゴムとボールを 1 カ月交代で行ってい

るが、予算もあり、何か追加できる道具をほしい。 

・住宅地のため、あまり大きな鳴り物が使えない。 
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○担い手を増やす際に効果のあった事 

・担い手となるメンバーが福祉の会、日赤奉仕団、民生児童委員の方がいて、地域情報が得られ

た。独居高齢者の把握などから声かけまで連携して取りくみやすい。 

・地域社協の方々に協力をいただいているが、地域にサロンが増え、ボランティアさんの予定が合わ

なくなると、人手が足りなくなると予想される。 

・後期高齢者が多く担い手は難しい。体操が終わると当番を決めて掃除はやっているが準備は若い

方（60 代は２名しかいない）と一緒にやっている。 

・社協会員との協同事業とした。 

・介護経験のある方たちがボランティアとして参加され、介護経験を通して得たことを、地域の方にフ

ィードバックしてもらい、両者にとってメリットがあった。 

 

○市に支援・推進してほしい事 

・要支援、総合事業の卒業者と、ボランティア活動できる環境づくりを進めてほしい。卒業者の方々

に、デイサービスでのボランティア活動をお願いしたが、反応が良くない。 

・活動ができる広い場所を探している。 

・準備金が後払いになるため、開設時に補助をいただけると嬉しい。 

・提出書類の簡素化。補助金支給を早くしてほしい。 

・活動の発表の場を作ってほしい。 

・コラボレーションできる団体リストの作成。マッチングの支援。 

 

以上 
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資料５ 健康福祉分野の施設整備・維持管理 実施計画一覧 

 
 

類型別方針に基づき、対象となる健康福祉分野の施設について次のとおり整理しました。  

なお、公共施設の更新・改修費用等は、現状と同様の規模・仕様で更新した場合を想定しています。また、費用

の試算にあたっての根拠として、総務省が推奨している「公共施設等更新費用試算ソフト」（一般財団法人知己総

合整備財団）の単価を参考に、都市部であることやこれまでの武蔵野市の整備水準等を踏まえて設定した基準額を

一律に使用しています。（「武蔵野市公共施設等総合管理計画」Ｐ .59 参照） 

 したがって、以下の対策費用（維持改修費用）については、あくまで現時点でのシミュレーション上の数値であ

り、今後変動する可能性があります。 

 

図表 健康福祉分野の施設整備・維持管理 実施計画一覧 （※残耐用年数は、平成 30（2018）年を基準） 

類型 施設名（建物名） 
建設 

年度 

残耐用 

年数※ 
対策内容 

高齢者 

福祉施設 

高齢者総合センター 平成５ 

（1993） 

35 高齢者総合センターは地域における中核的な相談支援機関

として、市民やケアマネジャーなどの専門職に対する支援を

行っているとともに、高齢者に対する対人援助サービスを直

接的に提供しています。今後も安定的なセンター運営に向け

て、長期的なマネジメントのもとに適切な施設管理を行いな

がら事業を実施していく必要があります。 

なお、今後 10 年の対策費用としての更新及び維持改修費用

を約 2 億 9,400 万円と見込んでいます。 

北町高齢者センター 昭和 62 

（1987） 

29 平成 29（2017）年 10 月に子育てひろばが新たに設置さ

れ、多世代が集い交流できる施設として期待が高まっており、

子どもから高齢者まで地域全体のニーズを把握した事業展開

が求められています。関係機関と連携を密にとりながら、複

合型・多機能型施設として適切に管理運営を進め、施設全体

の長寿命化を図っていきます。 

なお、今後 10 年の対策費用としての更新及び維持改修費用

を約 6,800 万円と見込んでいます。 

吉祥寺ナーシングホーム 平成６ 

（1994） 

36 開設当初より地域開放型の施設として地域の利便性、セーフ

ティネットの役割を担い、地域に根ざした施設運営を行ってい

ます。今後も東京都、運営団体、武蔵野市の三者が連携し、適

切な施設管理を行い長寿命化を図っていきます。 

なお、今後 10 年の対策費用としての更新及び維持改修費用

を約 1 億 9,400 万円と見込んでいます。 

桜堤ケアハウス 平成８ 

（1996） 

38 市内唯一の軽費老人ホーム（ケアハウス）として、今後も地域

の見守りが必要な高齢者を支える役割を担うことが期待されま

す。合築施設であるため、公益財団法人信陽舎と連携を図りつつ、

適切な施設管理を行い、安定的な運営を図っていきます。 

なお、今後 10 年の対策費用としての更新及び維持改修費用

を約 1 億 5,000 万円と見込んでいます。 

吉祥寺本町在宅介護・地域包

括支援センター 

平成 17 

（2005） 

47 小地域完結型の相談・サービス提供体制のさらなる充実のた

め、地域包括ケアシステムの拠点の１つとして、今後とも重

要な役割を果たしていくことが求められています。適切な施

設管理を行いながら、運営団体及び基幹型地域包括支援セン

ターと連携し、その機能を強化していきます。 

なお、今後 10 年の対策費用としての更新及び維持改修費用

を約 2,000 万円と見込んでいます。 
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類型 施設名（建物名） 
建設 

年度 

残耐用 

年数※ 
対策内容 

テンミリオンハウス   テンミリオンハウス事業の利用者数は増加傾向にあります。

このことから、地域の支え合い、健康づくりの場に対するニ

ーズが高いことや、そのような場の運営を担う人材も地域で

活躍していることがうかがえます。 

利用者の高齢化が進む中、テンミリオンハウスは基本的に自

力通所が可能な高齢者を対象にしているので、自立度が低く

なってきた方については介護保険サービスなど次のサービス

につなげていくよう、他の事業者等との効果的な連携を促し

ていくことも求められます。 

 今後、新規に開設する施設については、市内に偏りが生じ

ないよう設置場所を慎重に検討します。また、民間の中古物

件等にこだわることなく、複合施設化などあらゆる開設方法

を検討します。最終的な施設数は、地域社協（福祉の会）と

同数である 13 施設を目指します。 

施設の老朽化に対しては、可能な限り修繕等で対応します

が、施設の安全・衛生等の確保が困難になれば、建て替えや

他所への移転などを検討します。 

なお、今後 10 年の対策費用としての更新及び維持改修費用

を約 2,300 万円と見込んでいます。 

 川路さんち 昭和 31 

（1956） 

0 

 

月見路 昭和 57 

（1982） 

24 

関三クラブ 昭和 58 

（1983） 

25 

そ～らの家 平成 12 

（2000） 

42 

ふらっと・きたまち 平成 29 

（2017） 

59 

シルバー人材センター（健康

福祉部分館） 

昭和 57

（1982） 

24 公益法人として、今後も意欲的な事業展開を行い、地域の福

祉力の向上と地域社会を支える役割を担うことが期待されま

す。引き続き安定的な運営を実施していくため、適切な施設

管理を行いながら、関係機関と連携した一体的な観点から施

設のマネジメントを推進していきます。 

なお、今後 10 年の対策費用としての更新及び維持改修費用を

約 9,600 万円と見込んでいます。 

障害者 

福祉施設 

みどりのこども館 平成 21 

（2009) 

51 みどりのこども館 3 事業の横のつながりを強化した事業運

営を目指していくとともに、地域関係機関、団体との連携を

図りながら、地域療育支援の中核拠点としてその役割を担っ

ていきます。 

なお、今後 10 年の対策費用としての更新及び維持改修費用

を約 4,000 万円と見込んでいます。 

障害者福祉センター 昭和 55 

（1980) 

22 今後は、利用者の安全性や利便性の向上を図るため、必要な

修繕を行いながらセンターの長寿命化を図るとともに、劣化

事故等の予防のための管理基準の整備についても検討を行っ

ていきます。 

なお、今後 10 年の対策費用としての更新及び維持改修費用

を約２億円と見込んでいます。 

なごみの家 昭和 63 

（1988) 

30 平成 31(2019)年に(社福)武蔵野が開設を予定する障害者

支援施設への移転を予定しています。なごみの家跡地をどの

ように活用していくかは、今後、他の公共施設の整備状況な

どを見ながら検討していきます。 

なお、今後 10 年（移転後も含む）の対策費用としての更新

及び維持改修費用を約 100 万円と見込んでいます。 

桜はうす・今泉 昭和 47 

（1972) 

14 今後は、親の高齢化問題や介護が長期間におよぶ場合など、

レスパイトケアの重要性が一層増してくると考えられること

から、引き続き利用者等の意見にも耳を傾けながら事業運営

を行っていきます。 

なお、今後 10 年の対策費用としての更新及び維持改修費用

を約 500 万円と見込んでいます。 
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類型 施設名（建物名） 
建設 

年度 

残耐用 

年数※ 
対策内容 

健康・医

療施設 

保健センター 昭和 62 

（1987) 

29 建設から 30 年を経過しているため、劣化状況、利用状況を

踏まえ、大規模改修を行い長期利用します。 

 市健康課の他、公益財団法人武蔵野健康づくり事業団、一

般社団法人武蔵野市医師会臨床検査センターの機能を維持

し、サービスを継続しつつ、今後の事業充実を図るための整

備方針を検討します。整備方針の作成にあたっては、その影

響を十分考慮し、進めていきます。改修時期は、計画期間中

に改修が実施できるよう、具体的な検討を行います。 

なお、今後 10 年の対策費用としての維持改修費用を約 4

億 4,000 万円と見込んでいます。 

武蔵野赤十字病院感染症病

棟 

平成 11 

（1999) 

41 本施設は、市が施設を貸し付けることで運営されています

が、市が所有する必要性の有無を再考し、資産譲渡等の可能

性について検討した上で、計画期間中に武蔵野赤十字病院と

具体的な協議を進めていきます。 

なお、今後 10 年の対策費用としての維持改修費用を約

7,000 万円と見込んでいます。 
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資料６ 本市における健康福祉分野の協議会・会議体について 

 
 

  会議・協議会（部会等） 目的 構成メンバー  主管課 

1 健康福祉総合計画・地域リ

ハビリテーション推進会

議 

・健康福祉総合計画に基づく施策を実施すること

で、全ての市民が、その年齢や状態にかかわらず、

住み慣れた地域で、本人の意思に基づいて安心し

て生活が続けられるよう、保健、医療、福祉、教

育等地域生活に関わるあらゆる組織及び人が連

携した継続的かつ体系的な支援を推進していく

ため  

学識経験者、保健医療関係者（医師会・歯科医師

会・薬剤師会）、福祉関係者（市民社会福祉協議会・

障害者関連事業者・居宅介護支援事業所）、公募に

よる者 

地域支援課  

（庁内推進委員会）  ・健康福祉総合計画及び地域リハビリテーション

を効果的かつ戦略的に推進するため  

健康福祉部長、総合政策部企画調整課長、市民部市民

活動推進課長、防災安全部防災課長、健康福祉部地域

支援課長、生活福祉課長、高齢者支援課長、相談支援

担当課長、障害者福祉課長、健康課長、子ども家庭部

子ども政策課長、都市整備部まちづくり推進課長、住

宅対策課長、教育部教育支援課長、生涯学習スポーツ

課長 

地域支援課  

2 在宅医療・介護連携推進協

議会 

・地域における保健、医療、介護及び福祉に関す

る関係者（以下「関係者」という。）相互間の在

宅医療及び介護に対する理解を深めるとともに、

連携を円滑にして、地域に住む人々への支援を行

ううえでの課題を解決するため  

医療関係者（医師会・歯科医師会・薬剤師会）、介

護関係者（居宅・訪問看護訪問リハ・訪問介護・

通所リハ通所介護）、福祉関係者 (福祉公社・在宅

介護地域包括支援センター・地域活動支援センタ

ー・基幹相談支援センター・健康づくり事業団）、

行政関係者(東京都多摩府中保健所・市）  

地 域 支 援 課

（認知症連携

部会：高齢者

支援課） 

（入退院時支援部会）  

（ＩＣＴ連携部会）  

（多職種連携推進・研修部

会） 

（普及啓発部会）  

（認知症連携部会）  

 医療関係者（医師会・歯科医師会・薬剤師会）  

介護関係者（居宅・訪問看護訪問リハ・訪問介護・

通所リハ通所介護・介護保険施設）  

福祉関係者(福祉公社・在宅介護地域包括支援セン

ター・地域活動支援センター・基幹相談支援セン

ター・健康づくり事業団）  

行政関係者(東京都多摩府中保健所・市）  

3 シニア支え合いポイント

制度推進協議会  

・武蔵野市シニア支え合いポイント制度の実施に

あたり、シニア支え合いポイント制度の検証等を

行うことで内容の充実を図り、もって高齢者の介

護予防及び健康寿命の延伸を推進するため  

地域の福祉関係者  

社会福祉事業の運営者  

福祉に関する知識または経験を有する者  

施設の関係者  

制度の利用者  

地域支援課  

4 地域包括ケア推進協議会  ・被保険者が、可能な限り、住み慣れた地域でそ

の有する能力に応じ自立した日常生活を営むこ

とができるよう、保険給付に係る保健医療サービ

ス及び福祉サービスに関する施策、要介護状態等

となることの予防又は要介護状態等の軽減若し

くは悪化の防止のための施策並びに地域におけ

る自立した日常生活の支援のための施策を、医療

及び居住に関する施策との有機的な連携を図り

つつ包括的に推進するため  

公募による介護保険被保険者（第 1 号・第 2 号）、

介護サービスに関する事業者、職能団体等に属す

る者、地域における福祉活動、権利擁護、相談事

業等を担う関係者、地域ケアに関する学識経験を

有する者 

高齢者支援課  

5 地域ケア会議  ・高齢者個人に対する支援の充実と、それを支え

る社会基盤の整備とを同時に進めていく、地域包

括ケアシステムの実現に向けた手法として介護

保険法に位置づけ。  

・全市的な課題の把握及び対応（市レベルの地域

ケア会議）や、在宅介護・地域包括支援センター

エリアごとのネットワーク構築、地域課題の把

握、対応策の検討（エリア別地域ケア会議・地区

別ケース検討会）などを目的とする。  

・市レベルは、「在宅医療・介護連携推進協議会」

を位置付けている。  

・エリア別では、主に当該エリアで活動している

ケアマネジャー、医師会、民生児童委員、地域福

祉の会等 

高齢者支援課  
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  会議・協議会（部会等） 目的 構成メンバー  主管課 

6 高齢者及び障害者虐待防

止連絡会議  

・高齢者及び障害者に対する虐待の早期発見並び

に当該高齢者及び障害者に対する適切な援助を

行うため  

警視庁武蔵野警察署、東京都多摩府中保健所、地

域活動支援センター（びーと・ライフサポートＭ

ＥＷ）、地域自立支援協議会、福祉公社権利擁護セ

ンター、在宅介護・地域包括支援センター、障害

者福祉センター、高齢者支援課相談支援担当課長、

相談支援係地域包括担当、障害者福祉課長、基幹

相談支援センター、地域支援課、生活福祉課、健

康課、子ども家庭部子ども家庭支援センター  

高 齢 者 支 援

課・障害者福

祉課 

7 見守り・孤立防止ネットワ

ーク連絡協議会  

・地域住民の異変の早期発見・早期対応のための

連携体制の強化  

東京都住宅供給公社、独立行政法人都市再生機構、公益社

団法人東京都宅地建物取引業協会武蔵野中央支部、多摩新

聞販売同業組合武蔵野支部、東京ガス株式会社西部支店、

東京電力パワーグリッド株式会社武蔵野支社、公益社団法

人武蔵野市シルバー人材センター、日本郵便株式会社武蔵

野郵便局及び武蔵野市内郵便局、武蔵野市水道事業（水道

部）、武蔵野市居宅介護支援事業者連絡協議会、配食事業

者、ヤマト運輸株式会社、生活協同組合コープみらい、生

活協同組合パルシステム東京、株式会社セブン-イレブ

ン・ジャパン、株式会社イトーヨーカ堂、武蔵野市商店会

連合会、第一生命株式会社、明治安田生命保険相互会社、

東都生活協同組合、東京ハイヤー・タクシー協会武三支部、

武蔵野警察署、武蔵野消防署、武蔵野市医師会、武蔵野市

歯科医師会、武蔵野市薬剤師会、武蔵野市柔道整復師会、

武蔵野市民生児童委員協議会、社会福祉法人武蔵野市民社

会福祉協議会、在宅介護・地域包括支援センター、地域支

援課、生活福祉課、高齢者支援課、高齢者支援課相談支援

担当、障害者福祉課、健康課、安全対策課、子ども家庭支

援センター担当、住宅対策課、生活経済課 

高齢者支援課  

８ 生活困窮者自立支援庁内

連絡会議 

・生活困窮者の早期発見、相談窓口である生活福

祉課生活相談係への紹介・連絡の徹底を図るため  

健康福祉部長、財務部納税課長、市民部市民活動推進課

市民相談担当課長、保険課長、健康福祉部地域支援課長、

生活福祉課長、高齢者支援課長、高齢者支援課相談支援

担当課長、障害者福祉課長、健康課長、子ども家庭部子

ども育成課長、子ども家庭支援センター所長、児童青少

年課長、都市整備部住宅対策課長、水道部総務課長、教

育部教育支援課長 

生活福祉課  

（実務担当者会議）   連絡会議を構成する課に属する実務に携わる者 

９ 介護予防事業連絡調整会

議 

・「健康長寿のまち武蔵野」を目指して、市の健

康増進・介護予防事業を実施する関係各課・機関

により既存事業の課題整理や体系化、事業間調整

のしくみ等について検討するため 

健康福祉部高齢者支援課、健康課  

教育部生涯学習スポーツ課  

武蔵野市福祉公社（社会活動センター）  

武蔵野健康づくり事業団（健康づくり支援センター） 

高齢者支援課  

10 地域自立支援協議会  

（はたらく部会）  

（くらす部会）  

（権利擁護部会）  

（相談支援部会）  

（障害当事者部会）  

・地域における障害者及び障害児への支援体制に

関する課題等について協議し、障害者等の自立し

た地域生活を支えるため  

・地域支援センターの代表者  

・障害者等の就労支援を行う関係機関の代表者  

・障害者等又はその家族、障害者等の支援に関す

る見識を有する者  

・公募により選定された者、関係行政機関の職員  

等 

障害者福祉課  

11 障害者差別解消支援地域

協議会 

・障害を理由とする差別に関する相談及び当該相

談に係る事例を踏まえた障害を理由とする差別

を解消するための取組を効果的かつ円滑に行う

ため  

警視庁武蔵野警察署、東京都多摩府中保健所、地域活動支

援センター（びーと・ライフサポートＭＥＷ）、地域自立

支援協議会、福祉公社権利擁護センター、在宅介護・地域

包括支援センター、障害者福祉センター、高齢者支援課相

談支援担当課長、相談支援係地域包括担当、障害者福祉課

長、基幹相談支援センター、地域支援課、生活福祉課、健

康課、子ども家庭部子ども家庭支援センター 

障害者福祉課  
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  会議・協議会（部会等） 目的 構成メンバー  主管課 

12 発達障害者支援地域協議

会 

＊都道府県、指定都市に設置のため本市には設置

予定なし。都の協議会の助言等受け、本市の地域

の支援体制を確立する。 

・地域における発達障害者の支援体制に関する課

題について情報を共有し、関係者等の連携の緊密

化を図るとともに、地域の実情に応じた体制の整

備について協議を行うため  

都道府県で設置  

 発達障害者及びその家族、学識経験者、医療、

保健、福祉、教育、労働等に関する関係機関等  

障害者福祉課  

13 就労支援ネットワーク会

議 

・障害者就労支援センターを中心に、公共職業安

定所、社会福祉施設、教育機関、医療機関、障害

者団体、事業主団体その他の関係機関などが、障

害者就労支援事業が円滑かつ効果的に実施され

るよう地域における障害者等に対する就労支援

のネットワークの整備を行うため  

武蔵野市障害者就労支援センターあいるおよび市

が主催 

公共職業安定所、就労支援事業所、特別支援学校、

指定特定相談支援事業所などの障害者就労支援に

関係する機関  

障害者福祉課  

14 「こころの健康づくり」庁

内連携会議  

・健康課、障害者福祉課を中心に、右記の庁内各

課がそれぞれ行っているこころの健康づくりや

自殺対策事業とその状況について情報共有し、庁

内の連携強化を図るため  

総務部人事課人材育成担当課、市民部生活経済課、

市民活動推進課、健康福祉部地域支援課、生活福

祉課、高齢者支援課、障害者福祉課、健康課、子

ども家庭部 子ども家庭支援センター、教育部指導

課、教育支援課  

健康課 

15 食育担当課連絡会議  ・食育を担当する各課、団体が実施している食育

事業について情報共有するとともに、本市の食育

の方向性等についても協議・情報共有し、それぞ

れの食育事業に活かすため  

市民部生活経済課長、健康福祉部高齢者支援課、

健康課、子ども家庭部子ども政策課、子ども育成

課、教育部指導課、教育支援課、生涯学習スポー

ツ課、公益財団法人武蔵野健康づくり事業団健康

づくり支援センター  、一般財団法人  武蔵野市給

食・食育振興財団  

健康課 

16 子ども支援連携会議  

（障害児支援部会）  

（貧困対策部会）  

・第四次子どもプラン武蔵野に基づき、子どもが

障害又は貧困等の環境要因に左右されることな

く、地域の中で健やかに成長するための環境づく

りを行うため  

子ども家庭部子ども政策課、子ども育成課、子ども

家庭支援センター長、児童青少年課長、健康福祉部

地域支援課長、生活福祉課長、障害者福祉課長、健

康課長、教育部教育統括指導主事、教育支援課長 

子ども政策課  

17  子育て支援ネットワーク  

（ネットワーク会議）  

（実務者連絡会議）  

（ケース検討会議）  

・児童虐待を受けた児童に対する迅速かつ適切な

対応及び子育て家庭への支援を行うため。（武蔵

野市児童虐待の防止及び子育て家庭への支援に

関する条例第 4 条 6 項） 

・ネットワーク会議は、児童虐待の防止及び子育

て家庭への支援に係る情報交換及び啓発活動に

関する事項を所掌するため。（武蔵野市児童虐待

の防止及び子育て家庭への支援に関する条例施

行規則第 4 条 1 項） 

市民部市民活動推進課、健康福祉部地域支援課、生活福祉課、高

齢者支援課、障害者福祉課、健康課、子ども家庭部子ども政策課、

子ども育成課、子ども家庭支援センター、児童青少年課、教育部

指導課、教育支援課、市立の各小・中学校、市内の各私立幼稚園、

市内の各私立保育所、市内の各地域型保育事業を行う事業所、市

内の各認証保育所その他認可外保育施設、市内の各児童発達支援

事業所及び放課後等デイサービス事業所、社会福祉法人武蔵野市

民社会福祉協議会、武蔵野市民生児童委員協議会、一般社団法人

武蔵野市医師会、武蔵野赤十字病院、赤十字子供の家、社会福祉

法人のぞみの家、公益財団法人武蔵野生涯学習振興事業団、公益

財団法人武蔵野市子ども協会、特定非営利活動法人保育サービス

ひまわりママ、東京都杉並児童相談所、東京都多摩府中保健所、

警視庁武蔵野警察署、警視庁立川少年センター、東京家庭裁判所

立川支部、公益社団法人東京都武蔵野市歯科医師会、北多摩東地

区保護司会武蔵野分区、法務省人権擁護委員武蔵野市担当、特定

非営利活動法人ワーカーズどんぐり、社会福祉法人武蔵野、株式

会社日本介護センター日介センター吉祥寺、一般社団法人武蔵野

市薬剤師会、公益社団法人東京都助産師会北多摩第３地区分会武

蔵野市助産師会、公益社団法人武蔵野市シルバー人材センター  

子ども家庭支

援センター  

18 バリアフリーネットワー

ク会議 

・年齢及び障害の有無にかかわらず、全ての人が

不自由なく、安心して生活し、及び移動すること

ができる地域社会の形成を目指して、市民及び公

共交通機関等の事業者が協働してまちづくりに

おけるバリアフリー化を推進するため  

学識経験者、障害者団体の関係者、高齢者団体の

関係者、子育て関係団体の関係者、商工関係者、

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関す

る法律に規定する公共交通事業者等、道路管理者、

公園管理者等その他関係行政機関の職員、財務部

長の職にある者、健康福祉部長の職にある者、都

市整備部長の職にある者  

まちづくり推

進課 
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資料７ 近年の国の法令・制度改正及び計画等の策定 

 

平成 24（2012）年 「健康日本２１（第二次）」 

・平成 25（2013）年度～34（2022）年度を期間とし、健康寿命の延伸と健

康格差の縮小、生活習慣病の発症予防と重症化予防の徹底などの

方向性を提示。 

平成 24（2012）年 「障害者虐待防止法」施行 

・障害者の虐待防止、養護者に対する支援等を法制化。 

平成 25（2013）年 「社会保障制度改革国民会議報告書」 

・すべての世帯が安心感と納得感の得られる『全世代型』の社会保障制

度に転換を図ることとし、子ども・子育て、医療・介護、公的年金制度

の各分野に渡って改革の道筋を提示。 

・介護保険制度改正では地域包括ケアシステムの構築、予防給付の地

域支援事業への移行について提示。また、在宅生活の継続のため住

民による支援も含めたサービス提供体制について提示。 

平成 25（2013）年 「社会保障改革プログラム法」施行 

・受益と負担の均衡がとれた持続可能な社会保障制度の確立を図るた

め、子ども・子育て、医療・介護、公的年金制度の改革について改革

プログラムを提示。 

平成 26（2014）年 「第３次食育推進基本計画」策定 

・平成 28（2016）年度～32（2020）年度を期間とし、生涯にわたって健全

な心身を培い、豊かな人間性を育むために、健全な食生活を実践し

ていく重点課題を提示。 

平成 26（2014）年 「健やか親子２１（第２次）」検討会報告書 

・「すべての子どもが健やかに育つ社会」を目指す姿として、「切れ目の

ない妊産婦・乳幼児への保健対策」などを提示。 

平成 27（2015）年 「新たな時代に対応した福祉の提供ビジョン」 

・改革の方向性として、ニーズに即応できる地域の福祉サービスの包括

的な提供の仕組み、生産性の向上、総合的な福祉人材の育成を提

示。 

平成 27（2015）年 「生活困窮者自立支援法」施行 

・生活保護に至る前の段階での自立支援策の強化を目的として施行。

生活困窮者自立相談支援事業等が開始。 

平成 28（2016）年 「障害者差別解消法」施行 

・障害を理由とする差別の解消を推進することを目的。 

平成 28（2016）年 「成年後見制度の利用の促進に関する法律」施行 

・成年後見制度の利用の促進に関する施策を総合的かつ計画的に推

進することを目的。 

平成 28（2016）年 「改正障害者雇用促進法」施行 

・障害者雇用における差別禁止、合理的配慮の提供義務などを法制

化。 

平成 28（2016）年 「「我が事・丸ごと」地域共生社会実現本部」設置 

・地域のすべての住民が支え合いながら、自分らしく活躍できる地域コミ

ュニティを育成し、協働して助け合いながら暮らすことのできる「地域

共生社会」の実現を福祉改革の基本コンセプトとして提示。 

平成 29（2017）年 「改正社会福祉法」改正 

・社会福祉法人制度改革、福祉人材の確保促進の措置を法制化。 

平成 29（2017）年 「介護保険法」改正 

・自立支援と重度化防止、地域共生社会の実現を図るとともに、制度の

持続可能性を確保に配慮し、地域包括ケアシステムの強化を目的。 
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資料８ 市の健康・福祉分野の計画取組みの経緯 

 

年 法令・国の計画等 
健康福祉

総合 
地域福祉 高齢者 障害者 健康 

子ども・ 

子育て 

1990 福祉八法改正       

1991        

1992        

1993        

1994 ハートビル法 

エンゼルプラン 

新ゴールドプラン 

      

1995 精神保健福祉法 

高齢者対策基本法 

障害者プラン 

      

1996        

1997 介護保険法制定       

1998        

1999 知的障害者福祉法施行 

ゴールドプラン 21 

新エンゼルプラン 

      

2000 社会福祉法施行 

介護保険法施行 

      

2001        

2002 健康増進法施行 

障害者基本計画・新障害者プラン 

      

2003 次世代育成支援対策推進法施行       

2004 障害者基本法改正       

2005 発達障害者支援法施行 

児童福祉法改正 

介護保険法改正 

      

2006 障害者自立支援法施行 

高齢者虐待防止法施行 

がん対策基本法施行 

更生保護法施行 

バリアフリー新法施行 

      

2007 児童虐待防止法改正 

児童福祉法改正 

予防接種法改正 

健康増進法改正 

障害者基本計画（重点施策実施 5

か年計画） 

      

2008 高齢者医療確保法施行       

2009        

2010        

2011 児童福祉法改正 

障害者自立支援法改正 

      

2012 障害者虐待防止法施行 

改正障害者自立支援法全施行 

子ども・子育て支援法制定 

      

2013 社会保障制度改革プログラム法施

行 

      

2014        

2015 生活困窮者自立支援法施行 

介護保険法改正 

      

2016 障害者差別解消法施行       

2017        

 

地
域
福
祉
計
画 

健
康
推
進
計
画 

高
齢
者
保
健
福
祉
計
画 

高
齢
者
保
健
福
祉
計
画
・
介
護
保
険
事
業
計
画 

障
害
者
計
画 

福
祉
三
計
画 

子
育
て
プ
ラ
ン
武
蔵
野 

第
二
次
子
ど
も
プ
ラ
ン
武
蔵

野 

福
祉
総
合
計
画 

健
康
福
祉
総
合
計
画 

健
康
福
祉
総
合
計
画
２
０
１

２ 

2019 
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資料９ 用語説明 

 

 あ  

 

◆ＩＣＴ（アイ・シー・ティー） 

Information and Communication 

Technology の略称。情報・通信に関する技

術の総称で従来から使われている「 IT

（Information Technology）」に代わる言

葉として使われている。 

 

◆安否確認コーディネーター 

 未同意の避難行動要支援者の安否確認を行

う安否確認チームの編成や、安否確認結果の

集約等を行う者。避難所運営組織やシルバー

人材センター等の方が中心に行う。 

 

◆いきいきサロン 

  地域住民団体や NPO 法人、民間事業者等

が概ね 65 歳以上の高齢者を対象に、5 名以

上、週1回以上集まる通いの場で、介護予防、

認知症予防のプログラムを含む活動（2 時間

程度）に対し、市がその団体等へ補助・支援

を行うことで、高齢者の社会的孤立感の解消、

心身の健康維持、要介護状態の予防、住み慣

れた地域での在宅生活の継続支援を図ること

を目的とする事業。 

 

◆医療圏 

  地域の実情に応じた医療を提供する体制を

確保するために、都道府県が設定する地域単

位。 

 

◆ＮＰＯ法人むさしの成年後見サポートセ

ンターこだまネット 

  平成 26 年４月に武蔵野市心身障害児・者

を持つ親の会「山彦の会」が母体となり設立

される。法人後見受任と親族との共同後見、

障害のある人の親亡き後を安心して託せる後

見の受け皿となることを法人の目的としてい

る。 

 

 

 

 

 

◆お出かけサポートマップ 2016  

 「歩いて楽しいまちづくり」をコンセプトに、

主に市内の各駅周辺の情報について、トイレ、

バスルート、バス停を掲載した地図のほか、

ベンチの場所や通行に気を付けたい場所を掲

載した地図を掲載している。 

 

◆お父さんお帰りなさいパーティ 

 主に定年前後の男性に地域活動への参加を

呼び掛けることを目的に、地域のボランティ

ア団体や趣味活動の団体等の紹介を行ってい

る。「長いお勤めご苦労さまです。ようこそ

地域へお帰りなさい！」という気持ちを込め、

「お父さんお帰りなさい」の名称となった。

「おとぱ」の通称で平成 12 年度から年１回

開催している。ボランティアセンター武蔵野

に「お父さんお帰りなさいパーティ実行委員

会」を組織し、企画・運営にあたっている。 

 

◆おとぱサロン 

  「お父さんお帰りなさいパーティ」（おと

ぱ）のフォローアップのためのイベントを年

に１、２回開催していたが、より気軽な参加

と仲間づくりの場とすることを目的に、平成

17 年６月より毎月第２土曜日に「おとぱサ

ロン」として定例開催している。ボランティ

アや地域活動のほか、趣味・時事問題の勉強

会など、毎回テーマを設定し、幅広い方たち

の参加をめざしている。企画・運営は、おと

ぱと同様、「お父さんお帰りなさいパーティ

実行委員会」が担っている。 

 

 か  

 

◆介護支援専門員（ケアマネジャー） 

  介護保険法に位置づけられた職種であり、

援助の全ての過程において、利用者の自立を

助けるための専門知識と技術を持ち、利用者

と社会資源の結び付けや関係機関・施設との

連携など、生活困難な利用者が必要とする保

健・医療・福祉サービスの調整を図る。 
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◆介護予防・日常生活支援総合事業 

  第６期（平成 27 年度～平成 29 年度）の

介護保険制度改正において、平成 29 年４月

までに全国の市町村で開始することとされた

事業（介護保険の地域支援事業において実施）

で、社会参加による介護予防を促進するとと

もに、多様な主体が参画する地域の支え合い

により要支援者等の高齢者の生活支援が充実

することを目指している（本市では平成 27

年 10 月に開始）。武蔵野市認定ヘルパー制

度はこの総合事業において運用されている。 

 

◆回復期リハビリテーション病床 

  患者が寝たきりにならないよう、「日常生

活動作」（ADL）への積極的な働きかけや集

中的なリハビリテーションを行うことで改善

を図り、在宅復帰の支援を目的とした病床の

こと。 

 

◆家計相談支援事業 

  家計収支の均衡が取れていないなど、家計

に問題を抱える生活困窮者からの相談に応じ、

家計の視点から必要な情報提供や専門的な助

言・指導等を行うことにより、相談者自身の

家計を管理する力を高め、早期に生活が再生

されることを支援する事業。 

 

◆くぬぎ園 

  昭和 52 年開設の桜堤にあった軽費老人ホ

ーム（Ｂ型）。平成６年６月に都から移管を

受けた。平成 27 年３月 31 日で廃止。 

 

◆ケアリンピック武蔵野 

  介護・看護職員の現場で取り組んでいる先

進的な事例発表や手作り演劇を通して具体的

なケアについて共有し、質の高いサービスを

地域全体に広めるため、平成 27 年より開催

している。 

 

◆権利擁護事業 

  生活不安を感じている高齢者、身体障害者

や、判断能力が不十分なため権利侵害を受け

やすい軽度の認知症高齢者、知的障害者、精

神障害者の権利を擁護し、安心して自立した

地域生活を送れるように日常生活の支援、金

銭管理、福祉サービスの利用支援などを行う

事業。 

◆公益財団法人武蔵野健康づくり事業団 

  前身の（財）武蔵野市健康開発事業団より

平成 23 年４月１日に公益財団法人化された

名称変更。市民の健康の保持促進と福祉の向

上、ならびに地域社会の発展に寄与すること

を目的として、武蔵野市、武蔵野市医師会、

横河電気株式会社の三者の協力により昭和

62 年 10 月に設立された公益法人。人間ド

ックやがん検診などの各種健（検）診、検査

事業及び啓発普及事業、調査研究事業等を行

っている。 

 

◆公益財団法人武蔵野市福祉公社 

  在宅高齢者や障害のある人に対して、より

よい生きがいと健康づくりの情報や福祉サー

ビスの提供を通じて、新しい福祉機能を開発

することにより、地域の福祉サービスを補完

し、もって福祉全体のレベルアップを図ると

ともに、市民福祉の増進に寄与することを目

的とした団体。権利擁護事業、訪問介護サー

ビス事業、生活支援事業（生活支援ヘルパー

派遣事業、認知症高齢者見守り事業）などを

実施している。 

 

◆公益社団法人武蔵野市シルバー人材セン

ター 

  定年退職後などにおいて臨時的、短期的な

就業を通じて、労働能力を活用し、自らの生

きがいの充実や社会参加を希望する高年齢者

の就業機会の増大と福祉の増進を図ることを

目的とした団体。 

 

◆後方支援病床 

  事前の登録により、かかりつけ医を通じて

市内の受け入れ病院（後方支援病院）に確保

してあるベッドに速やかに入院できるもの。 

 

 さ  

 

◆災害時要援護者対策事業 

  災害時に、家族等による援助が困難で、何

らかの助けを必要とする方（災害時要援護者）

が地域で安否確認や避難誘導等の支援を受け

ることができる仕組み。 
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◆在宅医療・介護連携推進事業 

  医療と介護の両方を必要とする状態の高齢

者が、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを

続けることができるよう、地域における医

療・介護の関係機関が連携して、包括的かつ

継続的な在宅医療・介護を提供する仕組み。

具体的には、関係機関が連携し、多職種協働

により在宅医療・介護を一体的に提供できる

体制を構築するため、都道府県・保健所の支

援の下、市区町村が中心となって、地域の医

師会等と緊密に連携しながら、地域の関係機

関の連携体制の構築を推進している。 

 

◆シニア支え合いポイント制度 

 65 歳以上の方が、シニア支え合いサポー

ターとして指定のボランティア活動に参加し

た場合にポイントを付与し、年度ごとの獲得

ポイントに応じて、寄付やギフト券等を還元

する。なお、シニア支え合いサポーターの登

録には、説明会兼研修会へ参加することが必

要となる。 

 

◆社会福祉法人武蔵野 

  地域社会に役立つことを基本理念とし、福

祉サービスを必要とする人の基本的人権を尊

重しその人らしい暮らしが送れるよう適切な

支援を行うことを基本方針とし、平成４年に

設立。現在、障害者・高齢者福祉等、武蔵野

市内で施設を中心に 24 の事業を展開してい

る。 

 

◆社会福祉法人武蔵野市民社会福祉協議会 

  武蔵野市民の一人ひとりが地域社会におけ

る主役となり、同じ地域に暮らす人々と協力

して地域福祉を充実させることを目的として、

昭和 37 年に設立され、昭和 53 年に社会福

祉法人として認可された団体。 

 

◆小規模多機能型居宅介護 

  「通い」を中心として、要介護者の様態や

希望に応じて、随時「訪問」や「泊まり」を

組み合わせてサービスを提供することで、中

重度となっても在宅での生活が継続できるよ

う支援するための居宅サービス。どのサービ

スを利用しても、なじみの職員によるサービ

スが受けられる。 

◆初期・二次・三次救急 

  初期救急は、入院治療の必要がなく、外来

で対処しうる帰宅可能な軽症患者に対応する

救急医療。一次救急ともいう。二次救急は、

入院治療や手術を必要とする重症患者に対応

する救急医療。三次救急は、初期・第二次救

急では対応が不可能な重篤疾患や多発外傷に

対する医療。 

 

◆生活困窮者自立支援事業 

 生活困窮者自立支援法に基づき市が行う事

業。生活に困窮し、最低限度の生活の維持が

できなくなるおそれのある方に対し、相談者

の状況に応じた包括的かつ継続的支援を実施

する。自立相談支援事業、住居確保給付金の

支給については必須事業として位置づけられ、

その他の事業については、地域の実情に応じ

て実施する任意事業とされている。 

 

◆生活支援コーディネーター 

 高齢者の生活支援の充実を図るため、地域

の社会資源の開発、ネットワークの構築、ニ

ーズと取組みのマッチングを行う、地域の支

え合いの推進役。本市では基幹型地域包括支

援センター及び６か所の在宅介護・地域包括

支援センターに配置。 

 

◆成年後見制度 

 認知症高齢者、知的障害者、精神障害者な

ど、判断能力が不十分で、契約などの法律行

為における意思決定が難しい人の保護、支援

をするための制度。 

 

◆赤十字奉仕団 

 武蔵野市赤十字奉仕団は、赤十字の人道博

愛の精神のもとに、赤十字の使命とする人道

的な諸活動を実践しようとする市民が集まり、

都内で３番目の地域奉仕団として昭和 24 年

に結成された。利益を求めない奉仕的救護組

織で、奉仕しようとする意思があれば誰でも

参加することができる。 
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◆地域共生社会 

  高齢化や人口減少が進み、地域・家庭・職

場という人々の生活領域における支え合いの

基盤が弱まる中、人と人とのつながりを再構

築することで、制度や分野ごとの「縦割り」

や「支え手」「受け手」という関係を超えて、

地域住民や地域の多様な主体が『我が事』と

して参画し、人と人、人と資源が世代や分野

を超えて『丸ごと』つながることで、住民一

人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに

創っていく社会のこと。 

 

◆地域コーディネーター 

  学校と地域とが一体となった教育を推進す

るとともに副校長及び教員の負担軽減を図る

ために、市立小・中学校１名ずつ配置されて

おり、学校と地域をつなぐ窓口の役割を担っ

ている。 

 

◆地域社協（福祉の会） 

  地域の人々のネットワークを広げ、安心し

て暮らせる地域づくりを行うとともに、いざ

というときの助け合い、支え合いの体制づく

りをめざして設置された組織。市内 13 地域

で結成されている。 

 

◆地域福祉コーディネーター 

『地域福祉コーディネーターの役割と実践』

（社会福祉法人東京都社会福祉協議会平成

29 年 3 月発行）の定義によると、「①個別

支援」「②小地域の生活支援の仕組みづくり・

地区社協等の基盤づくり」「③小地域で解決

できない課題を解決していく仕組みづくり」

の３つの役割を担い、一定の小地域圏域に出

向いて、住民と協働して問題解決に取り組む

専門職としている。 

 

◆地域包括ケアシステム 

  高齢者の尊厳の保持と自立生活の支援を目

的に、可能な限り住み慣れた地域で、自分ら

しい暮らしを人生の最期まで続けることがで

きるようにするための地域の包括的な支援・

サービス提供体制のこと。2025 年に向けて

各地域で取組みが進められている。本市では、

こうした包括的な支援・サービス提供体制の

構築にあたり、地域の様々な主体が関わると

いう特徴を踏まえ、「武蔵野市における

2025 年へ向けたまちぐるみの支え合いの

仕組みづくり」と言い換えている。 

 

◆地域包括ケア病床 

  病状が安定した患者が在宅復帰に向け積極

的なリハビリなどを行い、原則 60 日以内に

自宅での生活に戻る、在宅復帰支援のための

病床。 

 

◆地域リハビリテーション 

  WHO に よ り 、 community based 

rehabilitation（CBR）としてマニュアル化

された支援技法を基に、本市においては、市

がめざす支援のあり方として、三つの基本理

念を掲げている。①すべての市民が、その年

齢や状態にかかわらず、住み慣れた地域で、

本人の意思に基づいて安心して生活が続けら

れるような支援、②ライフステージに応じた、

継続的、かつ体系的な支援、③保健・医療・

福祉・教育等、地域生活に関わるあらゆる組

織、人が連携した体系的な支援。 

 

◆テンミリオンハウス 

  地域の実情に応じた市民等の「共助」の取

組みに対し､武蔵野市が年間 1,000 万円

(ten-million)を上限とした運営費補助などの

活動支援を行う。現在、市内に８か所開設さ

れている。 

 

 な  

 

◆日常生活圏域 

  介護関連の施策を検討する際の地域単位で

あり、地域住民が日常的に生活している地域

をひと固まりとして圏域設定することが多い。

一般に中学校区を目安として設定される。本

市では市内に６つの圏域を設定している。 

 

 

◆認知症コーディネーター 

  基幹型地域包括支援センター及び市内６か
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所の在宅介護・地域包括支援センターに配置

され、認知症ケアに関する相談助言と相談後

のコーディネートや、専門医療機関の紹介、

認知症サポーター養成講座の企画・運営等を

行う。 

 

◆認知症見守り支援ヘルパー 

  認知症高齢者を介護している家族の身体

的・精神的負担の軽減を図るとともに、認知

症高齢者の在宅生活の継続および生活の質の

向上を図ることを目的とした「認知症高齢者

見守り支援事業」における認知症専門の研修

を受けたヘルパーのこと。認知症高齢者の話

し相手や、散歩などの外出の付き添いなどを

行っている。 

 

◆脳卒中地域連携パス 

  脳卒中を発症した患者さんが急性期から回

復期、維持期に至るまで切れ目のない医療・

介護サービスを受けることができる仕組み。

「診療計画」を作成し、治療をうける全ての

医療機関等で共有して用いる。 

 

 は  

 

◆避難行動要支援者 

  災害発生時等に自ら避難することが困難で、

円滑かつ迅速な避難の確保を図るため特に支

援が必要な方をいう。このうち、平常時から

安否確認等の実施に携わる関係機関（在宅介

護支援センター等）と個人情報を共有するこ

とについて事前同意のある方を災害時要援護

者、事前同意のない方は未同意の避難行動要

支援者としている。 

 

◆避難支援コーディネーター 

  避難行動要支援者の避難支援のリーダーで、

安否確認コーディネーターからの情報集約、

避難支援チームの編成等を行う方。避難所運

営組織、市民安全パトロール隊、防災推進員

等の方が中心に行う。 

 

 

◆病院機能（病院の医療機能） 

  医療機関がその有する病床（一般病床及び

療養病床）において担っている医療機能。高

度急性期（急性期の患者に対し、状態の早期

安定化に向けて、診療密度が特に高い医療を

提供する機能）、急性期（急性期の患者に対

し、状態の早期安定化に向けて、医療を提供

する機能）、回復期（急性を経過した患者へ

の在宅復帰に向けた医療やリハビリテーショ

ンを提供する機能）、慢性期（長期にわたり

療養が必要な患者を入院させる機能）に分か

れる。 

 

◆福祉避難所 

 高齢者や障害者などで、一般の避難所など

での生活が困難で、特別の配慮やケアを必要

とする災害時要援護者を対象とした避難所を

いう。 

 

◆ふれあい福祉学習委員会 

  市内（近隣市）高齢者福祉事業所職員の有

志で構成される委員会で、高齢者理解を目的

とした出前講座を実施。市民社協が事務局を

担っている。 

 

◆フレイル 

 厚生労働白書によると、学術的な定義は定

まっていないが、加齢とともに、心身の活力

（運動機能や認知機能等）が低下し、複数の

慢性疾患の併存などの影響もあり、生活機能

障害が起きたり、要介護状態となったり、疾

病等の重症化を招いたりするなど、心身の脆

弱化が出現するが、一方で、適切な介入・支

援により、生活機能の維持向上が可能な状態

のことを指す。 

 

◆ヘルプカード 

  緊急連絡先や必要な支援内容などが記載さ

れたカードで、障害のある人などが災害時や

日常生活の中で困ったときに、周囲に自己の

障害への理解や支援を求めるためのもの。 

 

 

◆保護司 

 犯罪や非行をした人が刑事施設や少年院か

ら社会復帰を果たしたときにスムーズに社会

生活を営めるように各種調整や相談を等を行

う民間のボランティア。 
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◆ボランティアコーディネーター 

 ボランティア活動をしたい人とボランティ

アを求めている人を結びつける役割を担う。

市民のボランタリーな活動を支援し、その力

が発揮できるよう市民と市民または組織をつ

ないだり、組織内での調整を行う。 

 

 ま  

 

◆見守り・孤立防止ネットワーク連絡協議会 

 地域住民の異変の早期発見・早期対応のた

め、住宅供給系事業者や宅配事業者、コンビ

ニエンスストア等サービス事業者、警察・消

防等の関係機関等と連携し、情報・意見交換

等を行うとともに、通常業務の中での見守

り・孤立防止を図っている。 

 

◆民生児童委員 

 民生委員は、厚生労働大臣から委嘱され、

それぞれの地域において、常に住民の立場に

立って相談に応じ、必要な援助を行い、社会

福祉の増進に努める方々であり、｢児童委員｣

を兼ねている。児童委員は、地域の子どもた

ちが元気に安心して暮らせるように、子ども

たちを見守り、子育ての不安や妊娠中の心配

ごとなどの相談・支援等を行う。 

 

◆武蔵野市地域医療構想（ビジョン）2017 

 高齢化の進展による在宅医療のニーズや子

育て世代の医療ニーズが高まっていく中、地

域医療の課題と取り組むべき事項を整理した

もので、市町村レベルでは全国でも数少ない

取組み。地域医療の充実に向け「市民の生命

と健康を守る病院機能の充実」、「市民の在

宅療養生活を支える仕組みづくり」、「地域

包括ケアと在宅医療の推進のための人材確保

及び育成」についての基本的な考え方と課題

解決を図るための今後の方向性を示している。 

 

◆武蔵野市認定ヘルパー（いきいき支え合い

ヘルパー）制度 

 介護に関する資格を持たない市民（高齢者、

主婦等）でも市の独自の研修（3 日間計 18

時間程度の講義と実習）を修了することで「武

蔵野市認定ヘルパー」として介護予防・日常

生活支援総合事業において要支援等の高齢者

への家事援助サービスの提供を可能とする制

度。（図表 2-2-16 を参照） 

 

◆武蔵野市ホームヘルプセンター 

 「ホームヘルプセンター武蔵野」は、公益

財団法人武蔵野市福祉公社が運営する「訪問

介護サービス」部門。平成９年４月に、「武

蔵野市のヘルパーの養成、確保及び派遣の拠

点」として設立され、ヘルパー派遣事業を実

施している。 

 

◆もの忘れ相談シート 

 認知症相談に対して、在宅相談機関・もの

忘れ相談医・専門病院をつなぐためのシート。

このシートを活用することによって適切な医

療とケア体制が構築され、できるだけ長く安

定した在宅生活が継続できるようになること

を目的としている。 

 

 ら  

 

◆老壮連合会 

 高齢者の学習と交流の場として昭和 41 年

から始まった老壮大学（現いきいきセミナー）

の開催期ごとの受講者が結成する同窓会的組

織の連合体として昭和 47 年に結成した。定

期的な老壮シニア講座の開催を通して、自ら

の学びを進めるだけにとどまらず、幅広く市

民に対して学ぶ機会を提供している .。 
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資料 10 委員会設置要綱 

武蔵野市第３期健康福祉総合計画・地域福祉計画策定委員会等設置要綱 

 

 （設置） 

第１条 武蔵野市（以下「市」という。）における豊かな地域福祉の実現を目指し、市が策定する

次の各号に掲げる計画について意見を聴取するとともに、助言を求めるため、当該各号に定め

る策定委員会（以下「各委員会」という。）を設置する。 

 ( 1 ) 武蔵野市第３期健康福祉総合計画（次号から第５号までに掲げる計画（以下「個別計画」

という。）からなる市の健康及び福祉分野に関する総合的な計画をいう。以下「健康福祉総合

計画」という。） 武蔵野市第３期健康福祉総合計画・地域福祉計画策定委員会 

 ( 2 ) 社会福祉法（昭和26年法律第45号）第107条の規定により定める武蔵野市地域福祉計画 前

号に定める策定委員会 

 ( 3 ) 老人福祉法（昭和38年法律第133号）第20条の８第１項及び介護保険法（平成９年法律第

123号）第117条第１項の規定により定める武蔵野市高齢者福祉計画・第７期介護保険事業計

画 武蔵野市高齢者福祉計画・第７期介護保険事業計画策定委員会 

 ( 4 ) 障害者基本法（昭和45年法律第84号）第11条第３項、障害者の日常生活及び社会生活を総

合的に支援するための法律（平成17年法律第123号）第88条第１項及び障害者の日常生活及

び社会生活を総合的に支援するための法律及び児童福祉法の一部を改正する法律（平成28年

法律第65号）第２条の規定による改正後の児童福祉法（昭和22年法律第164号）第33条の20

第１項の規定により定める武蔵野市障害者計画・第５期障害福祉計画・障害児福祉計画 武

蔵野市障害者計画・第５期障害福祉計画策定委員会 

 ( 5 ) 健康増進法（平成14年法律第103号）第８条第２項及び食育基本法（平成17年法律第63号）

第18条第１項の規定により定める武蔵野市健康推進計画・食育推進計画 武蔵野市健康推進

計画・食育推進計画策定委員会 

 （所管事項） 

第２条 各委員会は、それぞれ次に掲げる事項について調査及び検討をし、その結果を市長に報

告する。 

 (1) 各委員会に係る前条各号に掲げる計画（以下「各計画」という。）の策定に必要な事項 

 (2) 前号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 

２ 前項に規定する所管事項のほか、武蔵野市第３期健康福祉総合計画・地域福祉計画策定委員

会は、健康福祉総合計画の策定にあたり、個別計画の一体性及び統一性を確保するため、各委

員会を調整する。 

 （構成） 

第３条 各委員会は、それぞれ次に掲げる委員で組織し、市長が委嘱する。 
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 (1) 学識経験者 

 (2) 地域福祉、高齢者福祉、障害者福祉、保健医療、健康増進、食育振興等に係る関係者 

 (3) 公募による者 

 （委員長等） 

第４条 各委員会にそれぞれ委員長１人及び副委員長１人を置き、それぞれ委員の互選により定

める。 

２ 委員長は、会務を総括し、当該策定委員会を代表する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたときは、その職

務を代理する。 

 （会議） 

第５条 各委員会の会議は、必要に応じてそれぞれの委員長が招集する。 

２ 会議の議長は、委員長とする。 

３ 委員長が必要と認めるときは、会議に委員以外の者の出席を求め、説明又は意見を聴くこと

ができる。 

 （委員の任期） 

第６条 委員の任期は、平成29年４月１日から平成30年３月31日までとする。ただし、補欠の委

員の任期は、前任者の残任期間とする。 

２ 委員は再任されることができる。 

 （報酬） 

第７条 委員の報酬は、武蔵野市非常勤職員の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和36年２月武

蔵野市条例第７号）第５条第１項の規定により、市長が別に定める。 

 （幹事会） 

第８条 健康福祉総合計画の策定にあたり、庁内の推進体制として、幹事会を置く。 

２ 幹事会は、別表に掲げる職にある者をもって組織し、市長が委嘱し、又は任命する。 

３ 幹事会に、座長及び副座長各１人を置く。 

４ 座長は健康福祉部長の職にある者をもって充て、副座長は健康福祉部地域支援課長の職にあ

る者をもって充てる。 

５ 幹事会の庶務は、健康福祉部地域支援課が行う。 

６ 前各項に定めるもののほか、健康福祉総合計画の策定における庁内の推進体制について必要

な事項は、市長が別に定める。 

 （ワーキングスタッフ） 

第９条 各委員会は、各計画の策定に関する調査及び研究を行うため、必要があると認めるとき

は、ワーキングスタッフを設置することができる。 

 （庶務） 

第10条 各委員会の庶務は、次の各号に掲げる委員会の区分に応じ、当該各号に掲げる課が行う。 
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(1) 第１条第１号及び第２号に定める策定委員会 健康福祉部地域支援課 

(2) 第１条第３号に定める策定委員会 健康福祉部高齢者支援課 

(3) 第１条第４号に定める策定委員会 健康福祉部障害者福祉課 

(4) 第１条第５号に定める策定委員会 健康福祉部健康課 

２ 各委員会全体の庶務は、健康福祉部地域支援課が行う。 

 （その他） 

第11条 この要綱に定めるもののほか、各委員会について必要な事項は、市長が別に定める。 

付 則 

１ この要綱は、平成29年４月１日から施行する。 

２ この要綱は、平成30年３月31日限り、その効力を失う。 

 

別表（第８条関係） 

 

  

健康福祉部長 

健康福祉部地域支援課長 

健康福祉部地域支援課副参事 

健康福祉部生活福祉課長 

健康福祉部高齢者支援課長 

健康福祉部高齢者支援課相談支援担当課長 

健康福祉部障害者福祉課長 

健康福祉部健康課長 

公益財団法人武蔵野市福祉公社常務理事 

公益社団法人武蔵野市シルバー人材センター事務局長 

社会福祉法人武蔵野事務局長 

社会福祉法人武蔵野市民社会福祉協議会事務局長 

公益財団法人武蔵野健康づくり事業団事務局長 
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資料 11 委員会傍聴要領 

武蔵野市第３期健康福祉総合計画・地域福祉計画策定委員会傍聴要領 

 

 （目的）  

第１条 この要領は、武蔵野市第３期健康福祉総合計画・地域福祉計画策定委員会設置要綱（平

成 29 年４月１日施行）の規定に基づき設置した第３期健康福祉総合計画・地域福祉計画

策定委員会（以下「委員会」という。）の会議の傍聴に関し、必要な事項を定めるこ

とを目的とする。  

 （会議の公開原則）  

第２条 委員会の会議は、公開する。ただし、会議を非公開とする委員会の議決があっ

たときは、この限りでない。  

 （傍聴人の定員）  

第３条 傍聴の受付は先着順とし、定員は 20 名を超えないこととし、会場の広さ等に

より委員会に支障のない範囲内とする。  

 （傍聴の手続き）  

第４条 委員会を傍聴しようとする者は、会議当日、所定の場所で、傍聴人受付簿に氏

名及び住所を記入しなければならない。  

 （傍聴人の守るべき事項）  

第５条 傍聴人は、用意された席で、静粛に良識ある態度で傍聴しなければならない。

なお、会議の進行を行う者から、特に求められた場合を除いて、発言はできない。  

 （撮影及び録音）  

第６条 傍聴人は、傍聴席において写真等の撮影や、録音等を行ってはならない。ただ

し、委員会において特に認められた者は、この限りではない。  

 （意見の提出）  

第７条 傍聴人は、委員会の終了後、所定の様式により意見を提出することができる。 

 （係員の指示）  

第８条 傍聴人は、すべて係員の指示に従わなければならない。  

 （違反に対する措置）  

第９条 傍聴人がこの規則に違反したときは、会議の進行を行う者はこれを制止し、そ

の命令に従わないときは、委員会に諮ってこれを退場させることができる。  

付 則  

 この要領は、平成 29 年７月 10 日から施行する。  
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資料 12 委員会名簿 

 

 
委員氏名 職 選任区分 

◎ 市川 一宏 ルーテル学院大学学事顧問・大学院研究科長 学識経験者 

○ 渡邉 大輔 成蹊大学文学部准教授 学識経験者 

 
岩本 操 障害者計画・第５期障害福祉計画策定委員会委員長 関連計画委員 

 
狩野 信夫 元東京都福祉保健局高齢社会対策部長 学識経験者 

 
北島 勉 第４期健康推進計画・食育推進計画策定委員会委員長 関連計画委員 

 
酒井 陽子 ボランティアセンター武蔵野運営委員長 福祉関係者 

 
栖雲 勍子 武蔵野市赤十字奉仕団委員長 福祉関係者 

 
田原 順雄 武蔵野市医師会会長 保健医療関係者 

 
堀口 裕恒 地域福祉活動推進協議会 代表者連絡会会長 福祉関係者 

 
村雲 祐一 公募委員 公募による者 

 
矢島 和美 武蔵野市民生児童委員協議会代表会長 福祉関係者 

 
山井 理恵 

高齢者福祉計画・第７期介護保険事業計画策定委員会

副委員長 
関連計画委員 

◎委員長  ○副委員長 

 

◆第３期健康福祉総合計画・第５期地域福祉計画幹事会及びワーキングスタッフ名簿

 （別途、追加予定） 
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